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 令和２年度（2020年度）は、新型コロナウイルスが世界を一変さ

せた年になりました。平成から令和へと、新しい時代の幕が開けて

まもなくの出来事でした。教育界にも激震が走り、全国一斉休校措

置という前代未聞の措置の中で新学期を迎えることとなりました。

とりわけ首都圏等人口の多い都府県や観光などで人々の流れが多

い地区への影響が大きく、度重なる緊急事態宣言の発出、延長によ

り、ソーシャルディスタンス、消毒、学習活動の制限など、今まで

にない日常的な配慮事項が加わりました。授業スタイルの変更、学

習の遅れ等、児童生徒への負担は計り知れないものとなりました。 

学習指導要領が改訂され、小学校は全面実施の年でしたが、教育

改革にストップをかけるわけにはいきません。コロナ禍で様々な制

限ややりにくさがある中でも、各学校では、児童生徒と一緒に知恵

を絞り、工夫して授業を展開する教職員の姿がありました。今、ま

さに学習指導要領が言及する、これからの時代の子どもたちに求め

られる力を身に付けさせるために、悩みながら、試行錯誤しながら

新しい学習のスタイルを形作っているのです。ポイントとなる「何

を、どのように学び、何ができるようになるのか」について、実践

を積み重ねていくはずでしたが、いきなりの正念場となりました。 

さらに２年度は、国が提唱するGIGAスクール構想が加速した年で

もありました。本市でも整備計画を大幅に短縮させ、教育委員会関

連各課の連携により、高速・大容量の通信環境やすべての児童生徒

へのPC端末整備が進みました。中学校・ろう学校では年度内に、小

学校・養護学校でも令和３年度中の運用の見通しが立っています。 

児童生徒1人1台端末の活用は特に、「主体的・対話的で深い学び」

の実現が期待されます。効果的に活用することが大前提ですが、こ

れからの時代を生きる子どもたちにとって、PCは鉛筆やノートと同

様に学習に必要な文房具の一つとして、なくてはならないものにな

ることでしょう。 

また、新型コロナウイルスは、教職員研修にも、大きな影響を与

えました。緊急事態宣言下では、今まで通りの集合研修は中止せざ

るを得ませんでした。資料を配布して机上研修の形にしたり、オン

ラインでつなぐ形にしたり、新しい形を模索しました。今後も研修

の目的や内容、対象者などを考慮して、上手に集合研修とオンライ

ン研修を組み合わせていきたいと思います。 

教員の資質・能力の向上に向け、その中核的な役割を担っている

当研究所としての使命を自覚し、その機能を発揮しながら本市教育

活動の推進と充実に貢献していきたいと考えます。未来を担う子ど

もたちの育成と、各校における教育活動のさらなる充実に向け、ど

のように科学技術が進んでも、今まで教育研究所としてずっと大事

にしてきた「教育は人なり」の想いを胸に、令和３年度もスタッフ

一同、心を一つに取り組みます。 
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日本の教育    令和２年度 
 

小学校で新学習指導要領の全面実施が始まった。しかし、新型コロナウイルス感染症の猛威は収まら

ず、昨年度３月から実施されていた政府の要請による全国の小中高校、特別支援学校の一斉休業措置は

５月末まで延長された。６月から学校が再開されたものの、学年ごとに登校日や時間、人数を制限する

分散登校や短縮授業、午前と午後に分ける２部制授業などの工夫をして、徐々に通常登校につなげた自

治体が多かった。また、授業時数確保のために、夏季等休業日を削って授業時数を増やす工夫をした自

治体も多くあった。休校の長期化を受けて文部科学省は、学習の遅れ回復に向けた「『学びの保障』パ

ッケージ」を公表し、学習活動の重点化、学習内容の一部を家庭学習で対応するなどの方策を示した。 

感染防止対策が強化され、厚生労働省から提案された「新しい生活様式」として、３密（密集、密接、

密閉）回避、身体的距離の確保、マスク着用、手洗いの励行など、学校教育の中でも感染防止の基本が

徹底された。グループワーク、合唱などの学習活動、部活動など、日常の教育活動にも制限がかかり、

新しい授業スタイルや学校生活を模索する必要性に迫られた。 

新型コロナウイルス感染症対応が追い風となり、国は「GIGAスクール構想」の実現を大幅に加速させ

た。整備完了時期を前倒しして、今年度内の完了を目指し、高速大容量の通信回線と児童生徒 1人 1台

端末の整備に関する補正予算を組んで、早期の実現を図った。また、学校のコロナウイルス感染症対策

支援のために２度にわたる補正予算を計上し、各学校へ校長裁量で対応できる財源を配当した。 

 以下に、本年度の教育界の主要な動きを記す。 

◆『令和の日本型学校教育』の構築（中教審答申）  

中央教育審議会は、急激に変化する時代の中で育

むべき資質・能力の育成のため、新学習指導要領

の着実な実施と ICTの活用等によって、「令和の

日本型学校教育」を実現する答申を出した。「す

べての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な

学びと、協働的な学びの実現」が副題である。  

◆全国学力学習状況調査、全国体力・運動能力、

運動習慣等調査            

文部科学省は緊急事態宣言の全国拡大を受け

て、実施を延期していた令和２年度の調査、全国

学力学習状況調査、全国体力、運動能力・運動習

慣等調査の中止を決定した。 

なお、国立教育政策研究所は、使用予定の全国

学力学習状況調査の問題や解説資料等を公開し、

各自治体や学校の判断で活用できるようにした。 

◆新型コロナウィルス感染予防対策と影響 

 文部科学省は、３段階の感染レベルごとに学校

の対応を示した衛生管理マニュアル「学校の新し

い生活様式」を都道府県教委などに通知した。感

染状況が深刻な首都圏などでは、最高レベル３の

対応マニュアルを作成して取り組んだ。 

文部科学省のまとめによると、2020年６月から

21年１月までに新型コロナウイルスに感染した 

児童生徒数は 1万 2107人、教職員は 1586人であ

った。警察庁の犯罪情勢統計によると、20年度中

に児童虐待の疑いで全国の警察が児童相談所に通

告した子どもの数は 10万 6960人で過去最多にな

った。また、厚生労働省と警察庁の調査の速報値

でも、20年の自殺者２万 919人のうち小中高校生

の自殺者は、440 人（1 月～11 月）で過去最多に

なった。これらの数値からだけでも、新型コロナ

ウイルス感染症がもたらす影響は、家庭や心理面

等、広範囲に及ぶことが伺い知れる。 

東京五輪・パラリンピック大会の来年度への延

期も含め、新型コロナウイルス感染症の影響は、

各種大会等へも及んだ。以下に記す大会の中には、

史上初めて中止の措置をとったものもある。 

・全国高校総合体育大会（インターハイ 全国 

 高校体育連盟） 

・全国中学校総合体育大会（全国中学校体育連盟） 

・第 102回全国高校野球選手権大会（日本高校 

 野球連盟） 

◆教員の働き方改革 

 文部科学省は、学校の働き方改革推進本部の会

合で、休日の部活動に関する業務を学校管理下か

ら地域に移す方針を示し、23年度以降の段階的実

施に向けて来年度からの実証実験を開始する。 
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横須賀の教育  令和２年度 

－ 子ども － 

本年度、市立学校に在籍する幼児児童生徒数は、幼稚園 62人、小学校 17,429人、中

学校 9,117人、特別支援学校 64人、高等学校 1,151人で、減少傾向が続いている。 

（令和２年５月 1日現在） 

 

 

（１）子どもの体力・運動能力、運動習慣等 

平成 27年度より小学校３年生から中学校３年

生、全児童生徒を対象に「横須賀市児童生徒体

力・運動能力、運動習慣等調査」を実施し、実

技調査の結果や運動習慣等の体力との関連が深

い事柄について、その経年変化などから本市の

子どもの傾向や課題について分析してきた。し

かし、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、今年度は中止となった。 

新型コロナウイルス感染症の影響による臨時

休業期間が続いたことや日常生活が変化したこ

とにより、運動時間や生活習慣等への影響が考

えられるため、今後も比較分析を行い、子ども

の健康・体力向上の推進を進めていく。 

 

（２）児童生徒の意識調査 

本市では、指導の重点２として「認め合い高

め合う関係を築く力を育てます」を設定してい

る。その実態を把握するものとして、令和元年

度実施の全国学力・学習状況調査の児童生徒質

問紙（小学校６年 3,020人、中学校３年 2,934

人）の回答結果を分析した結果、次のような傾

向が見られた。 

 

【規範意識について】表１ 

「学校のきまり（規則）を守っていますか」

の設問では、92.0％の児童、95.8％の生徒が肯

定的な回答をしている。規範意識については昨

年に引き続き、良好な傾向が見られる。 

 

【自己肯定感について】表２ 

「自分にはよいところがあると思いますか」

の設問では、78.6%の児童、73.4％の生徒が肯定

的な回答をしている。児童生徒が自分自身のよ

さを認める自己肯定感は学力・体力とも関わり

合うことが明らかになっており、すべての児童

生徒が肯定的回答をするよう、継続的に取り組

んでいく必要がある。 

 

【いじめについて】表３ 

「いじめはどんな理由があってもいけないこ

とだと思いますか」の設問では、96.2％の児

童、93.9％の生徒が「いけないこと」と回答し

ている。この設問はすべての児童生徒がいけな

いことと言える必要があり、継続した指導が大

変重要となる。 

 

【家庭学習について】表４ 

「家で自分で計画を立てて勉強しています

か」の設問では、61.7％の児童、43.6％の生徒

が肯定的な回答をしているにとどまっている。

計画をたて見通しをもって家庭学習を行えるよ

う指導することが必要である。 

 

【関わり合いに関する学校の取組】表５ 

「学級の友達（生徒）との間で話し合う活動を

通じて、自分の考えを深めたり広げたりするこ

とができていると思いますか」の設問では、

65.9％の児童、70.1％の生徒が肯定的な回答を

している。話し合い活動が行われている学校は

増えている。 

児童生徒が話し合うことの目的や意義、成果を

実感し、深い学びが実現されるようにするな

ど、話し合いの質の向上を図ることが重要であ

る。 
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【主体的に学ぼうとする姿勢について】表６ 

「５年生まで（１，２年生のとき）に受けた

授業では、課題の解決に向けて、自分で考え、

自分から取り組んでいたと思いますか」の設問

では、72.3％の児童、74.7％の生徒が肯定的な

回答をしており、課題解決に向けて主体的に取

り組もうとする姿勢が見られる。 

 

＜各設問の肯定的な回答の割合＞ 

表１「学校のきまり（規則）を守っていますか」 

 小学校６年生 中学校３年生 

横須賀 92.0 95.8 

全 国 92.3 96.2 

表２「自分にはよいところがあると思いますか」 

 小学校６年生 中学校３年生 

横須賀 78.6 73.4 

全 国 81.2 74.1 

表３「いじめはどんな理由があってもいけないこと 

だと思いますか」 

 小学校６年生 中学校３年生 

横須賀 96.2 93.9 

全 国 97.1 95.1 

表４「家で自分で計画を立てて勉強していますか」 

 小学校６年生 中学校３年生 

横須賀 61.7 43.6 

全 国 71.5 50.4 

表５「学級の友達（生徒）との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深め 

    たり、広げたりすることができていると思いますか。」 

 小学校６年生 中学校３年生 

横須賀 65.9 70.1 

全 国 74.1 72.8 

表６「５年生まで（１，２年生のとき）に受けた授業では、課題の解決に向け 

    て、自分で考え、自分から取り組んでいたと思いますか」 

 小学校６年生 中学校３年生 

横須賀 72.3 74.7 

全 国 77.7 74.8 
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横須賀の教育  令和２年度 

－ 教職員数 －  

資料から職員数の傾向を分析すると、昨年度までは、退職者数が新採用者数を常に上

回り、その結果、各学校では年齢構成のバランスが崩れるとともに、経験５年未満の職

員が３割に迫る状況である。このため、人材育成が最重要課題であり、教育委員会が中

心となり研修等を進めている。また、今後においては児童数・生徒数が減少するもの

の、小学校においては１学級の上限人数の変更も想定され、教職定数は一定程度維持さ

れていくと推測する。この推移から、経験豊富な教員の数は極端に減少し、各学校に経

験 10年未満の教員が増加していくため、教職員の研修の在り方や校内の研修の在り方を検討していく

必要がある。

◆教職員数の推移状況 

《表１》市立小・中学校の教職定数の推移（人） 

年 小学校 中学校 
高等学校 
特別支援学校 

合計 

26 
1,103 
（59） 

646 
（27） 

152 
（12） 

1,901 
（98） 

27 
1,063 
（59） 

680 
（28） 

159 
（12） 

1,902 
（99） 

28 
1,058 
（61） 

679 
（29） 

163 
（13） 

1,900 
（103） 

29 
1,060 
（61） 

669 
（29） 

164 
（14） 

1,893 
（104） 

30 
1,072 
(52) 

660 
(30) 

158 
(12) 

1,890 
(94) 

R１ 
1,082 
（59） 

654 
（26） 

159 
（10） 

1,895 
（95） 

R２ 
1,072 
（56） 

647 
（26） 

161 
（12） 

1,880 
（94） 

 

《表２》退職教職員数の推移（人） 

年 小学校 中学校 
高等学校 
特別支援学校 

合計 

26 
60 
（２） 

38 
（１） 

10 
（１） 

108 
（１） 

27 
76 
(４) 

30 
（０） 

４ 
（０） 

110 
（４） 

28 
50 
(２) 

34 
（０） 

11 
（０） 

95 
（２） 

29 
51 
（２） 

38 
（２） 

10 
（０） 

99 
（４） 

30 
61 
(５) 

38 
(２) 

10 
(０) 

109 
(７) 

R１ 
53 
（１） 

32 
（０） 

11 
（０） 

96 
（１） 

R２ 
34 
（５） 

35 
（０） 

17 
（０） 

86 
（５） 

 

 

《表３》初任者研修対象教員数の推移（人） 

（教諭、養護教諭） 

年 小学校 中学校 
高等学校 
特別支援学校 

合計 

26 45 51 - 96 

27 
37 
（２） 

29 
（２） 

０ 66 

28 
47 
（０） 

43 
（１） 

０ 
(１) 

90 
(２) 

29 
44 
（４） 

30 
（０） 

２ 
（０） 

76 
（４） 

30 
44 
(１) 

25 
(１) 

０ 
(１) 

69 
(３) 

R１ 
52 
（１） 

30 
（０） 

０ 
（１） 

82 
（２） 

R２ 
56 
（２） 

34 
（１） 

３ 
（０） 

93 
（３） 

 

《表４》再任用教職員数の推移（人） 

年 小学校 中学校 
高等学校 
特別支援学校 

合計 

28 
49 
(６) 

27 
(２) 

12 
(０) 

88 
(８) 

29 
53 
（３） 

37 
（０） 

18 
（０） 

108 
（３） 

30 
66 
(５) 

41 
(１) 

15 
(０) 

122 
(６) 

R１ 
60 
（６） 

50 
（１） 

17 
（０） 

127 
（７） 

R２ 
54 
（８） 

53 
（１） 

22 
（０） 

129 
（９） 

※令和２年５月１日現在 

 ※高等学校は、全日・定時を含む 

 ※下段については、事務職員・栄養職員数 
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横須賀の教育  令和２年度 

－ 教育行政 － 

令和２年度の教育費当初予算総額（政策推進部分を除く）は、149億 447万円、前年

度比で 1.0％、1億 5千 93万円の増額。一般会計に占める割合は 9.4％。 

平成 29年 11月 28日付教育委員会委員長等の選任以降、平成 30 年 12月 22日まで、

教育委員会は、新倉聡教育長、荒川由美子委員（教育長職務代理者）、三浦溥太郎委

員、小栁茂秀委員及び澤田真弓委員の体制で執行した。平成 30年 12月 23日付で、三

浦溥太郎委員に替わり川邉幹男委員が選任され、更に令和元年 11月１日付で、小柳茂

秀委員に替わり元木誠委員が選任された。これにより、新倉聡教育長、荒川由美子委員（教育長職務代

理者）、澤田真弓委員、川邉幹男委員及び元木誠委員の体制となった。なお、令和２年８月１日付で、

新倉聡教育長が再任された。 

 

◆教育政策関連 

平成 23年度から、教育の振興に関する施策や

考え方を示した「横須賀市教育振興基本計画（11

年間）」が実施されている。基本計画では、子ど

もの教育を重点的に捉え、教育に関する考え方を

「横須賀の子ども像」と「目指す子どもの教育の

姿」として示し、学校・家庭・地域において、本

市の目指す教育について共通の意識を持ち、相互

に連携を図ることを目指している。 

平成 30年度からスタートした「第３期実施計

画」は、｢『生きる力』の育成｣を目指した学校教

育編、｢いつでも、どこでも、だれでも学べる社

会の実現｣を目指した社会教育編の２つに区分

し、施策・事業を位置付けている。 

これらの実現に向けた重点課題として、「学

校・家庭・地域の連携推進」「学力の向上」「健

康の保持増進と体力の向上」「いじめ・暴力・不

登校の未然防止と早期解決」「学校の教育力向

上」「社会教育施設による学習支援の推進」を位

置付け、対応する事業を中心に取り組んでいる。 

 

◆教育指導関連 

学力向上事業では、引き続き小中学校に学習支

援員を配置するとともに、小学校３年生が 35人

以下の少人数学級となるよう非常勤職員を配置し

た。そして、経験年数の少ない小学校低学年担任

の教員の授業力向上をサポートするために、小学

校低学年授業アドバイザーを配置した。 

また、次年度から開始した中核教員育成事業を

継続し、市内学校からの推薦を受けた中核教員の

育成のために、授業改善の視点で年間を通じて担

当指導主事が授業にかかわる指導助言を行った。 

国際コミュニケーション能力育成事業では、市

立全学校へネイティブスピーカー指導者を配置し

た。小学校では、指導主事や外国語活動アドバイ

ザーによる外国語の教科化に向けた研修を引き続

き実施するとともに、英語専科教員 10名を 40校

に配置した。中学校では、市内中学校３年生のう

ち、希望者全員を対象に英検３級の受験料の全額

補助を行った。 

子ども読書活動の推進として、昨年度より学校

司書を中学校へ４人配置している。 

児童生徒の行事としては、新型コロナウイルス

感染症感染防止の観点からほとんどの行事を中止

した。読書感想画展、児童生徒造形作品展は期間

を短縮し実施した。 

各校種の教育課程研究会も同様に中止とした。 

 

◆支援教育関連 

平成 30年度から「支援教育推進プラン（後

期）」がスタートし、３年目を迎えた。 

共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育シ

ステム構築の推進を目指し、昨年度に引き続き、

「心の居場所づくり」「絆づくり」「わかる授業

づくり」を通した「魅力ある学校づくり」の取組

を進めた。 

 



 

- 9 - 

 

国立教育政策研究所の「魅力ある学校づくり調

査研究事業」研究を、池上小学校と池上中学校に

委託し、不登校の未然防止に向けた２年目の取組

が進められた。 

神奈川県教育委員会の「インクルーシブ教育校

内支援体制整備事業」について、公郷小学校を指

定校とした。 

校内支援体制の確立を図るため、不登校児童生

徒への対応や児童生徒の問題行動等の予防及び早

期解決に向けて、各種相談員やスクールソーシャ

ルワーカー、スクールカウンセラーが丁寧にそれ

ぞれのケースに対応した。また、学校と連携を密

にしながら教育相談を行った。 

支援教育研修講座や特別支援学級新担任者研修

講座、児童指導担当者研修講座、生徒指導担当者

研修講座では、様々な子どもの教育的ニーズに的

確に対応できるよう、内容の構築に努め、教職員

の資質向上を図った。支援教育コーディネーター

連絡会は、書面上での開催を含め、全体会を４

回、経験３年未満対象の研修を２回開催した。校

内支援体制の構築に向けた研修を積み重ね、支援

教育コーディネーターのスキルアップと校内支援

体制づくりの強化を図った。 

行事は、「不登校相談会・進路情報説明会

（10/３）」を実施した。また「不登校を考える

保護者の集い」を市内相談教室４教室にて行っ

た。「第９回児童生徒ふれあい作品展」は、国立

特別支援教育総合研究所「横須賀市児童生徒ふれ

あいフェスタ」と共催とし、Webサイト上にイベ

ントページを設けて開催した。例年実施している

「就労支援のための合同学習会」、「不登校をと

もに考える会」は感染症拡大防止のため中止とな

った。 

 

◆保健体育課関連 

学校保健関係では、児童生徒の疾病を予防する

ため、就学時健康診断、結核検診、尿検査（蛋

白、潜血、糖）及び心臓検診の健康診断を実施し

た。 

準要保護児童生徒に対して眼鏡購入費等を援助

した。 

児童生徒に安全な環境を確保するとともに教育

効果を高めるため、学校の環境衛生検査を行っ

た。 

学校保健の充実発展を図るため、心肺蘇生法実

技研修講座、薬物乱用防止・食育・食物アレルギ

ー・健康安全に関する研修講座、養護教諭研修講

座、よい歯の図画・ポスターコンクール及び標語

コンクール、横須賀市学校保健大会などを開催し

た。 

学校管理下における児童生徒の災害に対して独

立行政法人日本スポーツ振興センターに給付金を

請求し、保護者に支給した。また、市立学校災害

見舞金支給要綱に基づき見舞金を支給した。 

 

◆学校施設の整備 

本年度の主な学校教育施設整備は、外壁改修

（久里浜小、坂本中）２校、体育館改修（田浦

小、武山小）１校、グラウンド整備（長沢中）１

校、トイレ改修（追浜小・大津小・長井小・坂本

中・大楠中）５校、などを実施した。 

また、令和３年度の中学校完全給食開始に伴

い、昇降機設置工事（公郷中・大津中・馬堀中・

鴨居中・岩戸中・神明中・野比中・北下浦中・長

沢中・長井中・武山中・大楠中）12校、を実施

した。 

上記のほかにも様々な学校で施設改修を実施し

た。 
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教育研究所概観  令和２年度 
 

 

学校と教育委員会が取り組むべき指導の重点として、「学力を向上させる」「認め

合い高め合う関係を築く力を育てる」「健康の保持増進と体力の向上を図る」の３つ

を設定し、各課が連携を取りながら横須賀の目指す子ども像『人間性豊かな子ども』

に迫るため各施策・事業を推進してきた。例年どおり「横須賀市学力状況調査（小３

～中３）」は実施したが、「全国学力学習状況調査（小６、中３）」については、新

型コロナウイルス感染拡大による学校休業のため、実施されなかった。 

市内小・中学校における「小中一貫教育に関する日」は年間３回設定したが、密集

を避けるために全体会は行わず、担当者間での協議などに形を変えるなど、工夫しながら取組を行っ

た。 

 

１ 概要 

○教員研修における、職位・経験に応じた資質・

能力の向上と人材育成 

本市の研修体系に基づき、教職員の資質・能力

の向上を図るため、実践的で実り多い研修を実

施した。 

○調査研究、カリキュラムセンター機能のより一

層の充実 

ここ数年で、調査研究を充実した事業とするた

めに工夫をしてきた。今後、カリキュラムセン

ターとして、機能を十分に発揮するにはどのよ

うにしていくかを検討していく。 

○教育の情報化推進のための３つの柱 

①授業における ICT機器の有効活用 

情報活用能力の育成を図るためには、各教

科等において ICT機器を適切に活用した学習

活動の充実を図ることが重要である。機器の

持つ特性を生かして、さらに授業を豊かなも

のにしていくことと併せて、次年度から実施

となる１人１台端末の有効活用に向けての研

修の充実を図っていく。 

②情報教育の推進 

教員の指導力をはじめ、情報モラルの育成

等に関しては、引き続き、他課と連携して進

めていく必要がある。 

③校務における情報化 

子どもと向き合う時間づくりと教育情報を

共有することをねらいとして、一定の成果は

得られている。今後は、今の環境をどう維持

していくかが課題となる。 

○環境整備及び業務・予算の適正な執行 

業務及び予算執行で滞ることなく、適正に執行

してきた。 

○他課との密接な連携を取りながらの運営 

研修を実施していく上で、関係している課と連

携していくことが必要不可欠である。今後も教

職員の資質・能力の向上を目的として、学校を

支援できる教育研究所として運営していく。 

 

２ 調査研究 

横須賀市の学校教育の現状を把握し、学力向上

にむけ、現在の教育課題の解決と学校教育の一層

の充実に貢献することを目指した「研究員会」事

業（６研究員会）の研究成果発表会を夏期休業中

に計画したが、学校が授業日となったため、中止

した。 

本年度の横須賀市長期研究員は、平成 29年告

示の学習指導要領にも大きく取り上げられてい

る、「プログラミング教育」を研究主題として、

田戸小学校明石翔太教諭が研究に取り組んだ。 

理科センターとしては、理科室の環境整備を進

め、理科教材の開発とその発信に努めた。 

レファレンスとして、図書・資料室の機能整備

と有効利用の促進、理科教材の展示、コンテンツ

の有効活用に関する情報提供などに努めた。 

GIGAスクール構想の実現へ向け、関係各課と

協力しながら整備等に取り組んだ。 
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３ 教員研修 

平成 29年７月に告示された新学習指導要領解

説では、今回の新学習指導要領改訂の経緯とし

て、「学校教育には、子供たちが様々な変化に積

極的に向き合い、他者と協働して課題を解決して

いくことや、様々な情報を見極め知識の概念的な

理解を実現し情報を再構成するなどして新たな価

値につなげていくこと、複雑な状況変化の中で目

的を再構築することができるようにすることが求

められている。このことは、本来、我が国の学校

教育が大切にしてきたことであるものの、教師の

世代交代が進むと同時に、学校内における教師の

世代間のバランスが変化し、教育に関わる様々な

経験や知見をどのように継承していくかが課題と

なり、また、子供たちを取り巻く環境の変化によ

り学校が抱える課題も複雑化・困難化する中で、

これまでどおり学校の工夫だけにその実現を委ね

ることは困難になってきている。」とある。 

そのような背景の中、教育公務員特例法等が平

成 28年に改正され、そこでは 10年経験者研修が

弾力的な運用が認められる中堅教諭等資質向上研

修となり、教員の育成に関する指標の全国的整備

など、大学での養成期からを見通した教員の研修

についての見直しが示された。それを受けて、平

成 29年に神奈川県の「校長及び教員の資質向上

に関する指標」が策定された。これにより、校長

及び教員の資質育成の目指すところが明らかにな

った。 

このような流れを受けて、教育研究所でも横須

賀市の研修体系を大きく見直し、平成 29年度よ

り新研修体系で研修が実施されている。 

令和２年度は研修内容の精選と学校現場や受講

者のニーズを反映し、以下のとおり見直しを図っ

た。 

・初任者研修については、「教員は学校で育つ」

という考えのもと、校外研修の内容についてさ

らなる精選を行った。また、令和３年度から開

始となる中学校学校給食に向け、中学校教諭を

対象に学校給食の在り方について研修を行っ

た。 

・教職６年経験者研修については、神奈川県の経

験者研修の年数に合わせ、対象を６年経験者か

ら５年経験者に変更した。それに伴い、令和２

年度は移行期間として、教職６年経験者、教職

５年経験者にそれぞれ研修を行った。 

・中堅教諭等資質向上研修については、校外研修

の内容を精選し、受講者のリーダーとしての意

識の高揚と、校内での OJT の促進を図った。 

・校内人材育成の活性化を図るために、すべての

総括教諭を対象にした研修を行った。 

 

研修の内容についても「神奈川県のめざすべき

教職員像」の３つの柱である「授業力」「課題解

決力」「人格的資質・情熱」を育てるのに十分か

どうか、横須賀市の教員の実態にも合わせながら

内容を検討している。 

 

経験の浅い教員に対しても、即戦力となるよう

過大な期待が寄せられ、それをつなぐ中堅層にお

いても、学校の運営の主体となれるよう、優れた

能力を発揮できる人材の育成が急務となってい

る。同時に臨時的任用職員や非常勤講師の割合も

高くなっており、各校での教員の若年化が急速に

進んでいる。 

教育研究所では、このような現状に対して、意

図的で計画的な人材育成を図る研修の仕組みづく

りを模索してきた。基本研修における「ペア」ま

たは「グループ」による校内研修の実施は、授業

を通して校内で学び合う機会の充実につながって

いる。また、教職経験年数が異なる者同士がつな

がり合い、学び合う機会も充実させてきた。経験

によって培われた教師の力がしっかりと継承され

ていくことが、子どもたちに対する教育の質の向

上につながると期待する。 

令和２年度は、具体的な目標と方針として①教

師として求められる資質・能力、指導力の向上を

図ること②学校組織の活性化と人材育成を図るこ

とを掲げて事業を展開してきた。 

令和２年度は新型コロナウイルスの影響によ

り、集合研修を行うことができない期間もあった

が、そこでは、研修動画を視聴する研修やオンラ

インによる研修など、多様な研修スタイルを取り

入れてきた。 

また、一人一人が教師としての高い志を持ち続
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け、学校においても優れた教師を育てようとする

意識が高まるよう、サポート研修をはじめ教育研

究所としてのきめ細やかな支援を大切にして取り

組んできた。 

教師が学びたいときに学び、自己のキャリアや

職能に応じて、自らの資質を向上できる研修体系

を今後も維持、発展していきたい。 

 

４ 教育の情報化推進 

学習指導要領に示された「情報活用能力の育

成」「ICT機器を適切に活用した学習活動の充

実」を実現するため、学校の ICT機器の環境整備

と活用推進を図る事業を行った。特に、GIGAス

クール構想の実現のための準備に関係各課と連携

しながら取り組んだ。 

また、「校務の情報化」を目的として校務支援

システムの活用推進を図る事業を行った。さら

に、教育の情報化の推進のために、教科指導にお

ける ICT活用研修、授業力向上のための ICT活用

研修、プログラミング教育実施に向けた研修を計

画した。 

本年度も引き続き、授業における ICT機器の活

用推進を軸に、校務支援システムによる通信簿、

中学校調査書、指導要録、健康診断票の作成、学

校ホームページの更新などの訪問研修を適宜行

い、現場に寄り添った支援に力を入れた。また、

ICT授業支援サポーター制度も引き続き実施し

た。 

情報セキュリティを確保するため、「学校の保

有する情報の取扱いに関する基準」の周知を図る

とともに、ICT担当者会や情報セキュリティ月間

（５,10,２月）を通して、情報セキュリティ喚起

の取組を行った。 

今後の課題は、GIGAスクール構想により配備

された学習用１人１台端末を活用した効果的な

ICT機器の活用の促進を図るための研修や授業支

援の充実、職員と児童生徒の情報モラルの育成な

どである。 

 

 

 

５ 教育研究所運営に関する懇話会 

（１）構成員 

<座  長> 栗原 裕 (池上中学校長) 

<副 座 長> 塚田美保子 (田戸小学校長) 

<委  員> 伊藤 学 (横須賀総合高等学校長) 

< 〃  > 高橋 広明 (田浦小学校長) 

< 〃  > 三浦 昭夫 (公郷中学校長) 

< 〃  > 高橋 直樹 (教育指導課長) 

 

（２）教育研究所運営に関する懇話会 

第１回教育研究所運営に関する懇話会 

令和２年５月 12日（火）を予定していたが、

新型コロナウイルス感染状況を踏まえ書面開催と

した。 

 第２回教育研究所運営に関する懇話会 

  日時 令和３年１月 13日（水）10時開催 

  場所 教育研究所 第１研修室 

 

横須賀市教育研究所条例に基づき、年２回の教

育研究所運営に関する懇話会を開催した。 

第１回では、教育研究所の運営について、書面

をもって意見聴取し、回答を行った。 

第２回では、一部リモート会議形式をとり入れ

た。一年間の成果と課題について、意見交換し、

次年度の運営についてご意見をいただいた。 

 

６ 令和２年度予算 

教育研究所費の令和２年度一般会計予算額は、

809,439千円であった。このうち、情報システム

の運用や情報教育の推進に係る情報関連予算は

505,271千円で、全体の約３分の２を占めてい

る。 

また、各学校費において、市立の小中学校、特

別支援学校、高等学校における教育用パソコン等

の整備・運用に関する予算 312,477千円について

も所管しており、これらを合わせた情報関連予算

は、817,748千円となる。 

その結果、所管予算全体では、1,121,916千円

となった。 
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合計(①+②) 1,121,916 

① 教育研究所費 小計 809,439 

・情報関連費 

 *情報教育研修費 

 *よこすか教育ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ事業費 

 *ICT活用教育推進事業費 

505,271 

(4,870) 

(400,676) 

(99,725) 

・給与費 138,660 

・学力向上・教育課題研究事業費 688 

・資料情報提供事業費 873 

・理科教育研修費 1,844 

・教員研修事業費 5,150 

・教育研究所管理運営費 156,953 

② 学校費 小計 312,477 

・教育用 PC等の整備・運用費 312,477 

（単位千円） 

 

７ 職員 

（１）職員の配属と異動 

令和２年度の教育研究所は、所長および職員の

12人で組織した。 

 図書資料整備を担当した阿部優子が所長に、横

須賀総合高等学校から指導主事として岩久玲子、

渡邉雅人、公郷中学校から指導主事として高瀬鉄

平、政策推進部都市政策研究所から課長補佐とし

て中村洋介、田戸小学校から長期研究員として明

石翔太が配属された。 

 また、所長の山崎亨が課長として保健体育課

へ、主査指導主事の杉戸美和が教頭として汐入小

学校へ、指導主事の澤口 琢が主査指導主事とし

て保健体育課へ、指導主事の小日向真が主査指導

主事として教育指導課へ、係長の小和瀬尚が市民

部市民生活課へ異動した。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人員構成（令和２年４月１日現在） 

所  長 阿部 優子 (教育研究所の総括) 

主査指導主事 小平 功一郎 (各係・担当の統括) 

〃 市下 啓嗣 (調査研究担当の総括) 

〃 伊東 誠司 (調査研究等) 

〃 田山 雅也 (研修担当の統括) 

課 長 補 佐 中村 洋介 (管理運営係の総括) 

指 導 主 事 岩久 玲子 (研修等) 

〃 高瀬 鉄平 (研修等) 

〃 山岸 義之 (研修等) 

〃 渡邉 雅人 (調査研究等) 

主  任 川本 正明 (管理運営) 

〃 山岸 弘美 (管理運営) 

長期研究員 明石 翔太 (調査研究等) 

会計年度職員 長島 智仁 
(理科教育・ 

よこすか教師塾等) 

〃 八木田 実 
(研修補助・ 

よこすか教師塾等) 

〃 柏木 崇子 (調査研究補助等) 

〃 髙木 恵美子 (調査研究補助等) 

〃 加藤 美由紀 (研修補助等) 

〃 西村 瞳 (研修事務等) 

〃 棚橋 美江子 (研修事務等) 

〃 河合 陽子 
(図書資料整備、 

研修補助等) 

〃 大橋 尚美 (研修事務全般等) 

〃 井上 浩二 (施設管理運営等) 

 

教育政策課教育情報システム室 

室  長 北川 敬 (校務支援システム等) 

主  任 三ツ堀 幸正 (校務支援システム等) 

 小牧 武史 (校務支援システム等) 

会計年度職員 堀越 佳子 (教育情報データ整理等) 

   

 

 

 

 

 

 

 



 

- 14 - 

 

調査研究関係

 調査研究では、教育に関する情報や資料の収集・発信の充実及び GIGAスクール構想

の早期実現を重点目標として取組を進めた。 

横須賀市長期研究では、「プログラミング教育」をテーマに研究を行った。 

資料・情報提供事業では、横須賀市教育情報センターイントラネットサイトと教育

研究所図書資料室を充実させることに努めた。経験年数が浅い教員の参考となるよ

う、イントラネットサイトに学習指導案を掲載したり、図書資料室に「授業づくり」

「学級づくり」などの書籍を整えたりした。学習指導要領改訂に関わる学習評価に関

する参考資料やタイムマネジメントに関する書籍も配架した。カリキュラムセンターとしての機能の充

実を図るべく、イントラネットサイト内の資料の追加・更新・整理に努めた。 

理科センター機能の充実にも努め、理科教育研修講座やパワーアップ研修講座を開講し、理科教育の

充実に努めた。また、様々な理科教育に関する資料を作成し、イントラネットサイトや理科室に掲示

し、活用を促した。 

調査研究事業 

１ 長期研究 

令和元年度の長期研究は「プログラミング」

を研究テーマとして実施した。 

概要は、次のとおりである。 

(１)研究員 田戸小学校 明石 翔太 教諭 

(２)研究主題 

「プログラミング教育～C分類から始める重

要性」 

(３)アドバイザー 

横浜国立大学 大学院教育学研究科 

高度教職実践専攻 教授 野中 陽一 様 

(４)主題設定の理由 

学習指導要領解説総則編（平成 29年告示）に

おいて、児童がプログラミングを体験しながら、

コンピュータに意図した処理を行わせるために必

要な論理的思考力を身に付けることが必要である

と示され、小学校においてプログラミング教育が

必修であると示された。教科の中でプログラミン

グ教育を進めるにあたり、まずは「プログラミン

グの体験」が重要であると考え「小学校プログラ

ミングの手引」で「各教科等とは別に実施するも

の」とされた C分類の重要性を検証する必要があ

ると考えた。 

(５)研究内容 

第５学年算数や第６学年理科に向けて、段階的

に「プログラミング的思考」を育むことが必要だ

と考え、中学年段階において、プログラミングの

楽しさや面白さ、達成感を味わう取組として次の

２つの実践を行い、児童の変容を分析・考察した。 

ア 「Viscuit」によるプログラミングの実践 

イ 「mbot」によるプログラミングの実践 

どちらの実践においても、児童のプログラミン

グに対する興味・意欲は高まったと言える。特に

プログラミングの経験がなかった児童において

は、大きな変化が見られた。また、身の回りでプ

ログラミングが役に立っていると感じた児童も増

加し、その中でもコンピュータが使われているこ

とを捉えた児童も増加が見られた。 

(６)研究成果の発信 

・ イントラネット上で情報発信 

・ 研究発表会の実施（アドバイザーは、リモー

ト参加） 

・県教育研究所連盟研究発表会で提案 

 

２ 神奈川県教育研究所連盟 研究発表大会 

11月６日(金)、神奈川県教育研究所連盟第 67

回教育研究発表大会において、令和元年度横須賀

市教育研究所長期研究員の高瀬 鉄平指導主事

(教育研究所)が発表する予定であったが、臨時総

会（第２回書面会議）にて開催中止が決定された。 
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資料情報提供事業 

資料･情報提供事業   

【図書・資料】 （R3,3, 25現在） 

１ 図書資料  

 令和２年度の図書購入予算は、CD・DVD付図書

も含めて 27万５千円であった。この予算で、合

計 88冊の図書と２本の教育用ビデオ（DVD）を購

入した。寄贈本は２冊、寄贈 DVDは新しいごみ処

理施設エコミルの紹介 DVD8本。GIGAスクール構

想関連の ICT活用、学力向上への対応や各教科・

領域、教師としてのスキルアップ等に関する図書

を購入した。特に新学習指導要領の解説書や新学

習指導要領に則した授業づくりに関するもの、

小・中で教科化された道徳教育・外国語教育に関

するもの、これから求められる教育・教師像など

に関するもの、教師力を向上させるものなどを購

入した。 

 所蔵数は、図書 26,866点、教育ビデオ 22点

DVD94 点（それ以外に本研究所内で視聴可能なビ

デオ 173点、DVD13点）である。 

 また、保管している市内各学校や各地の研究機

関・大学･学校・出版社等から寄贈された研究紀

要及び教育資料等は、前年度より 273点増え、

25,725点になった。 

２年度に閲覧提供した雑誌等は次の 12種類

で、第 1研修室前の棚に配架した。昨年度同様、

購入教育雑誌は 9種類である。 

〔定期購入したもの〕 

① 初等教育資料    ② 中等教育資料  

③ 教育委員会月報  ④ 総合教育技術 

⑤ 教育        ⑥ 高校教育 

⑦ 日経 PC21     ⑧ 内外教育  

⑨ 教育展望 

〔その他：寄贈等〕 

⑩ 指導と評価 ⑪ 部落解放  ⑫ 人権と部落 

広報よこすか、県のたより、人権のとも、語

る・かたる・トーク、更生保護よこすか、よこす

かボランティアニュース、まなびかんニュースな

どは、２階事務室前の雑誌専用書架に配架してい

る。貸し出しはしていないが、常時閲覧可能である。 

購入している新聞は、次の２紙である。 

①日本教育新聞  ②神奈川新聞 

また、教育家庭新聞教育マルチメディア号は毎月

寄贈されている。日本教育新聞、教育家庭新聞マル

チメディア号は２階事務室前の雑誌専用書架に、神

奈川新聞は事務室に配架している。 

 

２ 図書室・資料室の環境整備 

本研究所図書室の ICT環境は、ノート型 PC1台と

プリンター1台により、図書室の利用者の利便性を確

保している。 

小学校の外国語教育が必修化されたことにより、

英語の絵本やオーストラリアを紹介するグッズなどの

展示コーナーを設置した。図書室内のコーナーを分

かりやすくなるよう配置の工夫をしている。昨年度採

択した小学校用教科書コーナーの隣に、今年度は、

令和３年度用の中学校教科書コーナーを設けた。経

験の浅い教員向けや教員採用試験対策に役立つ本

を集めたコーナー、「学習指導要領」「学校経営・法

律関係」「情報・学校図書館」「教師・教育一般」「新着

図書」「学力向上」「防災」「教員採用試験対策」「特別

支援・教育相談」「国語」「社会」「算数・数学・理科」

「音楽」「図画工作・美術」「体育・保健体育」「家庭・技

術家庭」「プリント教材問題データベース集」「日本語

指導資料」「幼稚園教育・生活・総合的な学習の時

間」「英語・英語活動」「道徳・特別活動」「エプロンシ

アター・ビデオ」に分類、整備をしている他、文部科

学省や県教育委員会からの答申等の資料を印刷し

た「教育情報」のコーナーなどもある。また、各研究機

関からの「研究紀要」や「学校教育賞」、各学校別に

学校要覧や研究紀要、行事予定・PTA広報などを収

納したコーナーもある。 

昨年度に引き続き、新刊本を利用しやすくするた

めに、掲示物や掲示方法を工夫し、３階の階段踊り

場に新刊本コーナーを設けている。研修や会議等の

通りすがりに、新刊本を手に取って見られるようにな

り、好評である。 

図書室前の書棚では、「齊藤喜博全集」「大村はま

国語教室」、地域教材などを配架した。 

書籍、資料の所蔵数が増えてきたことにより、

収納スペースの確保が課題になっている。過去の

雑誌の廃棄、複数ある本の整理などを行った。本
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研究所として保存していく資料の精査を行い、継

続的な資料の保存が可能となるよう収集・保存の

あり方を検討し、ルールを策定する準備をしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理科教育事業 

令和元年度に実施された「横須賀市立小・中学

校学習状況調査 理科」の結果では、正答率で見

ると、すべての学年において調査全体と比較して

低く、学年によっては大きな差となるなど、課題

が大きい。一方で、サイエンスサマーや土曜科学

教室、研究集録への取組状況を見ると、必ずしも

児童生徒の理科離れが進んでいるとは言えず、二

極化とも考えられる。 

この課題を解決するためには、教員の理科指導

力を高めていくことが必要であり、教員研修の充

実が求められる。また、各学校の理科の学習環境

の整備も必要であると考える。教育研究所の理科

教育事業では、教員が学び探究する場、そして科

学への関心を高める場として、研修講座を中心

に、授業支援や情報提供を行ってきた。 

研修講座は、理科の指導に必要な基礎的な技術

を身に付ける内容、指導が難しい観察・実験を含

む単元の教材研究を深める内容、野外での自然観

察における留意事項、薬品管理を含む安全指導に

かかわる内容等を取り上げ、計画した。 

さらに、教員が科学の最新情報にふれ、関心を

高めることも理科教育の充実における大切な要素

であると考え、科学教養講座を計画した。 

研修講座以外の事業としては、理科の学習や指

導に必要な教材の配布や斡旋、観察・実験器具の

貸し出し、研究・研修のための施設の開放、様々

な問合せ・相談への対応などを行うとともに、イ

ントラネットサイト「理科なび」を充実させ、授

業に役立つ資料の提供を進めた。 

また本年度も、児童の科学に対する興味・関心

を高め、学力を向上させることを目的として、

「サイエンスサマー2020」を継続して計画した。

また、「土曜科学教室」を年間８回計画した。 

なお、教育研究所の諸事業を進めるにあたり、

教育指導課指導主事や小学校理科研究会、中学校

理科研究会、他の研究機関と連携をとりながら、

内容の充実と活動の円滑な実施を図っている。 
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１ 理科教育研修講座 

令和２年度は下記の３講座を設定した。 

  ア．理科基礎技術研修講座 

  イ．小学校・中学校理科教材研究講座 

  ウ．科学教養講座 

（１）理科基礎技術研修講座 

主に理科の授業を担当している教師や、初任の

小学校教諭、中学校理科教諭を対象に、理科の指

導に必要な基礎的技術を身に付ける内容として 

＜表１＞のような６講座を計画したが、中止した。 

これらの講座は、理科を指導するにあたって身

に付けておきたい基礎的な内容を中心に行った。

事故防止を含めた観察・実験の基礎技術、自然観

察における知識、身近な自然の活用等について学

習した。この６講座のうち、３講座は自然・人文

博物館と連携し、学芸員を講師に招いて行い、そ

のうち３講座については自然観察（フィールドワ

ーク研修）であった。 

（２）小学校・中学校理科教材研究講座 

小中学校の学習内容で、学習効果を高めるため

の教材開発や選定、学習展開の工夫について研修

するために＜表２＞のような２講座を計画した

が、中止となった。 

理科教材開発会社に講師を依頼し、様々な教

材・材料を用いての実験方法を学ぶ内容であり、

一つ目は新学習指導要領を意識した教材・教具を

用いた実験の方法について、二つ目は身近な道具

を用いた観察・実験の工夫について取り上げた。 

（３）科学教養講座 

理科を指導する教員にとって役立つ技術や、最

新情報を得るために、また、科学に対して教員自

身が興味・関心を持てるようにするために、 

＜表３＞の１講座を計画した。 

JAXA教授 中村正人氏を講師に、金星探査の

最前線について講演内容であったが、中止した。 

 

２ 理科実験観察教材の斡旋・配布・維持管理 

生物教材の飼育・栽培・保存及び配布、斡旋を

行った。 

種ジャガイモ、サツマイモ苗、蚕種について

は、多くの小学校から購入希望があった。種ジャ

ガイモについては理科で、サツマイモ苗について

は生活科等での需要がうかがえる。一方、蚕種に

ついては、羽化後の取扱いに悩む学校もあり、今

後需要が減っていくものと思われる。 

水中の微小生物についても校種を問わず提供依

頼があり、各学校での顕微鏡観察の一助となるこ

とができた。県立総合教育センターから提供され

たものを維持管理し、指導時期に提供できる体制

をとっている。 

水生植物等の提供依頼もあり、理科教材園の整

備が十分でない学校にとって、教育研究所の果た

す役割は大きい。 

なお、教材園については、教育研究所の外壁工

事により、今後縮小していくこととした。 

 

３ 理科資料のデータベース化 

教育情報センターイントラネットサイトで配信

している「理科なび」では、前年度に引き続き授

業で役立つ情報の提供を目的として、実践資料の

充実に努めるとともに、土曜科学教室の様子など

の情報発信を行った。 

 

４ サイエンスサマー2020 

小学生の科学に対する興味・関心を高める場と

なる自由研究を支援する目的で計画した。夏季休

業が始まった直後、教育研究所に小学校３年生か

ら６年生までの希望者を集め、実験・観察に取り

組む。理科指導に長けた教員が８つのブースを運

営し、研究仮説の設定、実験・観察、考察という

一連の流れを体験させ、自由研究への取り組みを

後押しする内容である。今年度は学校稼業日とな

ったため、中止した。 

 

５ 小学校児童・中学校生徒研究集録の作成 

各学校で選ばれた児童生徒の代表作品１点を研

究集録イントラネットサイトにおいても配信し

た。 

この研究集録には、夏季休業中に取り組んだ自

由研究を中心に、小中学校９点の研究成果が掲載

された。平成 30年度からイントラネットでの配

信のみとし、平成 30年度以降の作品は常時閲覧

可能としている。 
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６ 土曜科学教室 

児童が自身で行う実験・観察を通し、科学に対

する興味・関心を高め学力の向上を図ることをね

らいとして、＜表４＞のように年間８回計画した。新型

コロナウイルスの影響から、開催数を減らすとともに、

一回の定員を半分の 20名とした。 

参加児童のアンケートからは、科学への興味の

高まりと主催側の意図が伝わった感想が多く見ら

れた。保護者の参観も多数あり、感想には次年度

への参加希望や継続を望む意見など、肯定的な意

見が多くあった。児童のみならず、家庭でも理科

への興味・関心が高まり、理科教育の推進の効果

が高かったと考えられる。 

 

７ 授業支援 

理科支援員（非常勤）職員を中心に、理科の授

業づくりの工夫や改善点、安全指導、動植物の飼

育や教材化の工夫、薬品整理や廃棄の方法など

様々な問い合わせや相談に応じてきた。教育研究

所や職員の蓄積してきた資料や技術等の提供、理

科施設や器具の貸し出しなどを行った。 

理科物品をより活用できるよう、貸出対象物品

のリストを写真付きに修正し、イントラネット

（理科なび）に掲載している。 

理科実験室の施設や機器等の利用については、

各学校の要望にできる限り応じ、天体望遠鏡、プ

ログラミング教材、アクリルパイプなどを貸し出

した。 

本年度、教育指導課と連携し、馬堀小学校及び

沢山小学校にてプログラミング（理科領域）研修

を実施した。 

 

８ 理科教育事業への協力 

理科教育研修やその他の事業について、小学校

理科研究会、中学校理科研究会をはじめ、多くの

方々との連携・協力を行った。ご協力いただいた

主な方々は次のとおりである。 

小学校理科研究会会長 山崎 健司 （汐入小） 

       副会長 大津 晃 （大矢部小） 

           一ツ谷 宙生 （桜小） 

           中川 幸太 （鷹取小） 

中学校理科研究会会長 佐藤 昌俊 （常葉中） 

       副会長 金澤 和彦 （田浦中） 

                 （敬称略） 

 

 

＜表１＞ 理科基礎技術講座                              （６回） 

  月  日 講      座      名 指   導   者 場  所 参加人数 

5/1 小学校理科指導者養成研修 堀井 真 

（教育指導課） 

理科実験室 中止 

5/13 生物教材の飼育と授業づくり 

～メダカ～ 

市下 啓嗣・長島 智仁 

（教育研究所） 

理科実験室 中止 

5/20 生物教材の飼育と授業づくり 

～カイコ～ 

内舩 俊樹 

（自然・人文博物館） 

理科実験室 中止 

8/7 ASCeSTと学ぶ理科における安全対策 吉原 伸敏 

（東京学芸大学） 

理科実験室 中止 

7/21 自然観察会 

～東京湾の生き物～ 

萩原 清司 

（自然・人文博物館） 

走水小学校 

走水海岸 

中止 

2月 自然観察会 

～博物館周辺の植物～ 

山本 薫 

（自然・人文博物館） 

自然・人文

博物館周辺 

中止 
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＜表２＞ 小学校・中学校理科教材研究講座                      （２回） 

  月  日 講      座      名 指   導   者 場 所 参加人数 

7/30 上手に活用！実験機器 

～実験機器の使い方＆活用法～ 

スタッフ 

（株式会社島津理化） 

理科実験室 中止 

7/30 なるほど！小・中理科実験教室 

～理科教材から学ぶ理科実験の工夫～ 

スタッフ 

（株式会社ヤガミ） 

理科実験室 中止 

 

＜表３＞ 科学教養講座                               （１回） 

  月  日 講      座      名 指    導    者 場  所 参加人数 

7/29 宇宙開発最前線 

～惑星探査機が解き明かす宇宙の謎～ 

中村 正人 

（JAXA） 

理科実験室 中止 

 

＜表４＞ 土曜科学教室                       （８回中３回開催 56名） 

月 日 対象学年 実施機関 募集人数 応募者数 

7/18 ３・４年 教育支援協会 中止 なし 

9/5 ５・６年 電力中央研究所 20 34 

9/26 ３・４年 三菱電機株式会社 中止 なし 

10/10 ５・６年 株式会社ツムラ 台風中止

（20） 

40 

11/21 ５・６年 高エネルギー加速器研究機構 20 29 

12/19 ３・４年 株式会社ナリカ 20 55 

1/30 ５・６年 ケニス株式会社 中止（20） 15 

2/20 ５・６年 株式会社ナリカ 中止（20） ９ 
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研修関係 

平成 29年度より新たな体系に基づき、初任者研修、教職１年経験者研修、教職２年

経験者研修、教職６年経験者研修、中堅教諭等資質向上研修を実施した。本年度から

は県の経験年数に応じた研修に合わせ、教職５年経験者研修を開講し、教職６年経験

者研修からの移行期間とした。中堅教諭等資質向上研修では、研修対象者を教職９～

11年経験者と弾力的な運用を図った。 

新たな研修体系に基づき、職に応じた研修では、管理職や学校運営に携わる教諭を

対象に、リーダーとしての在り方や人材育成を促進する研修内容を充実させるととも

に、それぞれのキャリアステージに応じた研修や、学力の向上を目指した授業づくり、喫緊の教育課題

に応じた研修の充実を図ってきた。 

本年度は新型コロナウイルスの影響により、夏季休業中の選択研修については中止となったが、その

他の選択研修については全４講座、延べ 95名の参加があった。

 本年度の目標と方針は、次のとおりである。 

１ 教師として求められる資質・能力、指導力の向上を図る。 

（１）基本研修において、経験年数に応じた資質・能力及び指導力の向上を図る。 

（２）選択研修において、学力の向上に向けた教師の授業力向上、教育課題、学校づくりなど系統的な研

修講座を提供する。 

２ 学校組織の活性化と人材育成を図る 

（１）各学校において組織的、計画的な人材育成が図れるよう、学校づくり、コミュニケーション能力、

集団づくりなど実践的な研修内容を充実させ、校外研修の内容を還元し、校内研修との連動を図る。 

（２）各学校において協働性を生かした校内研修・研究が推進されるよう積極的な訪問支援研修を行う。 

１「教師として求められる資質・能力、指導力の向上」については 

①各経験者研修において、教育公務員としての誠実で公正な職務遂行能力の育成を図る研修を実施した。

それぞれの研修において、公務員倫理やモラルの育成のための内容を入れた。また、授業力向上の内容

の研修を、各経験年数に応じて実施した。 

②中堅教諭等資質向上研修においては、校内人材育成の視点を強調した研修を実施し、校内における OJT

の促進を図った。 

③パワーアップ研修（理科シリーズ・達人シリーズ）を実施し、教師の授業力向上を図った。 

④スキルアップ研修講座を土曜日に開催した。著名な講師を招聘し、授業づくりや日々の教育活動に生か

せる実践的な研修を充実させた。 

２「学校組織の活性化と人材育成」については 

①各経験者研修の校内研修において、ペア・グループ研修を位置付け、学校内において協働で授業づくり

を進め、日常的な OJTの充実を図った。 

②５・６年経験者研修及び中堅教諭等資質向上研修では、「還元研修」として、校外研修の学びを校内研修

通じて、各学校に還元することをねらいとし実施した。 

③管理職研修では、チーム力ある学校づくりと業務改善を図るための研修を行った。 

④総括教諭研修では学校内人材育成における総括教諭としての役割について研修を行い、校内における人

材育成の充実を図った。 
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以上のような取組により、校外研修と校内研修が連動して学校の組織力が向上すること、そして、一人

一人の教員が人材育成の視点を持って OJTを進められることを期待している。

指定研修 

 経験年数に応じた研修 

教職員のライフステージに沿って、教職経験に

応じた体系的な研修により、教育公務員としての

公正な職務遂行能力と資質、そして専門職として

の優れた指導技術の向上を図る研修である。 

各経験年数に応じた職場における役割の理解を

深めるとともに、本市の目指す学力向上の視点を

大切にし、指導力の向上や服務、業務改善の在り

方、人権教育やインクルーシブ教育などに関わる

研修内容を実施し、意識の向上を図った。 

 

１ 初任者研修講座 

新採用の教員として求められる資質・能力の向

上を図るとともに、学習指導や学級経営に必要な

基礎的・基本的な知識や技能の習得を目指した研

修を行った。外部民間講師や本市指導主事が講師

となり、実践的な研修を行った。受講者は 93名。

（養護教諭１名を含む）校外研修年間 16回と校

内研修年間 210時間以上を実施した。 

（１）校外研修（指定 16回） 

第３回「小学校における水泳指導法」は実技を

とおして学ぶ研修のため、実施を令和３年度に延

期した。 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
４月14日 

机上研修 

開講式 

学校教育部長講話 

教育研究所長挨拶 

教職員の服務 

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 

学校教育部長 

教育研究所長 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

２ 
５月19日 

机上研修 

認め合い高め合う集団

づくりの基本 

学校環境整備 

初任者指導アドバイザー 

野中 信行  

教職員課指導主事 

３ 

中 

６月２日 

机上研修 

中学校における部活動

指導 保健体育課指導主事 

３ 

小 

６月９日 

令和３年

度に延期 

小学校における水泳指

導法 

保健体育課指導主事 

学校体育指導員 

４ 
６月30日 

机上研修 

信頼される教師を目指

して 
教育研究所指導主事 

５ 

６ 

７月30日 

机上研修 

確かな学力を育成する

授業づくりⅠ 

授業づくりの基本と評

価の考え方 

教育指導課指導主事 

教育研究所指導主事 

７

８

９ 

10 

８月20日

～ 

21日 

机上研修 

人権教育の在り方・ 

道徳教育の進め方・ 

情報セキュリティ 

教育指導課指導主事 

教育研究所指導主事 

11 ９月８日 

学校事故対応 

ICTを活用した授業

づくり 

保健体育課指導主事 

教育研究所指導主事 

12 10月 20日 

よこすかを知る 

確かな学力を育成する

授業づくりⅡ 

横須賀開国史研究会 

山本 詔一 

教育研究所指導主事 

13 

11月10日 

11月17日 

11月24日 

12月１日 

確かな学力を育成する

授業づくりⅢ 
教育研究所指導主事 

14 

中 
12月８日 

校給食と学校にお

ける食育 

保健体育課指導主事 

保健体育課主査 

14 

小 
12月15日 

授業づくりと理科

実験・安全指導 
教育研究所指導主事 

15 
１月12日 

オンライン研修 

インクルーシブ教育 

子どもと向き合う環境

づくり 

支援教育課指導主事 

教育政策課指導主事 

16 

２月２日 

机上研修 

オンライン研修 

学び続ける教師として

～実践報告会～ 

閉講式 

教育研究所指導主事 

 

（２）模擬授業 

第 13回「確かな学力を育成する授業づくり

Ⅲ」において全員が模擬授業を行い、実践的授業

力の向上を目指した。指導案づくり、模擬授業、

授業に対する相互評価を行うことで、授業づくり

について見直すと共に、受講者同士の相乗効果に

より実り多い研修となった。 
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（３）校内研修（年間 210時間以上） 

平成 24年度より初任者研修における非常勤講

師の任用に関する通知の変更があり、校内研修の

総時間数が 300時間以上から 210時間以上に変更

された。 

研修時間の短縮を通して、研修内容の精選を図

るとともに、主体的に学ぶ授業づくりや部活動指

導の教育活動等、研修内容の充実を図った。校外

研修で学んだことを校内研修につなげ、実践に生

かせるように、自己評価をもとにした研修振り返

り用紙の活用も図った。また、研修報告書類を削

減・簡略化し、研修の準備やまとめの時間の効率

化を図ることで、充実した内容の研修となること

をねらった。 

拠点校指導教員方式においては、拠点校指導教

員が担当する研修を週６時間程度、年間 180時間

以上、コーディネーターが割り振る研修を週１時

間程度、年間 30時間以上実施した。 

校内指導教員方式においては、校内指導教員に

よる研修、校内指導教員が割り振る研修を年間

210時間以上実施した。 

 

２ 教職１年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めなが

ら個々の適性を伸長し、授業づくりに関する力量

の向上を図ることを目的として、子ども理解をも

とにした授業づくりや全員を主体的に参加させる

授業づくりについて学ぶ研修を実施した。校外研

修６回、校内研修８回実施。受講者は 77名（養

護教諭１名を含む）。 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
５月８日 

机上研修 
年間の見通し 教育研究所指導主事 

２ 
７月１日 

机上研修 

教職員の服務・子ど

もが主体的に参加で

きる授業づくり 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

３ 
７月22日 

机上研修 

児童生徒理解をもと

にした授業づくり 
教育研究所指導主事 

４ 
10月23日 

集合研修 

インクルーシブ教育 

人権教育(情報モラル) 

支援教育課指導主事 

教育研究所指導主事 

５ 
１月15日 

オンライン研修 

１年間の実践の交流

と振り返り・タイム
教育研究所指導主事 

机上研修 マネジメント 

６ 
８月21日 

机上研修 

教科指導員授業参観

の代替研修 

(主体的・対話的で

深い学びの視点から

の授業改善) 

教育研究所指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

- 
５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議及び自主

研修８回 

校内でペアまたは 

グループを構成 

 

３ 教職２年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めなが

ら個々の適性を伸長し、授業づくりや授業改善に

関する力量の向上を図ること目的に研修を実施し

た。ただし、新型コロナウイルスの影響で、校外

研修第１回～第３回は机上研修、第４回はオンラ

イン研修を実施した。また、市内すべてのフロン

ティア研究発表会が非公開となったため、第５回

については代替研修を実施した。受講者 65名

（養護教諭１名を含む）。 

 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
５月12日 

机上研修 

教職員の服務 

研修概要 
教育研究所指導主事 

２ 
７月３日 

机上研修 

メンタルヘルス 

タイムマネジメント 
教育研究所指導主事 

３ 
７月22日 

机上研修 

カリキュラム・マネ

ジメント 

教職員の服務 

教育研究所指導主事 

教職員課指導主事 

４ 
１月19日 

オンライン研修 

インクルーシブ教育 

人権教育 

１年間の実践の交流

と振り返り 

支援教育課指導主事

教育研究所指導主事 

５ 
10～12月 

机上研修 
市内フロンティア研究発表会の代替研修 
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（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

６

～

13 

５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議および自

主研修８回 

校内でペアまたは

グループを構成 

 

４ 教職５年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めなが

ら個々の適性を伸長し、授業研究の推進に関する

力量の向上を図ることを目的とし、OJTを意識し

た仕事への取り組み方や、基礎的な授業研究の推

進の仕方を学ぶ研修を実施した。校外研修５回、

校内研修８回実施。受講者は 56名（養護教諭１

名を含む）。 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
４月24日 

机上研修 

学び続ける教員で

あるために 
教育研究所指導主事 

２ 
６月３日 

机上研修 

タイムマネジメント

・リーダーとしての

人権意識 

教育研究所指導主事 

３ 
７月21日 

机上研修 
授業研究の推進 教育研究所指導主事 

４ 
１月22日 

オンライン研修 

教職員の服務・イン

クルーシブ教育・振

り返り 

教職員課指導主事 

支援教育課指導主事 

教育研究所指導主事 

５ 
８月21日 

机上研修 

教科指導員授業参観

の代替研修(主体的・

対話的で深い学びの視

点からの授業改善) 

教育研究所指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

- 
５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議及び自主

研修８回 

校内でのペアまたは

グループを構成 

 

５ 教職６年経験者研修講座 

教育公務員及び社会人としての自覚を高めなが

ら個々の適性を伸長し、授業研究の推進に関する

力量の向上を図ることを目的とし、OJTを意識し

た仕事への取り組み方や、基礎的な授業研究の推

進の仕方を学ぶ研修を実施した。校外研修５回、

校内研修８回実施。受講者は 65名。 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
４月28日 

机上研修 

学び続ける教員で

あるために 
教育研究所指導主事 

２ 
６月５日 

机上研修 

タイムマネジメント

・リーダーとしての

人権意識 

教育研究所指導主事 

３ 
７月21日 

机上研修 
授業研究の推進 教育研究所指導主事 

４ 

１月26日 

オンライ

ン研修 

教職員の服務・イン

クルーシブ教育・振

り返り 

教職員課指導主事 

支援教育課指導主事 

教育研究所指導主事 

５ 
８月21日 

机上研修 

教科指導員授業参観

の代替研修 

(主体的・対話的で深

い学びの視点からの授

業改善) 

教育研究所指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

- 
５月～ 

２月 

勤務校における授業研

究と研究協議及び自主

研修８回 

校内でのペアまたは

グループを構成 

 

６ 中堅教諭等資質向上研修講座 

教職経験９～11年を経過した教員が対象。教

育公務員特例法第 24条の規定に基づき、個々の

適性を伸長し、指導力の向上を図るとともに、学

年及び学校運営における企画調整力を身に付ける

ことを目的に研修を実施した。校外研修９回、校

内研修８回を予定し、校外研修８回、校内研修８

回を実施した。受講者 81名（養護教諭１名含

む）。 

（１）校外研修 

回 日 時 内 容 講 師 

1 
４月21日 

机上研修 

開講式 

中堅教諭として 

教育研究所長 

教育研究所指導主事 

2 
７月８日 

机上研修 

組織で取り組む人

材育成 
教育研究所指導主事 

3 
７月31日 

机上研修 

コーチングを生か

した人材育成 
教育研究所指導主事 

4 
７月31日 

机上研修 

タイムマネジメント 

教職員の服務 

教育研究所指導主事 

教職員課指導主事 

5 ９月４日 
「主体的・対話的で

深い学び」につなが

慶応義塾大学 

教授 藤本 和久 



 

- 24 - 

 

る授業づくり 

6 10月27日 
インクルーシブ教育 

人権教育 

支援教育課指導主事 

教育指導課指導主事 

7 中止 

初任者グループ授

業研究と研究協議

の進行・助言 

教育研究所指導主事 

8 
１月29日 

オンライン研修 

１年間の実践の交流

と振り返り 
教育研究所指導主事 

9 

８月～ 

１月 

机上研修 

フロンティア研究

発表会参加代替研

修 

教育研究所指導主事 

 

（２）校内研修 

回 日 時 内 容 講 師 

10

～ 

17 

５月～ 

２月 

勤務校における授業

研究と研究協議 

授業参観 

還元研修 

実践報告書作成 等 

校内でペアまたは 

グループを構成 

※免許更新講習受講者は、指定された研修に振

り替えることができる。 

 

７ 養護教諭経験者研修講座・栄養教諭研修講

座 

養護教諭経験者研修は、横須賀市が実施するそ

れぞれの経験年数における基本研修のカリキュラ

ムに合わせ、初任者・１年経験者・２年経験者・

５年経験者・６年経験者・中堅養護教諭が受講す

る。本年度は、各研修を１名ずつ、合計６名が受

講した。 

栄養教諭経験者研修は、横須賀市が実施するそ

れぞれの経験年数における基本研修のカリキュラ

ムに合わせ、新任栄養教諭・２年経験者・５年経

験者・中堅栄養教諭が受講する。本年度は、２年

経験者研修、中堅栄養教諭研修で合計５名が受講

した。 

基本研修に合わせて校外研修や校内研修の実施

に加え、専門的な内容の研修効果を高めるととも

に市内における養護教諭・栄養教諭の交流を図る

ため、神奈川県立総合教育センターとの協定に基

づき、県が実施する養護教諭研修・栄養教諭研修

を選択しながら実施し、一部合同開催とした。 

また、養護教諭・栄養教諭が積極的に授業に関

わっていくことを目的とし、受講者には校内研修

に研究授業を位置付けた。初任者研修以外の受講

者による授業公開は、新型コロナウイルス感染症

の影響により実施はできなかった。 

 

職務等に応じた研修 

１ 管理職研修講座（指定） 

学校運営・学校経営に関することや、今日的な

教育課題についての理解を深め、円滑な学校経営

に必要な資質の向上を図るために研修を実施した。 

昨年度に引き続き、校長研修講座、校長会連携

研修講座、副校長･教頭研修講座、新任教頭研修

講座を計画したが、新型コロナウイルスの影響

で、校長会連携研修講座、第 1回副校長・教頭研

修講座は中止し、第２回副校長・教頭研修講座、

第１回及び第２回新任教頭研修講座は机上研修と

なった。 

第１回校長・園長研修講座と、第２回副校長・

教頭研修講座は会場を変更して実施した。 

（１）校長・園長研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 10月21日 
チーム力ある学校づく

りと業務改善の進め方 

教育研究家 

妹尾 昌俊 

 

（２）校長会連携研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
７月６日

中 止 

校長に求められる学校

防災対策 

社会福祉士 

宮崎 堅哉 

 

（３）副校長・教頭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
６月４日 

中 止 
障害者の理解について 

神奈川県労働局 

ハローワーク担当者 

２ 
７月８日 

机上研修 
不祥事防止について 

神奈川県教育局 

教職員人事課 

３ 10月21日 
チーム力ある学校づく

りと業務改善の進め方 

教育研究家 

妹尾 昌俊 

 

（４）新任教頭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
４月17日 

机上研修 
校務情報化 教育研究所指導主事 

２ 
５月25日 

机上研修 

教頭としての心構えと

服務管理 
教育研究所指導主事 
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２ 総括教諭研修講座 

各校の総括教諭等が組織的な学校運営推進者と

しての資質向上を図ることを目的とし、本年度は

人材育成についての講座を実施した。新型コロナ

ウイルスの影響で、会場を変更して実施した。 

また、新任総括教諭を対象に、総括教諭として

の心構えやその役割について実施したが、同じく

新型コロナウイルスの影響により、第１回は机上

研修、第２回は机上研修・オンライン研修となっ

た。 

（１）総括教諭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

２ 

11月 

4・11・

18・25

日 

学校内人材育成の充

実 

人材育成コンサルタ

ント 

廣山 容子 

 

（２）新任総括教諭研修講座 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
７月１日 

机上研修 

新任総括教諭として

の役割 

横須賀市教育委員会 

学校教育部長 

２ 
１月20日 

オンライン研修 

総括教諭としての展

望 

教育研究所 

指導主事 

 

３ 学校運営研修講座 

学校運営を円滑に推進していく力量を高めるこ

とを目的とし、指定された 23 名の総括教諭が受

講した。５回の校外研修を予定し、３回の校外研

修を実施した。 

 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
５月13日 

中止 

学校運営における役

割 
市内中学校 校長 

２ 
６月23日 

中止 

教育法規 

教育課程編成 

教職員課指導主事 

教育指導課指導主事 

３ 10月16日 組織マネジメント 教育指導課指導主事 

４ 11月 
学校内人材育成の充

実 

人材育成コンサルタン

ト 

廣山 容子 

５ 
12月９日 

オンライン研修 
自校を見つめる 教育研究所指導主事 

 

４ 初任者研修拠点校指導・校内指導教員研修講座 

年間を通して初任者の指導を専門に担当する拠

点校指導教員を対象に、初任者指導の現状とその

対応を協議し、指導教員自身の指導技術を高める

研修を計画したが、新型コロナウイルスの影響

で、第 1回は資料配布と希望者を対象とした訪問

研修となった。第２回～第４回は中止した。受講

者は 30名。 

 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
４月３日 

資料送付 
拠点校指導教員の役割 教育研究所指導主事 

２ 
５月26日 

中止 

初任者研修の現状とそ

の対応 

市内学校 

拠点校指導員 

３ 
６月16日 

中止 

初任者をめぐる課題と

その対応（校内指導教

員研修講座と合同開

催） 

東京家政大学 

講師 山浦 秀男 

４ 中 止 

11月５・12・19・26日の中から１回以上選

択し、初任者グループ授業研究を参観し、

研究協議に参加。 

 

初任者指導の担当である校内指導教員の職務に

ついて理解を深め、初任者研修の効果を高めるた

めに研修を計画したが、新型コロナウイルスの影

響で、第 1回は資料配布と希望者を対象とした訪

問研修となった。第２回は中止した。 

 

回 日 時 内  容 講 師 

１ 
４月３日 

資料送付 
校内指導教員の役割 教育研究所指導主事 

２ 
６月16日 

中止 

初任者をめぐる課題と

その対応（校内指導教

員研修講座と合同開

催） 

東京家政大学 

講師 山浦 秀男 

 

５ 臨時的任用職員研修講座 

臨時的任用職員・非常勤職員の指導力を育成す

るため、臨時的任用職員研修講座を実施した。た

だし、新型コロナウイルスの影響により、第１回

～第３回は中止とし、第４回及び第５回は会場を

変更して実施した。児童・生徒理解、インクルー

シブ教育の理解を深める内容で行い、多数の職員

が受講した。 
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回 日 時 内  容 講 師 

１ 
５月20日 

中止 

学級経営 

子どもとの関係づくり 
教育研究所指導主事 

２ 
６月10日 

中止 

授業づくりと学習評

価・評定 
教育指導課担当主事 

３ 
７月10日 

中止 

服務全般 

情報セキュリティ 

教職員課指導主事 

教育研究所指導主事 

４ 10月30日 児童・生徒理解 支援教育課指導主事 

５ 12月16日 

わかりやすい授業を目

指して～ユニバーサル

デザインの視点から～ 

国立特別支援教育総合研修所 

 主任研究員 

小澤 至賢 

 

選択研修 

１ コミュニケーション研修講座 

教師として必要なコミュニケーションスキルを

身に付け、学校における実践方法について理解を

深め、指導力向上を図ることを目的とし、実践的

な研修を計画したが、新型コロナウイルスの影響

により中止した。 

＜予定していた内容＞ 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ７月28日 
カウンセリング・テクニ

ックで高める教師力 

明治大学 

教授 諸富 祥彦 

２ ７月29日 

アドラー心理学から学

ぶ、よりよいコミュニケ

ーションについて 

駒澤大学 

教授 八巻 秀 

 

２ 教育課題研修講座 

今日的な教育課題に関する理解を深め、教員

としての資質や指導力の向上を図ることを目的

として、実践的な研修を計画した。また、今年

度は「インクルーシブ教育」「校内研究の活性

化」「情報活用能力の育成」「主体的・対話的

で深い学び」「道徳教育の充実」「小学校外国

語」の６研究員会の講座を開設し、２年間の研

究成果を発信する予定だった。新型コロナウイ

ルス感染症の影響により全ての回を実施はでき

なかった。 

 

 

 

 

＜予定していた内容＞ 

回 日 時 内  容 講 師 

１ ７月27日 新時代の学びの変容 

株式会社人材ラボ 

代表取締役社長 

下山 博志 

２ ７月31日 学びに向かう力を育む 
桐蔭横浜大学 

学長・教授 溝上 慎一 

４ ８月19日 
６研究員会による 

研究成果発表 
研究員会研究員 

 

３ 学校づくり研修講座 

学校としての組織的な対応が求められる「学校

事故対応」、「校種間連携」、「業務改善」等に

ついて理解を深め、実践につなげるための研修を

３回予定していたが、令和２年度は中止となっ

た。 

〈予定していた内容〉 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ７月28日 

新学習指導要領とカリ

キュラム・マネジメン

ト 

文部科学省学校教育官 

石田 有記 

２ ７月31日 

校内研修を活性化させ

るファシリテーション

の在り方 

東京工業大学 

教授 中野 民夫 

３ ８月６日 
学校危機管理・安全

教育の在り方 

東京学芸大学 

教授 渡邉 正樹 

 

４ スキルアップ研修講座 

授業づくりの基本的知識・技能に関する実践的

な研修講座。教員としての資質や指導力の向上を

図る目的として研修を実施した。 

回 日 時 内 容 講 師 

１ ９月５日 
子どもの言葉でつく

る算数の授業 

筑波大学附属小学校 

教諭 中田 寿幸 

２ 12月 19日 

国語科における主体

的・対話的で深い学び

につながる授業改善 

山梨大学 

准教授 茅野  政徳 

３ 
1月 30日 

中止 

小学校における外国

語の授業づくり 

田戸小学校 

教諭 羽田 あずさ 
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５ 訪問支援研修 

教育研究所指導主事が、教員の授業づくり等を

支援する「サポート研修」を実施した。 

「サポート研修」では、本年度希望のあった対

象校３校に対し、授業参観を行い、教材研究の進

め方や、子どもが主体的に学習に取り組む授業づ

くりに関する指導を行った。 

「校内研修ファシリテート」については、本年

度希望がなかったので、今後も周知をしていきた

い。 

 

６ よこすか教師塾 

横須賀市立学校で教師になるという強い志と情

熱をもった人材に、本市が目指す教師像、教育理

念、実践的指導力を伝授し、教職に対する強い使

命感をもつ教師を育成することを目的として開講

している。 

昨年度 10月から今年度７月までの 10回を第

10期とし、今年度 10月から次年度７月までの 10

回を第 11期とした。第 10期の「よこすか教師未

来塾」は社会人、大学生、専門学校生を対象に

15名で編成した。同じく「よこすか教師希望

塾」は市内で臨時的任用職員または非常勤講師と

して勤務している者を対象として６名で編成し

た。第 11期は、未来塾 10名、希望塾１名の編成

である。 

原則毎月１回、年間 10回の開催のカリキュラ

ムを編成し、金曜日の 18:00～19:45までの講

義・演習の中で、授業づくりや学級づくり、子ど

も理解や児童生徒指導等、実践的な講座を展開し

た。今年度は、新型コロナウイルス感染症対策の

ため、書面やオンライン開催に切り替えた講座が

あった。 

現職教員の実践例や経験の豊かな非常勤講師、

指導主事等による講義、演習を通して、即戦力と

なる人材の育成を行った。本年度は、12月に希

望校種（小・中）別の講座を開催した。 

 

 

 

 

 

◆よこすか教師塾担当 

非常勤講師   長島 智仁 八木田 実 

回  日 時 内  容 講 師 

１ 

第 
 
 
 
 

10 
 
 
 
 

期 

４月 15日 

書面開催 

「自分の考えを相

手に伝える教育論

文の書き方１」 

「模擬面接に向け

て」 

教育研究所指導主事 

２ 
５月 20日 

個別対応 

「模擬面接（グル

ープ別）」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

３ 
６月 10日 

書面開催 

「自分の考えを相

手に伝える教育論

文の書き方２」 

「１年間をふり返

って（試験直前チ

ェック）」 

教育研究所指導主事 

４ 
７月１日 

書面開催 

「学び続ける教師

をめざして」 

「卒塾式」 

教育研究所指導主事 

１ 

第 
 

11 
 

期 

10月 14日 

「塾での学びのガ

イダンス」 

「求められる教師

像について」 

「模擬授業をする

ために(指導案の書

き方等）」 

教育研究所長 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

２ 11月 11日 

「児童生徒理解に

基づく指導につい

て」 

「私が考える学級

経営案をつくる」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

３ 12月９日 

「学級担任の役割

と実務」 

「学級経営のポイ

ント」 

（校種別開催） 

田戸小学校 

教諭 明石 翔太 

浦賀中学校 

教諭 山口 忠士 

４ 
１月 13日 

オンライン開催 

「授業のスキルア

ップ（板書、発

問、教具、評価

等）」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

５ 
２月 17日 

オンライン開催 

「わかる授業のた

めの ICT活用」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 

６ ３月３日 

「自分の考えを相

手に伝える教育論

文の書き方１」 

教育研究所指導主事 

非常勤講師 
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７ パワーアップ（理科・達人・英語）研修講座 

理科シリーズ・達人シリーズ・プログラミング

で計画した。理科シリーズでは、学校訪問型指導

技術向上研修を継続し、市内の小学校を会場に４

回計画した。新型コロナウイルス感染症の影響に

より実施したの 11月のみであった。 

達人シリーズでは、教科研究会で活躍した市内

の退職校長を講師に招いて５回計画した。新型コ

ロナウイルス感染症の影響により実施したのは国

語と算数の２回であった。 

プログラミングはプログラミング教育を取り入

れた授業づくりを学ぶことをねらいとして４回計

画したが、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り全ての回を中止した。 

 

＜理科シリーズ＞ 

回 時期 会場 講 師 

４回 ６月～１月 

野比東小学校 

浦郷小学校 

望洋小学校 

大矢部小学校 

市内小・中学校教諭 

教育指導課指導主事 

教育研究所指導主事 

＜達人シリーズ＞ 

回 時期 内容・会場 講 師 

５回 ５月～１月 

外国語活動・研究

所 

理科・研究所 

国語・研究所 

算数・研究所 

体育・研究所 

市内元校長 阿部 優子 

市内元校長 小田部 英仁 

市内元校長 濱田 芳子 

市内元校長 緒方 久美子 

市内元校長 諏訪 美也子 

＜プログラミング＞ 

回 時期 会場 講 師 

４回 ５月～11月 教育研究所 市内小・中学校教諭 
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学校の基盤整備 

平成 10年度に本市が国の「先進的教育用ネットワークモデル事業」の対象となっ

て以降、教育分野における ICT機器の利用促進を積極的に進めてきた。 

そして「三浦半島地区教育ネットワーク」事業をはじめとする「よこすか教育ネ

ットワーク」の整備により、現在では、全市立学校はもとより教育関連施設等の拠

点を 100Mbpsの回線で結んでいる。 

また、GIGA スクール構想の実現のため、中学校及びろう学校児童生徒１人１台端

末 9,130台、校内高速無線 LAN（１Gbps）及び小・中学校・特別支援学校電源キャビ

ネット 909台を配備した。 

これらのネットワーク環境と ICT機器の活用及び情報発信のため、機器の保守・管理を行っている。 

なお、平成 27年４月の組織改正により、保守・管理と機器調達については、教育総務部教育政策課

（教育情報システム室）に所管を変更した。 

 

１ 横須賀市教育情報センター事業 

（１）センターホームページ 

教育研究所のカリキュラムセンター機能の充実

に向けて、市内の先生方が授業づくりをする上

で、参考となる指導案や資料などを必要に応じて

イントラネット上からダウンロードできるように

する仕組みを整備した。各学校にてフロンティア

研究やチャレンジ研究の際に作成し保有する指導

案や各種資料などの電子データの収集及び蓄積・

分類・整理などを進めた。 

①インターネットに掲出しているコンテンツ 

 「三浦半島の植物」「三浦半島の地層･地質」

「三浦半島の野鳥」「教具的民俗資料」などが

ある。 

②よこすかスクールネット(各学校のホームペー

ジ集。PC版と携帯版の２種がある。) 

定期的な更新や全面リニューアルなど、各学校

において、積極的な取組が進みつつある。 

③横須賀市教育情報センターイントラネットサイ

トビュー件数 

令和２年(令和２年 1月～12月)＝680,158件 

令和元年(平成 31年 1月～12月)＝3,247,923件 

 

(２）よこすかスクールネット・よこすかスクー

ル携帯ネット 

コンピュータネットワークの有効活用と各方面

への情報提供の機会拡大を目的に、平成 16年６

月１日、携帯電話から閲覧できる「よこすかスク

ール携帯ネット」を開設した。各学校におけるメ

ール配信の増加を背景に役目を終えたと判断し、

令和２年７月に運用を終えた。なお、ビュー件数

は、次のとおりである。 

○よこすかスクールネット 

令和２年(令和２年 1月～12月)＝13,006,216件 

令和元年(平成 31年 1月～12月)＝9,567,722件 

 

(３)教職員用電子メール・掲示板の活用 

校務支援システムの導入により、メールや掲示

板を有効に活用することで、校務処理の効率化を

図ることができた。 

 

(４)三浦半島地区教育ネットワーク 

横須賀市・三浦市・葉山町の情報教育関係の担

当者が集まり、「教育の情報化推進」という視点

から交流を積み重ねている。 

①三浦半島地区教育ネットワーク協議会 

本年度の事務局会は開催していない。 

②当該ネットワーク設置の経緯 

「先進的教育用ネットワークモデル地域事業

（文部省・郵政省、平成 10年）」と「教育情報

通信基盤整備事業（総務省、平成 13年）」によ

って、平成 14年１月に三浦半島地区教育ネット

ワーク内の全ての学校（横須賀市、三浦市、葉山

町）が、よこすか教育ネットワークセンター経由

100Mbpsでインターネットへ接続する環境が確立

し、大容量情報の高速化と低コスト化を実現した
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ことが発足の端緒である。 

 

２ コンピュータ等の ICT 機器の保守運用事業 

本市では、「学校の保有する情報の取扱いに関

する基準」を定めており、その中で、学校の児童

生徒、教職員が学習・指導や校務において使用す

るパソコンを総称して「公用 PC」と呼び、その

うち、教職員が専ら校務処理に用いるパソコンを

「校務用 PC」、教職員及び児童生徒が専ら学

習・指導に用いるパソコンを「教育用 PC」と呼

んでいる。 

また、教育研究所と各学校間をつなぐコンピュ

ータネットワーク網を「よこすか教育ネットワー

ク」と呼んでいる。 

本稿でも、その呼称に合わせている。 

 

(１)整備方針 

①児童生徒の学習における安全な ICT機器及びイ

ンターネット利用環境を提供する。 

②教職員の校務支援のための安全かつ効率的な

ICT環境を提供する。 

・Webを通した積極的な情報公開 

・ネットワークの構築と保守・管理 

 

(２)教育用 PC整備関連 

①コンピュータ教室機器 

教育用 PCとして、小、中、ろう、養護の各

学校にパソコン教室を整備している。（小学

校：令和元年度、２年度）（中、ろう、養護学

校：平成 27年度） 

②普通教室用校内 LAN及び ICT機器 

小、中、ろう、養護の各学校の普通教室に各

学級１台のパソコンとインターネットに接続可

能な校内 LANを整備済である。周辺機器とし

て、プロジェクタや実物投影機を配布してい

る。 

平成 26年度には特別支援学級にタブレット

型パソコン（85台）を整備した。 

平成 28年度に、平成 22年度配布分のノート

型パソコンを更改しタブレット型パソコンとし

た（中、ろう、養護学校＋小学校一部）。 

 

③教育研究所情報教育研修室 研修用パソコン 

教育研究所内に教職員の ICT研修を主目的と

する情報教育研修室を設け、当該研修室で使用

する研修用パソコン（21台）を整備してい

る。 

 

(３)校務用 PC整備関連 

①校務用 PC 

平成 22年 12月に教職員１人１台体制となる

整備が完了した。教育研究所と市内各学校は

100Mbpsの光ファイバー網によって結ばれ、よ

こすか教育ネットワークを形成している。 

平成 23年度以降、古くなった校務用パソコ

ンを順次更改している。 

②校務支援システム 

平成 21年度の「学校情報通信技術環境整備

事業費補助金（文部科学省）」により、小、

中、ろう、養護の各学校に校務支援システムの

導入を進めており、平成 22年度に導入の周知

及び運用研修を行い、平成 23年４月から本格

運用を開始した。 

 

（４）GIGAスクール構想関連 

AI、ビッグデータなど技術革新が一層進展する

ことで人々の働き方やライフスタイルが変化する

新たな社会 Society5.0時代を迎えると言われて

いる。 

国においては、この Society5.0時代を生きる

子どもたちに相応しい、誰一人取り残すことない

公正に個別最適化され、創造性を育む学びを実現

するため「１人１台端末」と学校における高速通

信ネットワークを整備する「GIGAスクール構

想」を令和元年２月に全国に示した。 

横須賀市では令和２年度に、中学校・ろう学校

の全児童生徒に 9,130台の Chromebook、またそ

れを保管するための端末保管庫、各学校でのネッ

トワーク整備を行った。 

 

 

 

 

 



 

- 31 - 

 

教育の情報化 

「情報教育」「教科指導における ICT活用」及び「校務の情報化」の一層の推進・充実のために、各

種の取組を行った。 

（１）ICT機器を児童生徒・教職員が有効に活用できるよう、より実践的な内容をテーマとした各種研

修を実施した。 

（２）横須賀市教育情報センターイントラネットサイトに掲載されている情報の追加

や更新を行った。 

（３）平成 23年度に導入した校務支援システムの理解、普及をより浸透させるべ

く、システムを使っての成績データの入力や通信簿、指導要録、健康診断票な

どの帳票出力について、各学校への訪問研修を実施した。また、イントラネッ

トサイトに各種操作手順書を掲載し、資料の充実を図った。 

（４）情報化推進にあたり不可欠となる情報セキュリティに対する意識の醸成につい

ては、５、10、２月を「セキュリティ月間」とし、情報の取り扱いに関するル

ールの周知と啓発を行った。また、「学校の保有する情報の取扱いに関する基準」の周知を図っ

た。 

（５）平成 25年度をもって終了した教育情報化支援員派遣事業（民間委託）にかわり起ち上げた、教

育研究所スタッフによる ICT授業支援サポーター制度を継続した。

 

１ 研修事業 

新学習指導要領のもと、児童生徒の学びをよ

り深めるために、ICT機器をどのように効果的に

活用していくか考える機会として、各研修を計

画し進めた。しかし、新型コロナ感染症対策の

ため、ICT活用実践研修講座ついては、閉講を余

儀なくされた。 

次年度については、GIGAスクール事業にとも

ない、児童生徒が１人１台端末を有効に活用し

て学ぶ環境を作るために、指導におけるスキル

アップを図る研修及び児童生徒のプログラミン

グ的思考の育成のためのプログラミングの実践

紹介の講座を開設したい。 

 

（１）ICT活用実践研修講座 

ICTを活用する上で必要な基礎的・基本的知識

及び技能に関する具体的内容を取り上げ、技術

力の向上とともに教育の情報化を推進するため

に、４回の研修を計画した。 

ア パソコン教室を活用しよう① 

パソコン教室に導入されるソフトを活用

し、授業の中で活用できる教材を学び、効

果的な活用の仕方を学ぶ研修。 

イ パソコン教室を活用しよう② 

「ジャストスマイル８」というソフトを活

用し、授業の中で活用できる教材を学ぶと

ともに、効果的な活用方法を学ぶ研修。 

ウ プログラミング実践研修 

小学校５年生の「算数」、小学校６年生の

「理科」で扱う内容の実践報告や実際に PC

教室で活動を行いながら、授業においてど

のようにプログラミングを扱っていくか学

ぶ研修。 

エ パソコン教室を活用しよう③ 

新学習指導要領で示されている「情報活用

能力」をどのように高めていくかを学ぶ研

修。 

 

（２）初任者対象研修［参加者数：91名］ 

初任者研修において、事故防止の観点から講

義・演習を通して「情報セキュリティ」の意識

を高める研修を行った。 

 

（３）１年経験者対象研修［参加者数：77名］ 

情報モラルの事例から「人権教育」について

学ぶ機会とし、児童生徒への「情報モラル」の
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指導が重要視されていることを確認した。 

 

２ 校務の情報化推進事業 

情報セキュリティ保持の啓発を図るために、

例年どおりセキュリティ月間を３回設定し、情

報の取扱いに係る注意喚起を行った。 

また、横須賀市の学校における情報化の推進

に関する検討組織として、学校情報化推進部会

を設置し、校務支援システムによる校務の省力

化、教科指導における ICT活用、情報教育な

ど、それぞれについて検討を進めてきた。ま

た、ここでの意見要望をもとに各部署と連携を

取り、施策を展開した。 

特に本年度においては、教育委員会情報化推

進本部を開催し、GIGAスクール構想に関する計

画等を諮り、意見をいただいた。併せて機種選

定委員会を開催し、委員より意見・要望をいた

だいた。 

第１分科会（学籍名簿等の管理について） 

第２分科会（成績・時数処理等について） 

第３分科会（保健機能について） 

第５分科会（情報教育等の推進について） 

※第４分科会（学校の各種文書の管理につい   

       て）は未開催 

横須賀市の学校における校務の情報化を図

り、効率的で円滑な業務を進めるために、その

環境整備の一環として、教職員向けの集合研修

の計画・訪問研修を実施した。これにより、運

用上必要な伝達事項の徹底と、スムーズな活用

につなげることができた。 

開設した研修は次のとおりである。 

【集合選択】⇒新型コロナ感染症対策のため閉

講 

・新任教頭研修 

・通信簿作成研修 

・調査書作成研修 

・管理職(教頭)対象 

【訪問研修】 

・プログラミング研修 （随時） 

・通信簿作成研修   （随時） 

・健康診断票作成研修 （随時） 

・指導要録作成研修  （随時） 

・学校HP作成研修   （随時） 

 

３ I C T授業支援サポーター事業 

教科指導における ICT機器を活用した分かり

やすい授業を支援することを目的として、ICT授

業支援サポーター事業を行っている。主な活動

内容は、ICT機器の設置や使用ソフトウェアの事

前準備や児童生徒への技術面のサポート、機器

のトラブルへの対応である。令和２年度は、新

型コロナ感染症等のため、直接的に授業を支援

する機会はなかった。 

今後、GIGAスクール事業により、児童生徒が

１人１台端末を有効に活用し、より深い学とな

ることが求められる。その環境を作るために

も、様々な研修を実施するとともに、ICT機器を

活用するサポート、情報活用能力・プログラミ

ング的思考等を育むための授業支援を中心に活

動を行っていく予定である。 
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関係機関との連携 

◆神奈川県教育研究所連盟 

新型コロナウイルス感染の影響により、集合形

式はとらず、書面による開催もしくは中止となっ

た。 

（１）総会 

書面による開催となった。本年度の研究協議会

や役員会等の確認を行った。 

 

（２）指導主事研修講座 

７月８日(水)、県立総合教育センターで開催さ

れる予定であったが、中止となった。 

 

（３）第 67回県教育研究所連盟教育研究発表大 

   会 

11月６日(金)、相模原市民会館において、

「『未来を拓く・創る・生きる』力を育む」をテ

ーマにして開催される予定であったが、中止とな

った。 

 

（４）研究協議会 

教育課題部会（担当：三浦市教育研究所）、教

育相談・支援教育部会（担当：鎌倉市教育センタ

ー）、調査研究部会（担当：南足柄市教育研究

所）、人材育成部会（担当：横浜市教育センタ

ー）は、全て中止となった。 

 

◆関東地区教育研究所連盟 

新型コロナウイルス感染の影響により、集合形

式はとらず、書面による開催もしくは中止となっ

た。 

 

（１）関東地区教育研究所連盟第１回委員会 

・総会・研究協議会（新潟大会） 

５月14日(木)、15日(金)、新潟県立教育センタ

ー担当のもとで開催される予定であったが、書面

による開催となった。 

 

（２）第 90回研究発表大会・第２回委員会（さ

いたま大会） 

10月 30日(金)、さいたま市立教育研究所担当

のもとで開催される予定であったが、研究発表大

会は中止、第２回委員会は書面による開催となっ

た。 

 

◆全国教育研究所連盟 

新型コロナウイルス感染の影響により、書面に

よる開催、日程を短縮しての開催、もしくは中止

となった。 

（１）全国教育研究所連盟総会・研究発表大会 

（三重大会） 

６月４日(木)、５日(金)の２日間に渡り、三重

県教育委員会が主管となって開催される予定であ

ったが、研究発表大会は中止、総会は書面による

開催となった。 

 

（２）全国教育研究所連盟研究協議会（滋賀大

会） 

11月 20日(金)、滋賀県総合教育センターが主

管となって１日日程で開催された。「自律的に学

び続ける教職員を支援する教育センターの在り

方」を大会テーマに、東京大学大学院 藤江康彦

教授による講演が行われた。研究所長が参加し

た。 

 

◆県内教育センター、教育研究所等との連携 

県内５つの教育センターと、行政枠を超えて研

修受講者を受け入れるための調整を行った。 
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学校教育 

指導の目標と重点 

学校には、子どもの「確かな学力」「豊かな

心」「健やかな体」のバランスのとれた「生きる

力」を育むことが求められている。本市では、平

成 23年度からの「横須賀市教育振興基本計画」

において、「横須賀の子ども像」として【人間性

豊かな子ども】を掲げ、学校・家庭・地域で連携

して子どもを育むことを目指している。 

 

【人間性豊かな子ども】 

○自ら進んで学び、問題解決する力を身に付けて

いる 

○生命や人権を尊重し、他者との豊かな関わりを

持っている 

○心と体の健康を意識し、健やかな体を持ってい

る 

○自らの可能性を信じ、夢や目標に向かって努力

している 

○社会の一員としてルールを守り、主体的に社会

に貢献している 

○郷土を愛し、豊かな国際性を身に付けている 

 

○指導の目標 

横須賀市教育振興基本計画第３期実施計画「学

校教育編」の５つの目標を基に、児童生徒を指導

する上で学校が取り組むべき目標とその内容を

「指導の目標」として示している。 

 

１ 子どもの学びを豊かにします 

(１)学校教育目標の実現に向けて、創意工夫ある

教育課程を編成します 

(２)確かな学力を育成するため、質の高い授業を

行います 

(３)学校教育の土台となる認め合い高め合う関係

を築く力を育成します 

(４)インクルーシブ教育システムの構築を推進し

ます 

(５)校種間連携を推進します 

 

 

２ 子どもの健やかな体を育成します 

(１)健康・体力向上の取組を推進します 

(２)学校の教育活動全体を通じて行われる「体

育・健康に関する指導」を推進します 

(３)学校における食育の充実を図ります 

(４)望ましい生活習慣の確立に向けた支援を充実

させます 

(５)運動やスポーツに親しむ機会の充実を図りま

す 

 

３ 学校の組織力や教職員の力を高めます 

(１)組織を有効に機能させ、人材を育成します 

(２)校内研究・研修の充実を図ります 

(３)学校事故や様々な学校の課題へ組織的かつ適

切に対応します 

(４)子どもと向き合う環境づくりを推進します 

 

４ 学校・家庭・地域の連携を深めます 

(１)家庭・地域との信頼関係や協力体制を構築し

ます 

(２)地域の教育資源や学習環境を一層活用します 

 

５ 教育環境を整備し、充実させます 

(１)安全・安心な環境づくりに努めます 

(２)効果的な学習環境づくりに努めます 

 

◆指導の重点 

「指導の目標」を踏まえ、学校と教育委員会が

重点的に取り組むべきことを、「指導の重点」と

して設定した。 

 

重点１「学力を向上させます」 

同一集団における経年変化は、学年が進むにし

たがって全国平均に近づく傾向にあり、学習状況

について改善している。一方、小学校低学年の全

国平均との差の大きさや学力の二極化について改

善されていない。学校は自校の課題分析から取り

組むべきことを明らかにした教育課程を編成し、

目標と指導と評価が一体となった授業づくりを一

層充実させていく必要がある。 
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○自校の学習状況の実態を踏まえた教育課程の編

成 

○校内研究・研修の充実 

○目標と指導と評価が一体となった授業実践 

重点２「認め合い高め合う関係を築く力を育て

ます」 

子どもたちの規範意識は高い一方、自己肯定感

については質問紙調査の肯定的回答の割合が約半

数の学校で全国平均を下回っている。また、不登

校の出現率が依然高く、「いじめはどんな理由で

もしてはいけない」と回答する割合が増加してい

ない。子ども一人一人への支援の充実や、相手の

気持ちへの理解を深めること等の大切さを実感で

きる取組を推進する必要がある。 

○学校教育活動全体を通じて行う道徳教育の充実 

○子ども一人一人への支援の充実 

○目的を明確にした「話合い活動」の充実 

 

重点３「健康の保持増進と体力の向上を図りま

す」 

積極的に運動する子とそうでない子の二極化の

傾向が明らかである。また、運動やスポーツに対

する肯定的な捉えも、学年が上がるにつれて低下

する傾向があることや、朝食の摂取状況や睡眠時

間等の生活習慣の形成についての課題がある。学

校と家庭が連携を図り、健康・体力つくりへの意

識の向上や望ましい生活習慣・運動習慣を確立す

る必要がある。 

○課題解決に向けての R-PDCA サイクルの確立 

○体育・保健体育科の授業改善 

○学校が主体となった家庭との継続的な連携・協

働 
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教  科 

令和２年度の市の指導の重点の一つである「学力を向上させます」の実現に向け、

各学校では学習状況調査の分析をもとに作成した学校重点プランのもと、教科指導の

充実を図るとともに、組織的に学力向上に向けた取組を推進している。教育委員会と

しては、国語、社会、算数・数学、理科、外国語（外国語活動）、道徳の各教科等

で、小・中学校各２名教科指導員を任命し、各教科の指導改善と教育水準の向上を図

った。また、学力向上推進委員会を開催し、平成 30年度から開始している「学力向

上推進プラン」の目標に対する検証及び次期推進プランの方向性について協議した。 

学校研究に関わっては、「教科等研究」以外にも、「支援教育」「学力向上」「認

め合い高め合う力の育成」「主体的・対話的で深い学び」「プログラミング教育」「評価の在り方」

「カリキュラム開発」等をテーマとした研究が、各教科の実践をとおして積極的に進められた。 

国   語 

◎教育課程研究会 

〔小学校〕 

今年度は未実施 

〔中学校〕 

今年度は未実施 

◎夏季研修講座 

今年度は未実施 

◎小学校国語研究会 

研究テーマ「生きて働く確かな言葉の力の育成

～主体的・対話的で深い学びの実現を目指して

～」をもとに実践研究をした。「研究部」では、

授業研究会及び指導案検討会、実践報告会を実施

し研鑽を積んだ。「研修部」による国語塾は今年

度は実施できなかった。 

新型コロナウイルス感染症の影響による休校後

には、研究会員の協力により国語科授業のカリキ

ュラム・マネジメントの工夫例を資料にまとめ

た。また、小学校文集の編集に協力した。 

◎中学校国語研究会 

研究テーマ「『生きて働く言葉の力』を育む国

語科教育の創造」に基づき、授業研究部各領域部

会（「話すこと・聞くこと」・「書くこと」・

「読むこと」、「伝統的な言語文化」）で研究授

業等を予定していたが、今年度は実施できなかっ

た。 

７月の各校代表者会議では、学習評価について

の研修を行い、２月の年度末研究発表会では、次

年度から使用する新しい教科書についての研修を

行った。また、中学校文集の編集に協力した。 

社   会 

〔小学校〕 

令和２年度研究テーマは、「人の営みに学び、

未来を創る子どもを育てる社会科教育」である。

予測困難なこれからの未来を生きていく子どもた

ちに、よりよい社会を創ろうと働きかける力が育

まれることをねらい研究を行う予定であったが新

型コロナウイルス感染拡大により大幅な変更を強

いられた。 

教育課程研究会 1日目は、小原台小学校が授業

公開する予定であったが中止となった。 

教育課程研究会の２日目は、大矢部小学校石渡

教諭と池上小学校佐々木優教諭が、文書提案する

予定であったが中止となった。 

〔中学校〕 

令和２年度研究テーマは、『時代の変化に生き

る生徒の育成～社会的な見方・考え方を働かせた

授業実践の実現を目指して』である。大きく変わ

りゆく社会を生きていく生徒は単に知識を覚える

だけでなく、その知識を整理し「自分事」として

考える力が求められる。そのような資質・能力を

育成するための学習活動について研究を行う予定

であったが、新型コロナウイルス感染拡大により

大幅な変更を強いられた。 

教育課程研究会 1日目は、坂本中学校が授業公

開する予定であったが中止となった。 

教育課程研究会の２日目は、常葉中学校が文書

提案をする予定であったが中止となった。 
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◎夏季研修 

夏季研修は、７月 21日に総合初等教育研究所

参与の北先生に「社会的な見方・考え方を働かせ

る授業づくり」というテーマでこれからの社会科

の授業づくりについて講演していただく予定であ

ったが、中止となった。 

 

算数・数学 

◎研究テーマ 

〔小学校〕 

『学ぶ楽しさと充実感のある授業づくりをめざし

て』（重点目標） 

○算数的表現（言葉、数、式、図、表、グラフ）

を用いて考えを整理し、学びあうことで、数学

的な見方・考え方を豊かにする 

〔中学校〕 

「主体的な学び合いを通して、数学的に考える資

質・能力の育成」 

～学び合う喜びを感じ、粘り強く考える授業の創

造～ 

○「楽しさ」：数学を学ぶ楽しさを実感し、自分

の学習してきたことを振り返ろうとする態度の

育成 

○「気づき」：自ら課題を見つけ、その課題を解

決しようと粘り強く取り組む態度の育成 

○「深める」：学び合いの中で、育まれた数学的

な見方や考え方を深めようとする態度の育成 

○「活用」：数学的な見方や考え方を活用して問

題解決していこうとする態度の育成 

○「伝達」：数学的な方法によって、伝えようと

する態度の育成 

◎教育課程研究会 

〔小学校〕 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止。 

〔中学校〕 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止。 

◎夏季研修講座 

島根県立大学の齊藤 一也 氏をお招きし、夏

季研修を実施する予定だったが、新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止のため中止となった。 

 

 

理  科 

◎教育課程研究会 

小学校・中学校ともに新型コロナウイルス感染

症対策により中止となる。 

◎小学校理科研究会 

「主体的に問題を解決し、新たな知を獲得する

理科学習～深い学びを実現を目指して～」を研究

テーマとして、神奈川県小学校理科教育研究大会

相模原大会に向けての授業実践や文章提案などの

準備が進められた。しかし、新型コロナウイルス

感染症対策により誌面での発信のみの実施となっ

た。 

また、「よこすか子ども科学賞」や「よこすか

子ども発明展」「サイエンスサマー」など、例年

通り、児童に自然科学への興味・関心の啓発が予

定されていたが、理科に関するイベントも新型コ

ロナウイルス感染症対策により、中止となった。 

◎中学校理科研究会 

「生徒の潜在的な力を引き出す、他者との協働

に基づく授業の創造」をテーマとした、神奈川県

中学校理科教育研究大会横須賀大会を昨年度終

え、新たな研究主題、副主題を検討する今年度の

取組となった。新型コロナウイルス感染症対策に

より、集合することも少なくなり、研究領域ごと

の検討が主となった。 

会合や理科のイベントの多くが中止となるが、

次年度から配布される教科書については、各校の

代表者のみが集められ、学習会が実施された。 

 

生 活 科 

◎教育課程研究会 

新型コロナウイルス感染症対策のため未実施。 

◎夏期研修講座 

新型コロナウイルス感染症対策のため未実施。 

◎生活科研究会 

研究主題「活動や体験を通して、学びをつな

ぎ、生活を豊かにする子ども」に基づき、事業を

進めた。今年度は授業研究は行わず、常任委員会

のメンバーで年間指導計画と評価規準表を作成し

た。 
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音  楽 

◎教科テーマ 

[小学校] 

「音・人・心 ともにつなげる音楽の力～児童が

主体的・協働的に音楽を学んでいく授業づくりの

工夫」 

[中学校] 

「豊かに表現する生徒の育成 ～深い学びを目指

した授業の創造～」 

◎教育課程研究会 

[小学校] 

新型コロナウイルス感染症のため中止となっ

た。 

[中学校] 

新型コロナウイルス感染症のため中止となっ

た。 

◎夏季研修講座 

「新学習指導要領と仲良くなろう」と題し、筑

波大学付属筑波小学校教諭 平野次郎氏を講師と

して予定していたが、新型コロナウイルス感染症

のため、中止となった。 

◎小学校音楽教育研究会 

新型コロナウイルス感染症の中でどのように授

業を進めていくかについて話し合い、学習評価の

資料作成を行った。 

◎中学校音楽教育研究会 

大矢部中学校を会場に新学習指導要領に基づい

た学習評価の研修を行った。いくつかの題材に分

かれ、主体的に学習に取り組む態度の評価をどう

行っていくか、歌唱・器楽、創作、鑑賞に分かれ

研修を進めた。 

 

図画工作・美術 

◎研究テーマ 

テーマである「豊かな心を育てる造形教育 ― 

子どもによりそい、おもいをかたちに ― ～であ

う・あじわう・つくりだす～」に基づき研究を進

めた。 

◎教育課程研究会 

〔小学校図画工作〕 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

〔中学校美術〕 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

◎夏季研修講座 

文部科学省視学官の東良 雅人 氏をお招きし、

夏季研修を実施する予定だったが、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止のため中止となった。 

 

体育・保健体育 

 学習指導要領の趣旨に則り、目標と指導と評価

の一体化を図るための研究・実践とともに、学習

指導要領の資質・能力を育むための、「見方・考

え方」を働かせた、主体的・対話的で深い学びの

研究・実践を進める計画であったが、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、一部の開催となっ

た。 

◎市教育課程研究会 

新型コロナウイルス感染症の影響により中止と

なった。 

◎小学校体育研究会 

年間３回の授業研究会をはじめ、各部が実践研

究を予定していたが、新型コロナウイルス感染症

の影響により、実施することができなかった。 

◎中学校保健体育研究会 

各研究部が本市の現状と課題を踏まえた研究発

表会を行い、２年継続研究の１年目の成果を発表

した。また、授業改善に関する研修会を開催し

た。 

◎市体力つくり実践研究発表会 

１月 15日（金）に開催を予定していたが、新

型コロナウイルス感染症の影響により中止となっ

た。 

 

家庭、技術・家庭 

◎教育課程研究会 

令和２年度においては、新型コロナウイルス感

染症拡大防止の観点で、教育課程研究会１日目及

び２日目の実施について中止となった。 

◎各研究会における取組について 

各研究会では、それぞれのテーマのもと各学校

での実践充実に向け、次のような情報提供等を行

った。 
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【小学校家庭科】 

＜研究テーマ＞ 

「自分と家庭生活を見つめ、進んで実践する子ど

もをめざして 

 ～なりたい自分、できる自分、生かす自分～」 

＜研究会における取組＞ 

・コロナ禍における教育課程編成の工夫につい

て、各題材の扱いや整理の仕方について例示を

し、各学校へ示した。 

・各学校からの家庭科の授業実践やコロナ禍の対

応についての質問や意見を集約し、どのような

工夫ができるか、どういった考え方で取り組め

ばよいか、研究会として回答をまとめ発信し

た。 

【中学校技術・家庭科】 

＜研究テーマ＞ 

「学びをつなぎ社会の変化に主体的に対応する力

を育む学習指導～技術・家庭科の特性に応じた

「見方・考え方」を働かせる授業実践～」 

＜研究会における取組＞ 

・関東甲信越ブロック技術・家庭科研究会神奈川

大会における技術分野「生物育成の技術」にお

ける提案を行った。 

＊コロナ禍であったため、大会が書面開催とな

り、当初、授業発表であったものが、文書での

提案発表となった。 

・後期の授業研究の代わりに、新学習指導要領に

関わる研修会の開催を企画したが、緊急事態宣

言の発令により、中止となった 

 

外 国 語 

◎教育課程研究会 

「コミュニケーション能力の基礎を育成する学

習指導と評価の工夫・改善」を研究テーマに掲

げ、文書提案を基に研究を深める予定であった

が、コロナウィルス感染拡大を懸念し中止となっ

た。 

◎外国人英語教員活用研究 

田浦中学校（３年目）、常葉中学校（６年目：

文科省研究委託～フロンティア研究）、大矢部中

学校（１年目）、野比中学校（３年目）の４校と

横須賀総合高等学校(５年目)に外国人英語教員

（FLT）が配置され、ネイティブ・スピーカーの

効果的な活用に係る研究を行った。 

各学校による活用研究に係る公開授業が参加人

数を制限して行われ、研究協議を通して、ネイテ

ィブ・スピーカーの効果的な活用について理解を

深めることができた。 

＜公開授業提案者＞ 

田浦中学校 サラ ジョンソン 

常葉中学校 ケネス ギベンズ 

大矢部中学校 マーク シギョウ 

野比中学校 ジェニファー スドウ 

横須賀総合高校 渡邊 華 

◎中学校英語副読本の作成 

横須賀の魅力について英語で紹介する副読本を

市内中学２年生に配布した。次年度も同様の配布

を予定しており、各校へ活用を促していく。 

◎フロンティア研究委託「外国語教育の推進」 

文部科学省研究委託を引き継ぎ、田戸小学校・

諏訪小学校・常葉中学校において、新学習指導要

領を見据えた教育課程の編成及び先進的な授業実

践を行い、文教大学 金森 強 教授の助言をもと

に研究を進めた。３校合同の研究発表大会を計画

していたがコロナウィルス感染拡大を懸念し、各

校においてそれぞれが参加人数等を制限して授業

発表を行い、研究のまとめを行った。今年度も 

文教大学 金森強 教授をスーパーバイザーとし

て、各校において指導及び助言を仰いだ。 

 

幼稚園教育課程 

令和２年は７月 29日に認定こども園かもいよ

うちえんの提案と東京家政大学の佐藤康富教授の

助言と講演を予定していたが新型コロナウイルス

感染症対策のため中止となった。 

 

高等学校教育課程 

令和２年度の研究テーマは、「『資質・能力を

育む教育課程の編成と教育活動の工夫・改善』～

各教科・科目等の特質に応じた『見方・考え方』

を働かせる授業実践～」である。さらに全日制、

定時制ともに部会テーマを設定して研究に取り組

んだ。 
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〔全日制〕 

「自学自習の精神の確立～主体的・対話的で深

い学びを実現する授業改善～」をテーマとして、

本年度の研究を行った。新型コロナウイルス感染

症拡大防止のため、予定していた授業公開を行う

ことはできなかったが、スーパーバイザーの株式

会社 AL&AL研究所 代表取締役、小林昭文先生

には授業を観ていただき、ご助言をいただくこと

で研究を深めることができた。 

〔定時制〕 

「『基礎・基本の確実な定着』～生徒が『学ぶ

楽しさ・わかる喜び』を感じられる授業の実現

～」をテーマとして、本年度の研究を行った。新

型コロナウイルス感染症拡大防止のため、予定し

ていた授業公開を行うことはできなかったが、校

内で研究を進めた。 
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特別の教科・教科外 

新学習指導要領への移行など、教育を取り巻く環境の変化に対応し、さまざまな教育

課題を解決するため、各研究会は、研究内容の充実と組織の活性化を図りながら精力的

に活動を行ってきている。こうして得られた各研究会の研究成果は、学校教育にとって

大変重要なものとなっている。 

 

 

 

小学校道徳 

「自らよりよい生き方を求めていこうとする子

どもの育成を目指した道徳教育～物事を多面的・

多角的に考え、自己の生き方についての考えを深

める授業の工夫～」というテーマのもと、道徳教

育の推進を計画した。 

令和２年度は、第 56回全国小学校道徳教育研

究大会、第 54回関東地区小学校道徳教育研究大

会神奈川大会が川崎市にて開催される予定だった

が、紙面開催となった。しかし、その大会におい

て、「ねらいを達成するための教育課程」という

分科会で、鶴久保小学校 御所谷歩教諭が、『特

別の教科 道徳』指導における教師の意識向上の

取組～道徳科の学習の充実・改善を図る体制作り

の第一歩として～」という文書提案を行った。 

また、研究会として市内全小学校に対しては、

「各校から出た質問について研究部長が回答す

る」という形で、道徳教育の推進を図っている。 

 

中学校道徳 

今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で

研究会として年度当初にたてた計画通りに事業を

進めることは難しかったが、昨年、取り組んだ

「道徳の評価方法」に関する研修と各校の実践を

より確かなものとして定着させるために、今年度

は可能な限り、新学習指導要領に基づいた「道徳

の授業づくり」研修を実施した。すなわち、道徳

の授業づくりのイメージとして、「主体的・対話

的な深い学び」「生徒の心を揺さぶる授業」「一

問一答式にならない授業」を意識すること、その

ために具体的な授業展開例として多面的・多角的

に考える「中心発問」と、自己を見つめ生き方を

見つめる「自己理解の発問」を設定することなど

を、参加した各校の道徳推進教師全員が、一つの

共通教材について主体的に授業づくりを行い、そ

れを交流し合うという実践的な研修を通して確認

した。今後も、「主体的で対話的な道徳の授業を

行える教師は自分の教科でも主体的で対話的な授

業を実践できる」という気持ちで、各校、道徳の

授業実践を積み重ねていって欲しい。 

 

小学校特別活動 

全世界がコロナの波に飲み込まれた 2020年

度。教育現場も例外ではなく、大変窮屈な中での

運営を強いられてきた。大きな声で笑い合うこと

も、仲間と共に手を取り合うことも寄り添うこと

すらままならない。日々の学習はもちろん、入学

式・卒業式や運動会をはじめとする校内行事。修

学旅行、キャンプ、遠足等の校外行事。異学年で

学びを深める縦わり活動。合唱。給食。清掃。

様々なことが制限され阻まれたことで、一つ一つ

の活動がどれほど大切な活動であったかを実感す

ることにもなった。それでも、少しでも工夫して

対策を立てて、日々の生活を豊かなものにするた

めに、学級で過ごす子どもたちが少しでも充実感

を味わえるようにと各学校、学年、学級で努力を

続けてきた一年間だった。 

今年度大きな研修、会合や授業研究等は出来な

かったが、「評価」を指導の改善に生かすため

に、横須賀市小学校特別活動研究会としては、改

めて「評価規準」の作成に取り組んでいる。また

今後、この規準集を意識した実践を通して検証す

る中で、内容を積み上げたり改善していきたいと

考えている。 
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中学校特別活動 

今年度の活動はコロナウイルス感染症の拡大の

影響を大きく受け、各学校の生徒会活動や特別活

動が縮小されるなかでの研究、という１年となっ

た。教育課程研究会１日目、２日目共に中止とな

り、研究部の学習会も行うことができなかった。

活動部も連合生徒会を前年度の１月に開催し、各

中学校の活動分担は決定したものの、各校の生徒

会活動そのものが全く活動できない中で、８月の

リーダースキャンプ、10月の主張大会、巡回作

品展も中止せざるを得なかった。そのような状況

ではあったが、研究会として、役員会を可能な形

で開催し、１月の第１回連合生徒会、２月のリー

ダース講習会の開催に向け準備を進めてきた。し

かし、２度目の緊急事態宣言の発出を受け、１月

の第１回連合生徒会は中止、リーダース講習会は

３月に延期となった。現在のところ、今年度の活

動で唯一行えたのが、連合生徒会機関紙「波紋」

の発行である。新旧の生徒会役員への全員配布を

行った。難しい状況ではあるが、知恵を絞りなが

ら、できるところからできる形での実践を今後も

進めていきたい。 

 

小学校総合的な学習の時間 

「生きる力を育てる総合的な学習～『探究的な

見方・考え方』を働かせ 主体的に探究する子の

育成を目指して～」という研究テーマのもと、重

点課題を「児童自ら課題を見出し、他教科の学び

を生かす学習を通して」と設定した。 

例年、会員は研究部・広報部に所属し、指導案

検討を中心とする「学習会」の開催、ワークショ

ップ及びフィールドワーク等の運営、ガイドブッ

ク作成やホームページ管理、生活科と合同研修会

等、様々な活動を行っている。 

本年度は「新型コロナウイルス感染症」対応の

ため、年間計画を大幅に見直し、研究会の対面開

催を最小限にとどめた。（書面総会～７/８:役員

会～８/26:運営委員会～２/22:授業研究協議会） 

研究会の「核」である授業研究は、浦郷小学校

６年生の「Life Protect Action～地域と自分た

ちのために～」を通して実施した。「広報通信」

で研究経過を共有しながら指導案検討を重ねた。

状況を鑑み「公開は中止」とし、１/20に録画し

た授業をもとに別途「研究協議」を実施した。 

 

中学校総合的な学習の時間 

本年度も研究テーマを昨年に引き続き「探究的

な見方・考え方を働かせ自己の生き方を考えてい

くための能力を育成する」とした。しかしなが

ら、コロナ禍にあって、総合的な学習の時間研究

会の活動はほとんどできなかった。秋にようやく

幹事会を開催し、浦賀中学校の実践の紹介と市教

育委員会の指導主事による各学校の全体計画と年

間指導計画の見直しとそれにともなった評価につ

いて研修を行った。また、それをもとに各校の実

践について意見交換の時間をもつことができた。 

総合的な学習の時間は、これまでも「課題の設

定」「情報の収集」「整理・分析」「まとめ・表

現」という探究的な学習における生徒の学習の姿

が示されてきたが、市内の実践においても、この

ことが意識され、各校の単元計画に生かされてい

るように感じる。本年度はコロナ禍で活動の制限

もあり、予定された体験活動も実施できなかった

ことが多い。机上の計画で終わってしまったこと

も多々あったと思うが、次年度以降も引き続き生

徒たちの探究的な学びの姿が現れるような指導計

画について、研究・研修を深めていきたい。 

 

児童生徒支援教育研究会 

本研究会では「困り感のある児童生徒に対する

学習・生活面における支援の在り方～小中高のつ

なぎを生かす～」をテーマに、インクルーシブ教

育システムの実践に役立つ研究を、小・中・高の

連携を図りながら行っている。会員に加え、各校

の支援教育コーディネーター・養護教諭・各種相

談員など幅広く参加を呼びかけ、日頃児童生徒支

援に同様の悩みを抱える者が集まる事により、講

師の話を聴くだけではなく、情報交換の場として

も有意義に活用されている。平成 30年度より、

横須賀共済病院臨床心理士の鈴木恵美先生にご協

力頂き、「ストレス対処法」等３回にわたって専

門的・具体的なご指導を受け、有意義な研修を行

う予定であった。しかし新型コロナウイルス感染

症予防のため、予定していた研修会は令和３年１
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月の最後の研修会以外はすべて中止なった。次年

度は今年度の内容も含めて学校現場の必要とする

課題を基に、特色ある研修を追究していきたい。

また、特別支援教育研究会との統合も視野に入れ

た準備を令和２年の秋より進めている。 

 

特別支援教育 

前年度から続くコロナ禍の影響で、多くの活動

が中止や変更を余儀なくされた一年間であった。 

教科外総会は紙面総会で開催し、前年度に引き

続いて、全体の研究テーマである「一人一人が主

体的に生き、共に育ち合う教育の研究～インクル

ーシブ教育システムの構築をめざして～」を設定

した。この共通テーマをもとに４つの部会（小学

校部、中学校部、通級指導部、特別支援学校部）

がそれぞれ、サブテーマを設定して研究に取り組

んだ。 

教育課程研究会、夏季休業期間中の施設見学

会、講師を招いての研修会、宿泊体験は中止とな

り、例年、横須賀市文化会館で開催されているふ

れあい作品展は、国立特別支援教育総合研究所と

共催する形で、ウェブ上での展示となった。 

10年ほど前から支援を要する児童・生徒数が

年々増加している現状を鑑み、今後も引き続きイ

ンクルーシブ教育システムの構築に向け、各部の

研究を深めるとともに、各部の連携の強化を模索

していきたい。 

 

情報教育 

本年度は紙面総会にて「情報の主体的活用をめ

ざした学習活動」の研究テーマを確認し、視聴覚

教育・新聞教育・統計教育の各研究部がそれぞれ

活動を行う予定であった。しかし、各研究部とも

コロナウイルス感染症対策のために活動を控えざ

るを得ず、統計グラフ講習会の参加、学校学級新

聞展や統計グラフコンクールも中止となった。ま

た、３つの研究部が毎年交代で行う実践授業も中

止となった。視聴覚部は唯一開催された県学校放

送視聴覚教育研究協議会川崎大会に参加し、横須

賀市文化スポーツ観光部企画課とコラボして地域

おこしの映画作りに取り組んでいる実践報告を行

い、高い評価を得た。なお、次年度は横須賀大会

を開催予定である。 

本年度の活動内容(主に川崎大会での報告)をま

とめた紀要として(簡易版)「私たちの情報教育」

を年度末に発行する予定なので、ご覧いただきた

い。 

 

学校図書館 

本年度も、『自ら学ぶ力と豊かな心を育む学校

図書館づくり』をメインテーマに、「～学校図書

館の整備・充実。計画的な活用を通して～」をサ

ブテーマにして、研究活動と事業活動の計画をた

てたが、新型コロナウイルス感染症の対応のた

め、変更を余儀なくされた。 

研究活動として毎年行っている学区図書館先進

校視察のフィールドワークや講師を招いての夏季

研修は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め今年度は中止とした。 

事業活動として、読書感想文、読書感想画審査

会を実施した。市読書感想画展は、緊急事態宣言

が発せられたため期間を一日短縮したが、開催す

ることができた。授業数確保のため今年度は夏季

休業が短縮されたこともあり、例年に比べ読書感

想文、読書感想画ともに出品数は少なかったが、

横須賀市読書感想文画集も作成することができ

た。 

 

学校保健 

学校保健研究会は、養護教諭部会と健康安全部

会がともに「人間性豊かな子どもの育成」のテー

マのもと研究に取り組んだ。 

今年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で

多人数での集まりができず、養護教諭部会と健康

安全部会の研究発表会は中止としたが、２つの部

会で今年度ならではの研究を進めた。 

養護教諭部会では、未知のウイルスへの対応と

して消毒作業の仕方や購入物品のリストアップ、

定期健康診断での感染予防対策など養護教諭とし

て、また専門職として対応策を整理するために校

務支援メールを活用し、養護教諭同士で情報交換

や困っていることを相談し対応することができ

た。各部会の研究の結果はイントラ上にあります

ので是非ご覧いただきたい。 
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健康安全部会では、各学校で避難訓練が中止と

なる等、安全に関する活動が制限されたため、各

学校にアンケートの実施を行った。テーマは保健

学習や健康管理の「学校保健」、学習時の安全配

慮や安全管理の「学校安全」保健委員会活動や学

校行事の「組織活動について」の３つの柱であ

る。アンケートの結果は、次年度に行う教科外総

会で発表し、研究収録の配布を予定している。 

 

国際教育・小学校外国語活動 

本研究会では、前年度に引き続き、「国際性豊

かな児童生徒の育成－ちがいを知り、認め合い、

学び合う子ども / 外国語を通して主体的にコミ

ュニケーションを図ろうとする子ども－」の育成

をテーマに研究活動を行った。 

本年度は、教育課程研究会も授業研究会も中止

となったため、会員が授業を見合い研究協議を深

める活動は行うことができなかった。 

しかし、３つの部会それぞれで取り組めるこ

と、会員に還元できることを検討し、運営委員が

中心となって以下のように活動を進めた。 

授業研究部・・・外国語科の評価の参考にして

もらおうと、「学習評価の基本的な考え方」を作

成し全校に発信した。 

国際教育研究部・・・国際教育コーディネー 

ターの平塚叔江先生に、外国につながる児童に

関する本市の状況や支援の概要及びコロナ禍での

困り感などについて執筆していただいた。 

調査研究部・・・全小学校対象にアンケートを

実施し、外国語科・外国語活動における成果と課

題を考察した。 

 

食教育 

食教育研究会の研究主題は「食育を通して豊か

な心と体を育てる」である。 

研究を進めるにあたり、各学校が「食に関する

指導の全体計画」に沿って、食育の視点を加えた

指導が行えるよう、学校における食育を組織的・

計画的に実践している。また、給食指導を通して

好ましい人間関係を築くための研修を行ってい

る。 

本年度、学校保健大会の発表に向け、過去の授

業実践での研修の記録のまとめを作成した。コロ

ナウイルス感染拡大の影響により、授業研究会を

開催することが難しい中、食教育指導研究部で

は、各校で「コロナ禍での感染防止対策の取り組

みについて」と「中学校給食の開始に向けて」の

各校での取り組みの実践をグループ毎にまとめ、

情報共有を行った。また、栄養指導部研究部での

活動は、栄養教諭・栄養職員の実践内容を食に関

する指導の目標別に分類しまとめ、中学校完全給

食に向けての資料作りや「食に関する指導の手引

き」の改訂にともなう全体計画改定の検討を行っ

た。 

 

学校事務 

事務研究会では、2019～2020年度のテーマを

「学校運営と学校事務職員」、サブテーマを「学

校運営における事務職員の役割について」とし、

①学校において事務職とは、②どのようなスタン

スで学校運営にかかわっていけばいいのか、③企

画できる事務職員の３つの柱を立て、研究を行

い、その成果を研究冊子にまとめた。 

①では、事務職員が学校でできることは何かを検

討するために、担当している仕事について研究

会員へのアンケートを実施・分析した。また、

2021年度に試行が予定されている職務標準表

について、他市との比較を行った。 

②では、校内で開かれる会議について事務職員の

参加・不参加、会議への意識を調査するととも

に、事務職員の校内会議への参加に対する管理

職の意識調査を併せて行い、学校運営への参画

方法を模索した。 

③では事務職員が校内業務において企画・実施し

た２つの事例を取り上げ、研究委員で意見交換

し、事務職員の学校における役割について研究

した。 

 

小学校校長会 

臨時休業からはじまった今年度は「TEAM48～連

携と結束から自立と創造へ」をスローガンに掲げ

げ、横須賀の目指す子ども像「人間性豊かな子ど

も」の育成のため、このような状況下だからこそ

「不易と流行」を常に意識し、次の三点を重点に
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設定し活動を行った。 

◇校長会の組織強化と 48校のベースの確立 

◇学力向上に向けた取り組みの充実 

◇県校長会・市教委等、関係機関との積極的連携 

また、研究部として学校経営・教育課程・児童

課題の三委員会、対策部として教育課題対策・健

康安全・修学旅行・特別委員会（学習評価）の四

委員会を設置し、それぞれの活動を通して諸課題

の解決に努めるとともに、新型コロナウイルス感

染症の拡大防止やそれに伴う諸課題について組織

的な対応に努力した。 

 

中学校校長会 

本年度も中学校長会では、役員会と５つの対策

委員会を中心とした活動を行った。具体的には、

（１）行財政委員会：①各校施設設備の充実②完

全給食開始に向けての課題整理（２）教育経営委

員会：①働き方改革②小中一貫教育の検証③学校

運営協議会の課題（３）進路指導委員会：①適切

な進路指導・進路事務②支援を要する生徒の進路

保障③評価・評定（４）教育課程委員会：①道徳

の授業づくり②改訂学習指導要領への準備（５）

生徒指導・支援委員会：①生徒指導・支援の留意

点②生徒指導担当の人材育成、等について取り組

んだ。 

新型コロナウイルス感染防止に向けた学校教育

の在り方については、小学校長会と情報を共有

し、教育委員会と協議を重ね、保護者・地域の理

解を得ながら困難な学校運営に対する取組を続け

た。 

今後も中学校長会として、横須賀市立中学校全

体を考え、持続可能な質の高い教育を目指し、よ

り良い中学校教育の構築のために尽力していきた

い。 

 

小学校教頭会 

本年度も引き続き、研究主題を『豊かな人間性

と創造性をはぐくむ学校をめざして』と設定し、

研究、教育課程、小中一貫教育、調査の４委員会

と特別委員会にわかれて、教頭力の向上に向けて

テーマを持って活動した。中でも特別委員会は人

材育成や教員の指導力向上について研究し、関ブ

ロでの紙面発表や全国大会での提言原稿の作成に

取り組んだ。 

また、課題意識を持って学校運営のリーダーと

しての役割を果たすために必要な力について各部

会で検討を重ね、出てきた意見を全体の場で集約

し、既存の７つの教頭力から今の時代に合った

『新・７つの教頭力』としてまとめた。同時にマ

ネジメントの視点を見直して、これからの学校運

営に生かしていくことを確認し、実践につなげ

た。 

更に新型コロナウイルス感染予防対策と絡め

て、新しい生活様式の中で教頭として何ができる

かを模索し、対応力をつけるために必要だと思わ

れる内容を精査し、様々な研修を行った。 

今後も校長会・中学校・市教委等との連携を大

切にしながら、教頭力の向上に努めていきたい。 

 

中学校教頭会 

本会では、本市・自校の教育の向上と充実をは

かるとともに、山積する教育課題への対処など、

教頭としての資質、力量を高めることを目標に活

動している。 

実際には役員会と５つの対策委員会が、市教委

などに講師を依頼し、トラブルやクレームに対し

ての対応など教頭としての実務能力を高めるた

め、個別の課題や研究主題に沿った研修・研究に

取り組むとともに、新学習指導要領、GIGAスク

ール、働き方改革への取り組みなど今日的な課題

に関する研修も積極的に進めている。 

更に、本市小学校教頭会（特に小中一貫教育に

関して）とも、計画的に研修や情報交換などの場

を設け、児童・生徒に関わる課題を共有し小中が

連携して取り組むことができるようにしている。

また、県教頭会や逗葉・三浦地区中学校教頭会と

も研修や情報交換の場を通して連携するようにし

ている。 

また、市教委、本市中学校校長会からも多大な

ご助言・ご支援をいただいている。 
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特別支援教育 

１ 特別支援教育の動向 

（１）市立ろう学校は、幼稚部単一学級１学級、

小学部単一学級５学級・重複学級１学級、中学部

単一学級１学級・重複学級１学級、高等部単一学

級１学級・重複学級１学級となり、合わせて 11

学級となった。 

市立養護学校は、小学部重複学級 11学級、中

学部重複学級７学級となり、合わせて 18学級と

なった。 

 

（２）小学校の状況 

知的障害特別支援学級 45校 51学級 

自閉症・情緒障害特別支援学級 46校 80学級 

肢体不自由特別支援学級 16校 16学級 

視覚障害特別支援学級 ２校 ２学級 

聴覚障害特別支援学級 １校 １学級 

病虚弱特別支援学級 ８校 ８学級 

 

（３）中学校の状況 

知的障害特別支援学級 23校 26学級 

自閉症・情緒障害特別支援学級 23校 29学級 

肢体不自由特別支援学級 ７校 ７学級 

聴覚障害特別支援学級 ２校 ２学級 

病虚弱特別支援学級 ６校 ６学級 

 

（４）第 10回児童生徒ふれあい作品展 

日 時：令和２年 12月２日（金）～ 

令和３年３月 31日（水） 

開催方法：国立特別支援教育総合研究所 

発達障害教育推進センター 

ホームページ上にて開催 

 

（５）支援教育コーディネーター 

研修と情報交換のために「支援教育コーディネ

ーター連絡会」全体会を５回、経験３年未満を対

象とした研修を２回開催した。（内４回書面開

催、１回中止。）校内支援体制の構築に向けた内

容の研修資料で発信をし、支援教育コーディネー

ター一人一人のスキルアップと校内支援体制づく

りの強化に向けて周知を図った。 

 

２ 就学相談について 

「就学支援相談部会」及び「通級相談部会」を開

催し、園児・児童・生徒の学校での支援内容や進

路についての審議を行った。 

（１）就学支援相談部会 25回：325人 

（２）通級相談部会 ３回： 25人 

 

３ 支援教育研修講座 

６回の開催を予定していたが、３回のみの実施

となった。 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 
７月15日 

中止 

「子どもの自殺予

防～学校にできる

こと～」 

湘南病院 

院長 大滝紀宏 

２ 
７月21日 

中止 

「不登校の児童生

徒の理解と具体的

対応」 

津久井浜クリニック 

小児精神科医  

井上亮子 

３ 
７月29日 

中止 

「学習のつまづき

に対するアセスメ

ント・支援（MIM)

」 

国立特別支援教育 

総合研究所 

主任研究員  

海津亜希子 

４ ９月９日 

「発達障害がある

子どもたち、その

理解と支援」 

特定非営利活動法人 

ADDS 

児童指導員 丸瀨里

菜 

５ ９月11日 

「特別支援学級に

おける授業づくり

」 

県立武山養護学校 

総括教諭 飯田洋子 

６ 11月13日 

「発達障害のある

子どもの保護者理

解」 

発達支援教室 

ひまわり教室 

代表 西野奈津子 
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人権教育 

平成 12年の「人権教育及び人権啓発の推進に

関する法律」に基づき、平成 14年３月に「人権

教育・啓発に関する基本計画」が閣議決定され、

さらに、平成 16年６月には人権教育の指導方法

等に関する調査研究会議より「人権教育の指導方

法等の在り方について」の第一次とりまとめ、平

成 18年１月に第二次とりまとめが、そして平成

20年３月に第三次とりまとめが出され、人権尊

重の精神を貫いた実効力のある教育がより一層求

められている。 

人権教育の目標は、人間は生まれながらにして

自由であり、平等であるという人類普遍の原理を

実現するために、人間尊重の精神を養い人間の尊

厳性についての自覚を深め、人と人との間に存在

する実践力を育成するところにある。人格の完成

を目指す教育が、人権問題の解決に大きな役割を

果すものであることを深く認識し、人権教育のさ

らなる推進に努めているところである。 

本年度は、各学校の人権教育担当者を対象とし

た研修講座を２回開催した。 

また、人権教育指導者養成講座（２年を１期

間）については、15校の受講者が、「人権が尊

重される授業づくりの視点」について授業実践を

行った。 

◆人権教育担当者研修講座 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 10月21日 
「人権教育の推進に 

 ついて」 

教育指導課 

人権教育担当 

指導主事 

２ 12月２日 

「アサーティブなコ

ミュニケーションを

通して、教員と子ど

も、子ども同士のか

かわりについて考え

る～相談がいのある

教員になるために

～」 

ＮＰＯ法人 

アサーティブジャ

パン認定講師  

谷澤 久美子 

氏 

 

 

◆人権教育指導者養成講座（12期１年目） 

回 日 時 内 容 講 師 

１ 文書研修 
「人権教育の授業実

践に向けて」 

人権教育担当指導

主事（教育指導課

） 

２ 11月４日 

「人権教育の視点を

生かした授業づく

り」 

人権教育担当指導

主事（教育指導

課） 

３ 文書研修 

「次年度の授業にお

ける人権教育の実勢

に向けて」 

人権教育担当指導

主事（教育指導

課） 
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【学力向上事業】 教育指導課 

◎教科指導員 

平成 27年度から市内の小・中学校における教

科の指導改善と教育水準の向上を図る目的で、教

科指導員制度をスタートさせた。任期は１年間

で、教科、教科等において、４月当初に小・中学

校各２名の教員を上限として依頼を行った。業務

内容は、主に師範授業を中心とし、学校から校内

研究への助言などの依頼があれば、担当指導主事

と確認し、行うなど、各教科、教科等の専門的な

実践を発信することである。制度がスタートして

６年目になり、学校や研究会へも教育指導員制度

が浸透し、効果的な活用状況が見られようになっ

ていたが、本年度については、新型コロナウイル

ス感染予防のため、業務内容の中心である師範授

業が行えなかったため、明確な成果は得られなか

ったが、令和３年度も授業発信を中心とし、市内

の授業水準の向上を目指していきたい。 

 

◎小学校３年生における少人数学級指導 

[事業概要] 

市立小学校第３学年において、児童が 36人以

上在籍している学級がある学校に対して、きめ細

やかな指導を行い、学力の向上を図るため非常勤

講師を配置する。 

[事業の背景] 

横須賀市学習状況調査において、小学校３年生

から全国との学力差が顕著となった。児童の学習

を充実するため、35人以下の学級を編成し、き

め細やかな指導を実現することで、学力の向上を

目指す。 

[実施小学校] 

浦郷小学校   森崎小学校   大津小学校 

武山小学校   久里浜小学校  大塚台小学校 

北下浦小学校  小原台小学校   

 

◎学習支援員派遣 

[事業目的] 

放課後及び課業時間内等を利用し、派遣される

非常勤職員（学習支援員）を活用する中で、学習

内容の定着状況に課題の見られる児童・生徒を対

象とした個別の学習指導や少人数での補習を含め

た学習指導を行い、基礎的・基本的な知識・技能

の定着等を図り学力を向上させる。 

[方法] 

１回の派遣を４時間までとし、小学校では週３

～６回、中学校では週２～６回とし、年間 35週

の派遣とする。 

[内容] 

①常級在籍の学力の定着に課題のある児童・生徒

への指導 

②授業において学習内容の定着を促すための指導 

③自学自習への支援 

 

【読書活動推進事業】 教育指導課 

１ 学校司書の活動 

27名の会計年度任用職員が学校司書として２

週に３日勤務した。全小学校と中学校８校へ配置

した。学校司書の主な業務は次のとおりである。 

①日常的な学校図書館の開館 

②学校図書館を活用した授業のサポート 

③学校図書館機能を考慮した環境整備 

④本の選書、注文、受け入れ、配架の補佐 

⑤ボランティアとの連絡窓口 

⑥児童生徒の図書委員会が行う活動のサポート 

今年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響

で、情報交換と研修を行う学校司書連絡会は、年

間で３回のみとなった。代わりに、学校図書館担

当が学校司書の勤務する学校図書館を訪問し、情

報交換と研修を行った。また、中央図書館との連

携研修は書面でのやりとりで実施した。 

 

２ 司書教諭研修講座 

今年度未実施 

 

３ 読書活動の推進  

４月 23日｢子ども読書の日｣に関する取組とし

ての「本を楽しもう展」（西コミュニティセンタ

ーで開催予定）は、中止となった。 

学校図書館研究会と協力して実施する「読書感

想文コンクール」「読書感想画コンクール」は、

例年より応募作品数は減ったものの予定通り行

い、年度末には「読書感想文・画集第 64号」に

その成果をまとめた。「読書感想画展」も会期を
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１日短縮したものの多くの児童生徒・保護者が来

場した。 

教員向けには、学校教育だよりで、コロナ禍に

おける読書指導の在り方について啓発を行った。 

 

４ 学校図書館ボランティアの養成 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、学校図

書館ボランティアの活動に制限の多い一年であっ

たが、各学校では、学校司書と共に日常の図書館

整備活動を行う中で、必要な知識や技能を伝達す

るなど資質の向上を図った。 

11月予定していた学校図書館ボランティア研

修講座は中止となった。 

 

【外国語活動】 教育指導課 

１ 外国語活動研修講座の開催 

外国語活動の指導に必要な知識・技能を身に付

ける選択研修として、平成 22 年度から開講して

いる。『ハッピータイム』に関わるワークショッ

プや今後の外国語教育を見据えた授業づくりに関

わる研修講座を全２回計画していたが、コロナウ

ィルス感染拡大防止を懸念し中止とした。 

 

２ 横須賀市標準カリキュラム 

『ハッピータイム』の提示 

小学校外国語活動の標準カリキュラムとして

『ハッピータイム』をイントラネット上に公開し

ている。外国語活動の教材である『Let's Try!』

に準拠したものであるとともに、横須賀市独自の

活動内容を踏まえたものとなっている。 

各小学校の児童の実態に合わせてカスタマイズ

することを推奨している。 

 

３ The 8th YOKOSUKA English Worldの開催 

市内の小学校５・６年生の希望者と外国語活動

の指導にあたっている ALTや FLT、またサリバン

ズスクールの児童が参加し、日頃の外国語活動の

成果を発揮する機会とするとともに、横須賀の子

ども達と米海軍基地内の子ども達の交流を深める

機会として同イベントを計画していたが、コロナ

ウィルス感染拡大防止を懸念し中止とした。 

 

４ 外国語活動アドバイザーの派遣 

各学校のそれぞれの状況や課題に応じた研修の

推進を図ることができるよう、外国語活動アドバ

イザーの派遣を行った。模擬授業の実施や授業内

容に関わるワークショップなどを通じて、外国語

活動の指導に必要な知識や技能等の向上を図っ

た。 

 

５ フロンティア研究委託「外国語教育の推

進」 

文部科学省研究委託を引き継ぎ、田戸小学校・

諏訪小学校・常葉中学校において、新学習指導要

領を見据えた教育課程の編成及び先進的な授業実

践を行い、文教大学 金森 強 教授の助言をもと

に研究を進めた。 

 

【学校支援員派遣事業】 支援教育課  

本事業は、教育研究所『指導力向上・学級改善

支援員派遣事業』を引き継いだ、平成 23年度か

らの実施事業である。４名体制で市立全小中学校

を担当する。 

１ 目的 

市内全小中学校の状況を把握し、管理職の相談

役や教員の資質・能力の向上を支援することによ

り、円滑な学校運営を図る。 

 

２ 業務内容 

・市内全小中学校を訪問し、授業研究や相談業務

を通して、各学校の状況把握に努める。 

・管理職の相談役となる。 

・管理職から要請のあった教員及び学級・学年を

対象として、教科指導や学級経営等の助言を通

して、教員の資質・能力の向上を図る。 

・必要に応じて、指導主事とともに保護者対応、

巡回相談、就学相談の業務を行う。 

 

３ 支援の状況 

（1）学校訪問回数（令和３年１月 18日現在） 

①小学校 ................... 317回 

②中学校 ................... 170回 

（2）支援内容（令和３年１月 18日現在） 

①授  業 .................. 455件 
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②児童生徒指導 .............. 57件 

③学級経営 ................. 343件 

④保護者対応 ................ 14件 

⑤教職員対応 ............... 145件 

⑥その他 .................... 62件 

 

４ 事業実績 

・管理職の相談役であることが定着してきた。 

・学校長からの要請に基づき、落ち着かない学

年・学級に関わり、落ち着きを取り戻すために

現在も対応中である。 

・今年度は、新型コロナウィルス感染症対策や保

護者対応など、緊急を要する学校において学校

長に助言する場面が増え、円滑な学校運営を支

援することができた。 

・今年度から中学校進学における学校選択制が廃

止されたことを受け、支援教育課窓口で保護者

対応することが増えた。保護者の希望を丁寧に

聴きながら適切な助言を行った。 

 

【学校教育賞】 教育研究所 

１ 学校教育賞の目的 

本市の学校教育賞の制度は、昭和 24年度から

実施されている。学校教育の発展振興を図るため

に設けられたもので、本年度で 71回目を迎え

た。 

より広く学校教育に関する研究成果を発信する

ために、研究論文を条件とする研究部門と、実践

報告的研究または企画提案を条件とする実践・企

画部門を設定した。 

なお、本事業は平成 25年度に総務課教育政策

担当から教育研究所に移管したものである。 

 

２ 今年度の応募状況 

研究部門、実践・企画部門ともに応募がなかっ

た。 

 

３ 今後の実施に関わる検討 

今年度の応募状況については、新型コロナウイ

ルス感染拡大への対応に多くの時間を費やすこと

になったため、やむを得ないと考える。しかしな

がら、学校教育の振興を図っていく上で、実践研

究を通した研究成果の発信は欠かせないものであ

る。幅広く応募いただくため、モチベーションを

高めるような工夫を検討をしていく。 
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 令和２年度 ｢学校教育だより」 

平成 23年度から教育委員会の組織を見直し、学校教育に重点を置いた学校教育部を設置した。そこ

で、教職員向け広報紙も、これまでの｢学校教育課だより（学校教育課発行）」と「月報（教育研究所

発行）」を統合して、新たに「学校教育だより」として発行している。平成 29年度から教育総務部総

務課教育政策担当から教育指導課の業務に移管された。 
 
 
 
 
 

◎主な頁のテーマと執筆者名（敬称略） 

４月 

(109号) 

１面： 巻頭言（高橋課長）・令和２年度（2020年度）の教科用図書採択に関わるお知らせ（新谷） 

２面： 令和２年度（2020年度） 指導の重点（石橋） 

３面： 教育研究所 理科センターの紹介（市下） 

４面： 新学習指導要領の全面実施に向けた「学習評価」について（新倉） 

５月 

(110号) 

１面： 巻頭言（富澤課長）・新型コロナウイルスにかかる休校期間の、子どもたちの心の様子はどうでしょうか。（萩原

淳） 

２面： 不登校対策の段階的な対応・指導・支援のパターンについて（吉村） 

３面： 『いじめ防止対策』 ～日頃から行う児童生徒への丁寧な指導・支援の大切さ～（松﨑） 

４面： 令和２年度 研修体系 ～学び続ける教師・高め合う学校のために～（山岸） 

６月 

(111号) 

１面： 巻頭言（山崎課長）・令和２年度 スキルアップ研修講座・パワーアップ研修講座（高瀬） 

２面： 情報活用能力について（新谷） 

３面： 「生活習慣」と「体のリズム」を大切に！～できそうなことから～（澤口） 

４面： 防災教育の充実を！（堀井） 

７月 

(112号) 

１面： 巻頭言（阿部所長）・新型コロナウイルス感染症を踏まえた熱中症予防～子どもの命を守るために（澤口） 

２面： 学び続ける教師・高め合う学校のために（岩久） 

８月 

(113号) 

１面： 巻頭言（三浦）・英語専科担当教員について（萩原幸） 

２面： 主権者教育のすすめ（直島） 

９月 

(114号) 

１面： 巻頭言（渡辺）・給食時間における食育について（野比東小 都甲）・学校の新しい生活様式と子ども達（小原台

小 保坂） 

２面： 横須賀市教育相談（佐埜） 

３面： 教職員のメンタルヘルス（心の健康）について（柴﨑） 

４面： 土曜科学教室（伊東） 

10月 

(115号) 

１面： 巻頭言（岸）・学校研究授業公開情報（黒澤） 

２面： 小中一貫教育のさらなる推進を目指して～今こそ「ねらい」「定義」を再確認し、「できること」「すべきこと」

から～（石橋） 

３面： 「本と出会う」「本を選べる」ということ（髙橋） 

４面：  成長期の今しかできないことを見逃さない！（木村） 

11月 

(116号) 

１面： 巻頭言（水島）・Just give it a try!Chromebook（伊東） 

２・３面： 教職員の働き方改革 

４面： 進め！プログラミング教育 実践編①小学校５年生算数 単元「多角形と円をくわしく調べよう」（新谷） 

12月 

(117号) 

１面： 巻頭言（平石）・生徒にとっても教師にとっても魅力ある学校づくり（池上中 橋詰） 

２面： 魅力ある学校づくり 調査研究事業（吉村） 

３面： Just give it a try!Chromebook 今後求められる活用方法 1人１台端末を活用した取り組みについて（渡邉） 

４面： 進め！プログラミング教育 実践編②小学校６年生理科 単元「電気と私たちのくらし」（新谷） 

１月 

(118号) 

１面： 巻頭言（宍戸）・令和２年度道徳教育連携・推進講座（直島・黒澤） 

２面： 横須賀 GIGAスクール構想（伊東） 

２月 

(119号) 

１面： 巻頭言（田山）・初任者研修・中堅教諭資質向上研修を終えて（大矢部中 佐藤・諏訪小 杉本） 

２面：教育課程編成＝各教科の時数の計画表？（新倉） 

３面： 「学びに向かう力」を育むための数学科における授業づくり―「振り返り」活動に着目した課題―（久里浜中 島

田） 

    プログラミング教育 －C分類から始める実践の重要性（田戸小 明石） 

４面： 新１年生がやってくる スタートカリキュラム ポイントをおさえて笑顔で新１年生をむかえよう！（渡辺）  

３月 

(120号) 

１面： 巻頭言（米持部長）・学び続ける教師 高め合う学校のために，1人１台端末の活用に向けて（小平） 

２面：教師として学びを止めない コロナ禍ですが、授業改善等の研究・研修に主体的に取り組みましょう（萩原淳） 

３面：「共生」社会へ 1人 1人が実践レベルの具体的取組を考える（橘） 

４面：健康の保持増進と体力の向上をめざして ～予防は治療に勝る～（澤口） 

 

【発 行 の 趣 旨】 学校教育に関する情報を教職員に発信し、意識の向上を図り、もって学校教育の教育力向上を目指す。 
【様     式】 カラー用紙Ａ３二つ折 ４面構成を基本とする。 
【対     象】 市立学校（幼・小・中・高・特）教職員を対象とする。 

【編集発行責任者】 学校教育部教育指導課 
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指定研究概要

本市教育委員会の指定研究は、本市における教育課題に対し、子ども達の学力保

障とともに具体的・実践的に課題解決を図る研究助成である。 

本年度の指定研究は、フロンティア研究助成（小学校６校、中学校６校、高等学

校〈全日制〉１校）、チャレンジ研究助成（Ａ-小学校 16 校、中学校０校、特別支

援学校２校、幼稚園２園／Ｂ-小学校 24 校、中学校 17 校、特別支援学校０校、高等

学校〈定時制〉１校）である。その他、魅力ある学校づくり調査研究事業２校

（小・中学校）、神奈川県人権教育研究委託校１校（小学校）、インクルーシブ教

育校内支援体制整備事業１校（小学校）、外国人英語教員活用研究拠点校５校（中

学校、高校）、体力つくり２校（小・中学校）、運動部活動モデル校１校（中学

校）となっている。 

 

魅力ある学校づくり調査研究事業 

池上中学校 

池上小中学校における、国立教育政策研究所委

託「魅力ある学校づくり調査研究事業」の取組が

本年度で２年目となる。 

「新たな不登校を生まない」をテーマに不登校

の未然防止を目的として年３回、児童生徒の意識

調査の結果を踏まえ、「居場所づくり」「絆づく

り」「授業づくり」の３つの視点で学校の取組を

見直している。 

前年度は小中合同での会議を持ち、それぞれの

学校での子ども達の様子や取組の情報交換をする

ことができ、「９年間で子ども達を育てる」とい

う意識を小中の教員で持つことができた。 

本年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観

点より、小中合同での会議を持つことができなか

ったが、今後も意識調査を活用し、生徒の声に耳

を傾け、取組の見直し計画・実行を続け、生徒に

とっても教師にとっても「魅力ある学校づくり」

を推進していきたい。 

 

魅力ある学校づくり調査研究事業 

池上小学校 

本年度は児童が主体的に取り組んでいるかに重

点を置いて取り組んだ。また学校全体での継続的

な取組に着目し、「Ｑ－Ｕ」を活用した。分布図

を使って、支援を要する子を客観的に捉えるとと

もに、クラスの集団の見立てを行い、ルールとリ

レーションの方向としてどちらに重きを置いた

SSE（Social Skills Education）を行うべきかを

話し合い実行に移した。その際に、子どもたちが

「主体的に取り組める」ことも頭に置いて考え

た。 

具体的な取組の例として、児童の主体的な姿を

写真に撮り、教師がコメントを添え、教室内に掲

示した。室内に掲示されることで、同じクラスの

友だちも見ることができる。教師や友だちに認め

られること（またその場面を見ること）で、主体

的に授業に参加しようという意欲が出た児童がい

た。また、主体的な姿を可視化することで、「主

体的」とはどんなことなのか、理解することがで

きた。 

今後の取組として、職員にアンケートを取り、

それをもとに子どもが安心できる「居場所づく

り」としての学校体制の見直しと強化を行ってい

きたい。 

 

神奈川県人権教育研究委託校 

浦郷小学校 

前年度に引き続き、テーマを「自分の思い・考

えを伝え、互いに認め合うことのできる児童の育

成」とし、浦郷小学校の教育理念である、「安

心・安全で居心地のよいほっとする空間」を目指

すために、①教職員が人権意識をしっかりと持

ち、日々の教育活動にあたる ②児童同士が円滑

な人間関係を形成するために、様々な合理的配慮

を行う ③フルインクルージョンを意識する の

３つの視点で研究を進めている。 

外部講師を招いての研修会では、「ユニバーサ

ルデザインの考えに基づく自尊感情を高める指導
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の在り方」（６月）「インクルーシブな学校づく

りに保護者が求めるもの」（８月）「ディスレク

シアの人が活きる社会に」（８月）「性の多様

性」（９月）について講演を聞き、意見交換を行

うことを通して、教職員の人権意識を高めること

ができた。 

児童の傾向を調査する全校アンケートでは、前

年度同様に自己肯定感の低さが見られ、今後も継

続的に取り組むことが重要と考えている。 

 

インクルーシブ教育校内支援体制整備事業 

公郷小学校 

令和元年度、令和２年度と神奈川県のインクル

ーシブ教育校内体制整備事業の指定校として小学

校におけるインクルーシブ教育の推進を図るため

に校内支援体制の整備を進めてきた。 

教育相談コーディネーターを中心とした校内支

援体制を整備するために、コーディネート業務に

当たる時間の確保を目的に後補充非常勤講師が配

置された。そのため教育相談コーディネーターの

授業時間を週 12時間以内にすることができた。 

教育相談コーディネーターは随時教室を巡回

し、授業観察や TT指導等を通して支援を要する

児童の把握や担任がとらえきれない児童情報の共

有等を積極的に図った。また、校内ケース会議等

において支援を要する児童の支援策を具現化する

ために必要な情報提供を行ったり、横須賀・湘南

三浦地域のインクルーシブ教育推進協議会へ出席

して得た情報の還元を行ったりした。もともと支

援教育を基盤にした授業づくりを進めていた本校

では、この事業を通して支援を要する児童へ組織

で関わることの整備を進められた。まだまだ、組

織的支援が日常化するような校内支援体制整備は

途上であるが、この２年間で積み上げてきたこと

を有効活用し、インクルーシブ教育の推進に引き

続き努めたい。 

 

 

 

 

 

体力つくり 

北下浦中学校 

「健康・体力向上を意識した生徒の意識改革の

ための工夫・改善」について、２年計画の２年目

の実践研究を進めた。本年度は、新型コロナウイ

ルス感染症の影響で、身体的な活動において制限

が様々あった。そのような中で、継続できる前年

度からの取組を精査し、実践した。 

主な取組実践は、次のとおりである。 

①臨時休校期間中、毎日の生活習慣の確認（臨時

休校期間が終わっても継続） 

②臨時休校期間中にできる範囲での運動推奨 

③昼休みの過ごし方の改善 

④保健体育科授業でのウォーミングアップの工夫 

「生活習慣の確認」は、毎日朝食を食べる・１

日 30分以上、体を動かす・定刻就寝起床を意識

した十分な睡眠時間の確保の三項目を実践した。

前年度は、長期休業期間だけの取組であったが、

毎日記録することで、一週間毎の振り返り記入欄

に具体的な反省及び次週で意識したいことなどの

記載が段々と増え、生徒の意識が大きく変容し

た。 

「臨時休校期間での運動推奨」は、ウォーキン

グやランニングを家族全員で行っていたり、生徒

個人が、室内で簡単にできる運動やストレッチン

グなどに取り組んだりする実践がみられた。 

「昼休みの過ごし方の改善」では、保健体育科

の授業ボール全てを貸し出し、短時間でも体を動

かせる環境づくりをすすめた。その結果、全校生

徒の約半数近くが、外遊びを行っていた。 

「ウォーミングアップの工夫」は、前年度の取

組を継続した。リズムジャンプトレーニングは、

一般的な体操より目的意識が高まり、笑顔を見せ

ながら体を動かしている生徒の姿が数多く見え

た。取組当初、ぎこちない動きをしていた生徒も

継続して実践してきたことで、リズムよくスムー

ズな動きに変容した。又、従来型の準備体操を行

わなかったから授業内での怪我が増えたというこ

とは無く、リズムジャンプトレーニングはウォー

ミングアップとして活用できると実証できた。 

本年度は、学習活動に対する制約もあり、十分

な研究取組が行えたとはいえないが、取組方法の
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改善・取組実践の継続をすることで、多くの生徒

の意識変容にはたらきかけることはできたと感じ

た。さらなるステップアップとしては、健康・体

力向上のために、より自主的・主体的に目的や目

標を持ちながら体を動かす生徒の育成を目指した

い。その結果、生涯にわたって運動やスポーツに

親しむことができるようになることを期待してい

る。 

 

体力つくり 

北下浦小学校 

研究題目は「健康教育～学習の土台作りとして

の体力・健康つくりを考える～」である。研究委

託を受けて２年目を迎え、前年の課題の解決と、

さらに充実した実践を行うことを目標に掲げてい

たが、今状況を踏まえ「目の前にある子どもたち

が抱える課題」と向き合うことを最優先に考え

「姿勢＆認知トレーニング」と「生活リズムの確

立」の２本柱を軸に取り組むこととなった。 

感染症対策によって児童の運動習慣や生活リズ

ムは大きな影響を受けた。特にゲームやスマホな

どの使用時間が増加傾向にあるので、児童が自身

の生活リズムを見直すきっかけとなることを意図

し、久里浜医療センター臨床心理士三原聡子先生

をお招きし「ゲーム・ネット依存」について出前

授業を実施した。 

また、「姿勢＆認知トレーニング」は、「目と

体の協調」と「ボディイメージ」がより明確に意

識できるように、ビジョントレーニングの取組の

一つ「まねっこ体操」をバージョンアップし、12

月から全校での取組を始めた。 

計画通りに進まないこともあったが、学校全体

で取組を継続し、内容をアップデートすることが

できたことは大きな成果であると感じている。 

 

運動部活動モデル校 

武山中学校 

研究テーマを「効率的で合理的な運動部活動を

目指して」と掲げ、２年間（令和元～２年度）の

研究を行っている。「部活動に係る活動方針」を

「本来生徒に必要な考え方が明文化された。」と

前向きに捉えることから取組を行っていたが、新

型コロナウイルス禍の中、当たり前であった部活

動が行えない日々が続いた。部活動の存在意義

や、勝利以外の部分での部活動の大切さを見直す

年となっている。本来であれば、怪我の予防のた

めにキネシオテーピングの講師を呼び生徒向けの

講習会や、前年度の研究からわかってきた柔軟性

不足について針灸やトレーナー養成の神奈川衛生

学園専門学校との連携を探っていた。再度緊急事

態宣言が出てしまったことを受け、神奈川衛生学

園専門学校との連携のみ２月下旬から３月にかけ

て行うこととなっている。本研究をきっかけに、

来年度以降も連携を続け、継続的に生徒がスポー

ツ障害の予防をしながら、生徒の生涯スポーツに

つながる取組としていきたい。 

 

外国人英語教員活用研究拠点校 

大矢部中学校 

本校は本年度初めて FLTを迎えた。 

授業においては、各学年で FLT主体の授業を週

１時間行っている。本校の実態に応じて「話すこ

と」と「書くこと」の２つに重きを置いて取り組

んだ。生徒達は、話す機会がより増えたことによ

り前年度と比べ話すことに抵抗がなくなったと感

じている。また、FLTは会話に近い表現を取り入

れることで生徒の興味を引いていた。「話すこ

と」と「書くこと」を同時に行うことで生徒達の

理解もより深まっている。 

また、英語科の授業以外では FLTによるお昼の

TV放送や道徳の時間での国際理解の授業なども

行った。お昼の放送では、体育祭、文化部発表会

や部活動などの様子をまとめ TV放送で紹介し

た。国際理解の授業では、電車の中や旅行の時な

ど日常の場面を用いて日本と海外の違いを伝え

た。 

今までになかった、お昼の TV放送や JTEには

難しい国際理解の授業は有益である。生徒達にと

って素晴らしい経験になっている。英語科として

最も大事な「話すこと」の能力が上がるのは大変

うれしく思う。今後も、FLTと協力し生徒達にと

って実りのあるように学校全体で取り組んでいき

たい。 
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外国人英語教員活用研究拠点校 

田浦中学校 

本年度は外国人英語教員の拠点校として FLTを

迎え、３年目となる。生徒や職員にとって、外国

人の先生とふれあう場面が多く、貴重な体験とな

っている。 

週４回のうち、１時間は、１～３年の全クラス

にて T1として授業を行い、サポートが必要な２

学年を中心に、T２としても多くの授業に入っ

た。また、FLTが評価者として CAテスト

（Communication Achievement Test)を年に２

回、全学年で行った。今年度は、JTEと FLTが連

携し、単元を見通した指導計画を考える時間を小

まめにとり、協力して授業を進めていくことがで

きた。愛情深く、生徒とのやりとりを大切にする

FLTの人柄や分かりやすい授業のおかげで、多く

の生徒が意欲的に英語学習に取り組めている。 

次年度以降の課題として、FLTが T2時におい

ての効果的な指導形態を模索していくことや、

JTEが主体となって CAテスト指導計画を作って

いくこと、また、言語活動の「自己表現活動」の

定着を目指した指導の工夫を、JTEと FLTとが連

携して行っていきたいと考える。 

 

外国人英語教員活用研究拠点校 

常葉中学校 

本校はフロンティア研究の３年目を迎え、テー

マである「外国語研究の推進」に取り組んでき

た。同時に FLTの活用も６年目を迎え、Native 

Speaker による、より実践的で高度な言語活用の

指導が定着している。 

FLTがＴ１として単独で指導計画から授業の実

施、評価を行うだけでなく、JTEと協力して生徒

とパフォーマンステストを行ったり、より

Authentic（本物の）な言語活用場面を設けるこ

とができた。生徒間のペアワークで培った思いや

考えを伝える力を、実際の Native Speakerに伝

えることで、達成感だけでなく新たな考えや学び

に出会う生徒の姿が見受けられた。単元等の目標

に対する指導や単元末の見取りにおいて、FLTの

特性を十分に生かした活用ができている。 

今後も FLT等の外国人英語教員を効率的に活用

し、生徒にとって豊かで実践的な言語活用の場を

築けるように模索していきたい。 

 

外国人英語教員活用研究拠点校 

野比中学校 

本校では FLTを迎え、本年度が最後の３年目と

なる。授業は２，３年生には TTで入り、１年生

では単独で少人数授業を行った。少人数授業で

は、年度初めはフォニクスを重点的に指導しても

らった。段階を追って繰り返し行ってきたので、

発音の仕方や母語にはない発音の仕方はかなり定

着してきたと感じる。現在でもフォニクスの訓練

は継続している。その後は JTEが新出文法を導入

し、FLTがその定着の度合いを見ながら独自に補

充活動を行う形をとってきた。単なるトレーニン

グだけでなく、３単元のｓのつけ方の違いなどの

細かな文法指導も再度 FLT が行ったので、習熟度

は高まったと感じる。 

また、前年度に引き続きお昼の時間に英語会話

の放送なども実施した。生徒たちのレベルに合わ

せながらも日常の授業ではあまり扱わないかなり

スピードのある英語も流し、リスニング力の向上

に役立った。校内の廊下や階段の壁に、アニメキ

ャラなどを使った英語クイズなどもたくさん掲示

した。特に、登下校時の昇降口での挨拶を始めと

して部活動や清掃活動など様々な場面で英語での

コミュニケーションを展開出来たことは、FLTな

らではの大きな成果であったと感じている。 

 

外国人英語教員活用研究拠点校 

横須賀総合高等学校 

何もかもが異例ずくめの中で始まった本年度の

教育活動であった。本校の FLTは、ピンチをチャ

ンスに変え、以下のような本校ならではの取組を

実践した。 

①休校期間中・授業中に Zoom、Google Meet機能

を活用したライブのオンライン授業を行った。

この授業により生徒は、一早くオンラインシス

テムに慣れるとともに、FLTも年度当初の生徒

の様子を把握することができた。 

②担当している全ての科目でディベートの取組を

行い英語でのコミュニケーション能力の向上に



 

- 56 - 

貢献した。感染症対策として、いわゆる３密を

避けるため、会場を普通教室から SEAホールに

移し、より臨場感のある取組を行うことができ

た。 

③ESS部の顧問として、タイの小学校との Skype

機能を活用した国際交流を継続した。 

④オンラインで英語での面接受験がある総合選抜

型の生徒への受験指導を行った。 

いずれの活動も、FLTと生徒との信頼関係を日

常的に築く関わりがあるからこそ、成り立ってい

るものである。FLTの活動をサポートし、生徒の

コミュニケーション能力向上を目指していく。 

 

支援教育 

｢資質・能力を育成するための授業改善｣ 

～生徒一人ひとりを大切にする支援教育～ 

大津中学校 

研究３年目となった今年度は、２年間の研究を

さらに進めるために、身につけた基礎基本の学力

を活用する授業づくりと、読解力を含む言語活動

を通して、「主体的に学びを深める生徒」を育て

ることに力を入れた。 

まず、資質・能力を育成するためには、教師

が、一人ひとりの生徒の活動を捉えられる力を身

につけることが必要である。そのために、「生徒

のことをきちんと理解して指導にあたる」という

支援教育の根本的な考え方を共有した。そして、

主体的に学びを深めるためには、授業の中に「発

言する、話し合う、他人の意見を聴く」といった

活動を組み込み、生徒が学びたいと思うような授

業づくりが必要であるとの認識から組織的に授業

研究に取り組んだ。また、授業を振り返る場面で

は、授業を通して生徒が「どのような力を身につ

けることができたのか」をメタ認知できるよう改

善した。生徒一人ひとりのことを理解した上で、

授業づくりを行うことにより、資質・能力を育成

することにつながった。 

 

 

 

 

学力向上 

自学自習の精神の確立 

～主体・対話的で深い学びを実現する授業改善～ 

横須賀総合高等学校 

本校では、横須賀市教育委員会より「学力向

上」に関わる研究委託を受けて、上記に掲げた研

究テーマを実現すべく、研究を進めている。本年

度は前代未聞の状況に見舞われ、学校は緊張感の

中でスタートしたが、学校再開後の授業改善の取

組は、計画を変更しながらも、焦点を絞り実践し

た。 

特に、本年度の授業改善の取組においては、

「対話的な学び」の充実が、更なる「主体的な学

び」につながるという前提のもと、生徒同士の対

話技術の向上を目指した研修会や、オンライン授

業を通じて、生徒の対面授業の技術の向上を図る

という内容の研修会を実施した。各自で取り組ん

できた授業実践は、年度末に「個人研究報告書」

にまとめ、教員間で共有を図り、研究を充実させ

た。 

研究の４年目にあたり、これまで全教員が一丸

となり、「その気にさせる教育実践」をキーワー

ドに、計画的に取組を実践してきたことの成果と

課題は、研究紀要に記し、研究の節目としたい。 

 

認め合い高め合う力の育成 

～主体的で対話的な深い学びをめざして～ 

岩戸中学校 

フロンティア研究最終年。コロナ禍の授業スタ

イルとして、一斉隊形で生徒の考えをつないだ

り、必要であれば４人グループ活動を取り入れ、

一人では解決できない課題でも生徒の考えをつな

いで解決していく方針で取り組んだ。また、授業

改善や同僚性の向上を目的として、年間１人１回

の研究授業を縮小しながらも行うことができた。

その度、スーパーバイザーである馬場英顕先生

（川崎学びの会顧問）や指導主事の先生方には多

くの指導助言をいただくことができた。また、昨

年度より取り入れている宍戸渉先生（東海大学非

常勤講師）によるメンタルトレーニングを通し

て、前向きな気持ちが行動や発言を変化させ、お

互いに認め合い高め合う関係づくりに取り組み、
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自己肯定感や自己有用感の向上を図った。 

昨年度から行っている生徒の学習アンケートか

ら、学年が上がるにつれてグループ学習が定着

し、グループ学習の良さを感じたり、学ぶことの

楽しさを感じたりしている生徒が増加した。ま

た、生徒指導事案も減少しており、成果が表れた

と感じている。しかし、低学力の生徒への支援の

手立てとして更に検討していく必要がある。 

この４年間携わっていただいた多くの先生方に

感謝を申し上げるとともに、今後これまでの取り

組みを土台に更なる研究を進めて行きたい。 

 

主体的・対話的で深い学び 

気付き、考え、表現する生活科・社会科の授業づくり 

小原台小学校 

本校は平成 30年度から生活科・社会科を中心

としたフロンティア研究に取り組んできた。 

昨年度末にスーパーバイザーの藤井千春教授

(早稲田大学)から「学習を通して子どもたちが学

びの楽しさを実感し、共有することで、資質・能

力の向上につながる。また、それが自ら進んで学

ぼうとする意識の醸成につながる。」という助言

を受け、本年度は「学習の広がりや深まりを追究

する子」を軸に授業づくりをすることをテーマに

掲げて実践研究を重ねた。 

①授業で掲示する学習課題に対して、児童が日

常生活につなげて思考するように促すとともに、

②対話を通して個々の授業の見方や考え方が広が

るように授業を進める。③授業の振り返りによっ

て、児童が自己の変容を実感できるような授業を

展開する。これらを基本に全職員が取組を進め

た。 

コロナ禍のため制約はあったが、全学年で授業

研究・協議に精力的に取り組むスタイルの定着と

いう形でも成果が表れた。これを今後の教育活動

につなげたいと考えている。 

 

 

 

 

 

教科等 道徳科 

「自分と向き合い、 

よりよく生きようとする子どもを育てる」 

～道徳科を通して、 

深い学びのための授業づくりを考える～ 

久里浜小学校 

本校では、平成 30年度から横須賀市教育委員

会より「教科等」の研究委託を受け「道徳科」の

研究を３年間行ってきた。 

今年度は最終年度であり本発表の年であった

が、コロナ禍のため、やむを得ず校内だけで研究

授業を行い、担当の黒澤正道指導主事よりご指導

ご助言をいただきながら研究を深めた。 

特に今年度は研究の焦点を絞り「本音を引き出

す問い返し」「比較を意識しやすい板書」と研究

の柱を設定し研究を行った。子どもたちが主体的

に考えたくなる問い返しや、思考の整理を促す板

書を目指すことにより子どもたちの思考の深まり

が見られた。 

３年間の研究の成果でもある「問い返し」や

「板書」のスキルは道徳科の授業だけでなく、他

教科等の授業においても生かされている。それに

よって、子どもたちもこの３年間で物事を深く考

える習慣ができた。また人に対して思いやりの気

持ちをもって接することが多くなってきたこと

は、道徳の研究によるものである。これらの研究

の成果は研究紀要で発信する。 

 

教科等 言語能力 

研究テーマ「自分の考えを豊かに表現し、 

進んで学び合う子の育成」 

船越小学校 

フロンティア研究４年計画の３年目として研究

を進めた。１・２年目は「言語能力」の育成を図

るため、国語科を通して研究を進めてきたが、今

年度は、授業研究を国語のみならず各教科等で進

めて、言語能力の育成、言語活動の充実を図っ

た。学習指導要領の「総則」に、言語能力の育成

は国語科を要とするが、各教科等の特質に応じた

言語活動を充実させ、学習の基盤となる資質・能

力を育むことをめざすこととあるように、各教科

等で研究授業を行った。全員が指導案を作成し研
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究授業を行って研究を深めた。 

指導主事、大学講師を招いた研修会では、言語

能力の高まりによりめざすのかを明確にするこ

と、授業論と言語論は別のものではなく、あれこ

れと児童が考える時「ことばが心を紡ぐ」という

ことを指導者はとらえておいた方がよいことなど

を助言いただいた。 

今後も、児童が、自らの思いや考えを伸び伸び

と表現し、進んで学び合うことができるよう、研

究を進めていく。 

 

教科等 授業改善 

『主体的・対話的で深い学びを 

視点とした授業づくり』 

長沢中学校 

昨年度に引き続き、フロンティア研究の２年目

となった今年度も、西留安雄先生にスーパーバイ

ザーをお願いし、生徒が主体的・対話的で深い学

びを実現するための新たな授業のスタイルの構築

を目指して取り組んだ。今年度は、新型コロナウ

イルス感染症の拡大の影響を受け授業の本格スタ

ートが６月末となったことや、西留先生にご指導

をいただく機会が制限されてしまったことなど、

研究そのものを進めていくことが非常に厳しい状

況であった。しかし、取り組めるものから、とい

う、共通認識のもとに学習リーダーが自ら授業を

進めていく授業の形を全体で確認し、教師が主体

となって教えるのではなく、生徒が自ら「学び方

をつかんでいく」ための授業のあり方について実

践的な取り組みを進めた。その一つに、授業の中

で使う板書グッズや流れをできるだけ揃えるこ

と。 

また、授業の中にできるだけ生徒が活動する場

面を入れていくことなど、少しずつであるが、形

になりつつある。しかし、教える主体者としての

教師からファシリテーターとしての教師へ意識を

変えていくことは難しく、今後の大きな課題とい

える。 

 

 

 

外国語教育の推進 

常葉中学校 

Is i important for you to study English? 

Why or why not? ３年生の１月のディスカッシ

ョンのトピックであり、学年末テストの表現問題

として出題する。外国語習得には時間がかかると

伝えてきた。しかし、現在、英語を覚えなくて

も、AI翻訳機に話しかければ、瞬時に訳語が音

声で伝えれられる。このことを踏まえ、なお、英

語学習が必要かを考え、英語で自分の考えを伝え

合った。 

「機械は言葉は訳せても気持ちは訳せない。そ

れではコミュニケーションと言えない」「直接話

した方が仲良くなれる」「将来は海外で暮らした

いから英語は必要」前向きな意見を多く聞けたこ

とにほっとしたと同時に、英語学習の目的を改め

て考えさせられた。 

学習指導要領に示された目標を達成すると共

に、争う前に分かり合う、憎しみ合う前に理解し

合おうとする。そんなコミュニケーション力を身

に付け、世界平和に貢献できる生徒を育てる。そ

れが常葉中英語科が目指す英語教育である。 

 

外国語教育の推進 

コミュニケーションを通して達成感を味わい、 

主体的に学ぼうとする児童の育成 

―児童の実態に合わせた授業展開の工夫― 

諏訪小学校 

常葉中・田戸小と３校で連携の視点を持ちなが

ら、３年目の研究に取り組んだ。本年度は、児童

がより主体的に学びに向かうことができるよう、

前年度までの研究で得た成果と課題をまとめた

「授業づくりで大切にしたい７つの視点」を軸に

授業を考え、４回の研究授業を行った。金森 強

教授（文教大学）には、３回の研究授業を見てい

ただき、それぞれの授業について多くのご助言を

いただいた。 

研究授業を通して、誰と何のためにコミュニケ

ーションをとるのか、学ぶ目的が感じられる授業

づくりが大切であること、よりよいコミュニケー

ションとなるよう相手の気持ちを考えて話を聞

き、自分の思いや考えを相手に伝えるために思い
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をどのようにのせるかについて教師が児童に気付

かせていく手立ての必要性を学んだ。７つの視点

を含め、本研究で得たことを教育活動全般に生か

し、今後も主体的に学ぼうとする姿や相手を意識

したコミュニケーションの在り方を大切にしなが

ら、授業をつくっていきたい。 

 

外国語教育の推進 

「主体的な関わりを通して、 

お互いに尊重し合える子」の育成 

～形成的評価を大切にし、振り返りを活かした 

外国語活動・外国語科の授業を目指して～ 

田戸小学校 

「横須賀市フロンティア研究委託」三年間のま

とめとなる今年度は、昨年度に引き続き上記のサ

ブテーマを掲げ研究に取り組んだ。 

臨時休業等の影響で、当初の計画通りに進める

ことはできなかったが、校内での公開授業を実施

し研究を深めることができた。 

本校では、「外国語はコミュニケーションを図

る素地・基礎となる資質・能力を育成すること」

を重視し、振り返りを活かした授業づくりについ

て子どもたちの姿から次のように整理した。 

①「つながり」でつくる年間計画及び単元計画 

各学年間と一年間のつながりを考えて指導計画

を作成し、授業づくりでは児童の状況を最重要視

した。また、指導計画を常に見直し、他教科等と

連携を図るなど、児童の主体的な学びにつなげる

ともに多くの学習効果が得られるよう努めた。 

②コミュニケーションのポイントの扱い方におけ

る留意点 

目的・状況・場面に応じた「アイコンタクト」

「クリアヴォイス」「ジェスチャー」「スマイ

ル」を考えることがコミュニケーションの質を向

上させることにつながるととらえ授業づくりを行

った。 

③ALTの活用 

指導の目標、担任の願いや児童の状況につい

て、学年間だけでなく ALTと共有することを授業

づくりにおいて大切にした。 

④限りある語彙における表現方法 

伝える相手によっては設定した言語材料外のも

のを使いたいという児童の欲求に対する対応など

は今後の課題である。 

 

プログラミング教育 

論理的思考力を育む授業の創造 

馬堀小学校 

フロンティア研究の２年目として、１年目に全

教職員で共通理解を図ったことから、研究テーマ

を「論理的思考力を育む授業の創造」へとさらに

焦点を絞り実践に向けて取組むこととした。 

本年度はコロナ禍の中であったが、授業実践に

向けて、改めて論理的思考力とプログラミング的

思考の関係性を考えるための教員研修を行い、研

究仮説を整理し「プログラミング的思考を意識し

た授業を展開することによって、プログラミング

の考え方を学び、活用できるようになるだろう。

そして、そのことが論理的思考力を育む授業の創

造にもつながるだろう。」とした。 

この仮説に基づき、プログラミング的思考を意

識した授業実践を進めた。発達段階に応じて、コ

ンピュータを活用しないアンプラグドの実践も取

り入れた。 

今後、前年度からの課題であった情報活用能力

との関連も考えながら、プログラミング的思考に

よる授業実践について系統的に整理していきた

い。 

 

評価の在り方 

衣笠中学校 

令和３年度から新学習指導要領の全面実施とな

る。各教科等の目標及び内容について、育成を目

指す資質・能力の三つの柱に沿って整理し、主体

的・対話的で深い学びの視点からの授業改善と、

学習評価の意義について、教師同士が共通の認識

を持つ必要がある。日々の授業の中で、生徒の学

習状況を評価するものが学習評価である。教師が

学習の成果を適切に捉え、生徒が自らの学びを振

り返り、次の学びへ向かうためには学習評価の在

り方が重要になることを改めて理解した。 

研究１年目の成果は、生徒の学習状況を的確に

捉えるためには、授業改善を図ることが必要であ

り、『目指す生徒の姿』と『生徒の実態』をリン
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クして考えることの重要性が明確になったことで

ある。今後の課題としては、評価計画の見直しが

挙げられる。教師間での共通理解を更に深めるた

めにも、新学習指導要領を読み込み、「指導と評

価の一体化」を意識していく必要がある。お互い

の実践を見合う時間を設け、「指導と評価の一体

化」や『指導に生かす評価』をさらに意識した授

業作りを目指し、研究を進めていく。 

 

カリキュラム開発 

浦賀中学校 

研究テーマを、「総合的な学習の時間を軸とし

たカリキュラム開発の研究」とした。本校は、今

まで４年間のフロンティア研究で防災教育を進め

てきた。その中で、継続性のある教育実践には、

学校全体のカリキュラムの見直しが重要であるこ

とがわかった。そこで、これまでの研究を更に進

め、３年間を通した太い幹を設定し、教育目標の

実現に迫るためのカリキュラム開発の研究をする

こととした。 

研究課題解決に向けた手立てとして 

①総合的な学習の時間の更なる充実と精選 

②カリキュラムのスリム化(スクラップ＆ビルド) 

③不易と流行の見極め（削れるものかどうか） 

④小中一貫教育の充実と物理的・精神的レベルの

共有化 

⑤中学校給食完全実施への対応と日課の工夫 

⑥道徳を含めた教科横断的カリキュラムの体系化 

⑦コミュニティースクールを考えた地域との協働 

⑧学校規模縮小に伴う校務分掌の見直し 

を行うこととし、研究をスタートさせた。 
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教育行事 

◎作詞作曲募集 

新型コロナウイルス感染症のため中止。 

 

◎子どものための音楽会 

よこすか芸術劇場を会場に、８月 17 日（土）

に開催される予定だったが、新型コロナウイルス

感染症のため中止となった。 

 

◎小学校芸術鑑賞会（５年生音楽） 

〔オーケストラ鑑賞会〕５年生対象 

７月６日：１回公演 ７月７日：２回公演 

今回で第 25回目の実施となる予定だったが、

新型コロナウイルス感染症のため中止となった。 

 

◎小学校芸術鑑賞会（６年生図画工作） 

〔小学生美術鑑賞会〕６年生対象 

図画工作科の指導における「豊かな情操を養う

鑑賞教育」の充実のために、横須賀美術館での美

術作品の鑑賞会を計画していたが、新型コロナウ

イルス感染症拡大防止の観点から、本年度は全て

中止となった。 

 

◎児童生徒書写作品展 

文化会館展示室を会場として実施予定（１月

22日～26日）だったが、緊急事態宣言の発出に

伴い急遽中止となった。 

展示予定だった作品を、各学校の校内展で展示

するよう指示し、教育委員会の賞状を送付した。 

 

◎小・中学校 学校文集 

小学校・中学校・特別支援学校の、校種・発達

の段階に応じたテーマにより、国語研究会の協力

を得て、第 89号を発行した。 

（小学校）新学習指導要領の「書くこと」の指

導事項にそって、国語授業で指導した作品を募集

した。国語研究会員 19名を審査員とし、応募作

品 356点の中から 53作品を入選作品として文集

に掲載した。 

（中学校）国語研究会「書くこと」部会の教員

を編集委員とし、「書くこと」の授業で生まれた 

 

作品 116点を掲載した。創作詩歌、随筆、意見

文、批評文など文種は多岐にわたり、編集委員に

よる評を添えて発行した。 

 

◎読書感想文・画募集 

読書感想文コンクールは、本年度で 66回目を

迎え、各学校種に応じ、自由・課題の２つの部門

で募集した。小学校 873点、中学校 156点の計

1,029点の応募があり、横須賀地区審査会には学

校代表 148点が出品された。その中から、「優秀

賞」12点（小学校 10点、中学校２点）、「優良

賞」20点（小学校 18点、中学校２点）を選出

し、県コンクールへ応募した。 

読書感想画コンクールは、小学校 42校、中学

校４校の応募があった。小学校では教育課程の一

部として、中学校では主に部活動等、課外活動に

おいて、合計 14,154人が取り組んだ。 

横須賀地区審査会での入賞作品 505点は「第

31回読書感想画展」で展示した。令和３年１月

９日から 11日までの３日間（緊急事態宣言発出

に伴い、一日短縮）、文化会館第１ギャラリーを

会場として実施した。期間中は約 2,000名が来場

した。 

年度末には成果を「読書感想文・画集第 64

号」にまとめ、各学校に配布した。 

 

◎児童生徒造形作品展・造形教育研究発表会 

第 73回展は、横須賀美術館で１月９日～１月

25日の開催予定であったが、新型コロナウイル

ス感染症に関する緊急事態宣言を受けて、１月９

日～１月 11日の３日間限定開催となった。「豊

かな心を育てる造形教育―子どもによりそい、お

もいをかたちに～であう・あじわう・つくりだす

～」をテーマに、幼・小・中・高・ろう・養護学

校の子どもたちの作品約 2,800 点を展示した。

会期中の美術館の観覧者数は市民、保護者と子ど

も合わせて約 7,200 人。会期を大幅に削減した

ため、横須賀美術館ホームページにて展示風景

（出品作品）を２月 28日まで掲載した。 

また、会期中には研究発表会および講演会も予
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定されていたが、本年度は中止とした。 

 

◎中学校リーダースキャンプ 

令和２年度のリーダースキャンプは８月５日～

６日の２日間の通い日程で神明中学校を会場とし

て横須賀市中学校生徒会役員を中心に 200名の生

徒が参加する予定であったが、コロナウィルス感

染拡大防止を懸念し中止とした。 

代表校からの基調提案をもとに、７つの分散会

に分かれ、課題解決に向けて分散会のテーマごと

に意見交換を行い、分散会で話し合われたことを

発表し合うことで、情報を共有し各学校での実践

に役立て、リーダーとしての在り方を考えるきっ

かけとするため、来年度以降の再実施を検討して

いる。 

 

◎中学生主張大会 

教育委員会主催である「中学生の主張大会」

を、本年度は令和２年 10月 10日（土）に、横須

賀総合高等学校 SEAホールで行う予定であった

が、コロナウィルス感染拡大を懸念し中止とし

た。市内中学校の代表生徒による主張発表を通し

て、自らの考えを発表したり、様々な考えを知っ

て自分の考えを深めたりすることを目的としてい

る。 

特別活動研究会と生徒会指導研究会主催の「主

張の会」との隔年開催のため、次年度は「主張の

会」となる。 

 

◎中学校演劇発表会 

第 37回横須賀市中学校演劇発表会が市内６校

の参加で 10月 11日(日)に実施された。観客の入

れ替えや消毒等の感染症対策、はまゆう会館から

大津中学校体育館への会場変更、２日間から１日

間への日程変更など、例年にはない形式での開催

となった。 

各校の日頃の練習の成果が十分に発揮され、ど

の学校の発表も完成度の高いものになった。演技

力ばかりでなく、その舞台効果や舞台美術につい

てもレベルの高いもので、各校のチームワークの

良さが感じられた。 

最優秀賞には、久里浜中学校の「さよなら小宮

くん」が選ばれ、第 58回神奈川県中学校演劇発

表会に横須賀地区の代表として出場し、青少年セ

ンター館長賞／県中学校文化連盟会長賞を受賞し

た。 

 

◎第 69 回中学校総合体育大会 

４月 18日（土）に横須賀市総合体育会館メイ

ンアリーナにおいて、「一瞬の創造を一生の歴史

へ」のスローガンのもと、総合開会式を予定して

いたが、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、中止となった。 

各競技大会は、陸上競技、駅伝競走競技のみの

実施となった。 

 

◎第 45回小学校児童相撲大会 

５月９日（土）に横須賀市総合体育会館メイン

アリーナにおいて、開催を予定していたが、新型

コロナウイルス感染症の影響により、中止となっ

た。 

 

◎中学校スポーツ技術講習会 

市中体連と協力し、前期（バドミントン）・後

期（サッカー）の２回開催予定であったが、前期

は、新型コロナウイルス感染症の影響により、中

止となった。 

後期は 12月 12日（土）に佐原二丁目公園サッ

カー場において、公益財団法人日本サッカー協会

影山 雅永 氏を講師としてお招きし、市内中学

校の指導者と各校の代表生徒 25人が指導を受け

た。技術向上に必要な基本動作とともに、スポー

ツに取り組む姿勢の大切さなど、多くのことをご

教授いただいた。 

 

◎第 52回小学校児童陸上記録大会 

11月 14日（土）に不入斗公園陸上競技場にお

いて、開催を予定していたが、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、中止となった。 

 

◎第 38回表現運動・ダンス発表会 

11月 28日（土）に横須賀市総合体育会館メイ

ンアリーナにおいて、開催を予定していたが、新

型コロナウイルス感染症の影響により、中止とな
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った。 

 

◎中学校駅伝競走大会 

10月 17日（土）に国道 16 号馬堀海岸区間コ

ース（馬堀海岸３丁目東～大津漁港前）におい

て、第 71回市中学校男子駅伝競走大会及び第 37

回中学校女子駅伝競走大会の開催を予定していた

が、新型コロナウイルス感染症の影響により、不

入斗公園陸上競技場に会場を変更し、タイムレー

スでの開催となった。全市立中学校 23校に横須

賀学院中学校を加えた男女各 24校が参加し、無

観客での開催となったが、仲間の熱い声援を受け

ながら一生懸命走る姿が見られた。 

男子は横須賀学院中学校が優勝を果たし、池上

中学校、大津中学校がそれぞれ２位、３位に入賞

した。 

女子は久里浜中学校が優勝を果たし、大津中学

校、追浜中学校がそれぞれ２位、３位に入賞し

た。 

 

◎第 54回小学校児童ボール運動大会 

12月２日（水）に市立小学校のグラウンド及

び体育館を会場にして、開催を予定していたが、

新型コロナウイルス感染症の影響により、中止と

なった。 
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国 市 教育研究所 

 4.1  小学校で新学習指導要領の全面実施

がスタート。ただし、学校現場は新型

コロナウイルスによる感染症拡大の防

止（以下、感染防止）のため新学期ま

で全国一斉休業中 

    低所得世帯の学生の大学授業料や入

学金を減免する「高等教育の修学支援

新制度」が始まる 

4.7     安倍首相、新型コロナウイルスの感染

拡大を受け、東京、大阪など 7都府県

を対象に緊急事態宣言（5月 6日まで

の 1か月間）を発出 

    文科省、政府の緊急事態宣言を受け

て、学校の臨時休業ガイドラインを改

訂。教員の在宅勤務や時差出勤などを

盛り込む 

    政府、感染防止に向けた緊急経済対策

と 2020年度補正予算案を閣議決定。小

中学校に「1人 1台」端末を整備する

「GIGAスクール構想」の 23年度から

20年度への前倒しなど文科省関連で

2763億円を計上 

4.10  文科省、休校長期化を受けて、プリン

トなどによる家庭学習を成績評価の対

象にすることも可能と都道府県教委な

どに通知 

    文科省、全国の小中高校などの児童生

徒と教職員に対して、布製マスクの無

償配布を発表 

4.17  文科省、緊急事態宣言の全国拡大を受

けて、実施を延期されていた 20年度の

「全国学力・学習状況調査」の中止を

正式に決定。「全国体力・運動能力、運

動習慣等調査」も中止に 

4.20  政府、20年度補正予算案の組み替え

を決定。新たに、国民 1人当たり一律

10万円の支給を盛り込む 

    政府の緊急事態宣言の全国拡大を受

けて、都道府県立学校は岩手、和歌山

を除く 45都道府県で全校休業に。文科

省まとめ 

4.21  臨時休業実施中の 1213自治体のう

ち、同時双方向型オンライン指導によ

る家庭学習を実施するとしたのは 5％

（16日時点）。文科省調査で判明 

    文科省、学校再開後の補習などの学習

支援に退職教員を積極的に活用するよ

う求める事務連絡を、都道府県教委な

どに発出。同時に退職教員への協力要

請をホームページに掲載 

4.23  経団連の中西会長、新型コロナウイル

ス感染拡大により、来年 3月卒業者に

対して入社時期繰り下げなど柔軟な対

応をすべきとの考えを表明 

    緊急事態宣言の全国拡大を受けて、国

公私立小中高校などの 91％（22日現

在）が休業に。文科省まとめ 

4.26  全国高校体育連盟（高体連）、8月開

催予定の全国高校総合体育大会（イン

ターハイ）の中止を決定。インターハ

イの中止は初めて 

4.28  感染防止のための休業を受けて、教科

書などの著作物を個別の許諾なしにオ

ンライン授業で使えるようにする改正

4. 1 横須賀市教育委員会事務局人事異動 

 教育総務部教育政策課長 岸岳 子ども育成部保 

 育課長へ  

 後任に、福祉部福祉総務課長 古谷久乃 着任 

 学校管理課長 河島知博 総務部会計課長へ 

 後任に、二見裕 税務部資産税課長 着任 

 教職員課長 金子美夕貴 粟田小学校校長へ  

 後任に、教職員課主査指導主事 平石拓 着任  

 保健体育課長 鎌原徳宗 池上小学校校長へ  

 後任に、教育研究所長 山崎亨 着任 

 美術館運営課長 菅野智 税務部資産税課長へ 

 後任に、文化スポーツ観光部プロモーション担当 

 課長 岡本剛彦 着任 

 教育研究所長 山崎亨 学校教育部保健体育課長 

 へ  

 後任に、教育研究所非常勤職員 阿部優子 着任 

  

 教育政策課主査指導主事 太田泰義 横須賀総合 

 高校教頭へ 

 支援教育課主査指導主事 小泉姿子 大矢部小 

 学校教頭へ 

 支援教育課主査指導主事 諸田英久 池上中学校 

 教頭へ 

 保健体育課主査指導主事 小田耕生 城北小学校 

 教頭へ 

 教育研究所主査指導主事 杉戸美和 汐入小学校 

 教頭へ 

 教育指導課主査指導主事 内田貴雄 教育政策課 

 主査指導主事へ 

 教育研究所指導主事 小日向真、高橋あずみ、 

 教育指導課主査指導主事へ  

 教育研究所指導主事 澤口琢 保健体育課主査指 

 導主事へ 

 教育研究所指導主事 市下啓嗣、伊東誠司、田山 

 雅也、教育研究所主査指導主事へ 

  

 教職員課指導主事に、岩戸中学校総括教諭 柴崎 

 大輔 着任 

 教育指導課指導主事に、浦郷小学校総括教諭 宍戸 

 良子 着任 

 支援教育課指導主事に、市立養護学校総括教諭 

  三浦千夏、池上小学校総括教諭 吉村鉄平、 

 久里浜中学校教諭 水島和正 着任 

 教育研究所指導主事に、横須賀総合高校副校長 渡 

 邉雅人、教諭 岩久玲子、公郷中学校教諭 高瀬鉄 

 平着任 

   

 

4.1 横須賀市教育委員会事務局人事異動 

 教育総務部長 志村恭一 子ども育成部長へ 

 後任に、文化スポーツ観光部文化振興課長 佐々 

 木暢行 着任   

 博物館運営課長 高木厚 文化スポーツ観光部  

 文化振興課長へ。後任に、教育総務部生涯学習課 

 長補佐 高橋直人 着任 

   

  

4.1  辞令交付 （規模を縮小して実施）相談教室・ 

  相談員辞令交付式 

4.2 学級編制説明会 学校司書辞令交付式・研修 

  相談教室担任・支援員辞令交付式 

   日本語指導員・学校生活適応指導員辞令交付式  

4.3  学年始休業終了 

     ふれあい相談員・登校支援相談員辞令交付式   

4．1 横須賀市教育研究所人事異動 

 教育研究所長 山崎亨 教育委員会事務局保 

 健体育課長へ  

 後任に、阿部優子 着任 

 教育研究所主査指導主事 杉戸美和 汐入小 

 学校教頭へ  

 後任に、小平功一郎 

 指導主事 小日向真 教育指導課へ 

 主査指導主事 澤口琢 保健体育課へ 

 公郷中学校から 指導主事 高瀬鉄平 着任 

 総合高校から 指導主事 岩久玲子 着任 

 総合高校から 指導主事 渡邉雅人 着任 

 教育研究所係長 小和瀬尚 市民生活課へ 

 後任に政策推進部都市政策研究所から 中村 

 洋介 着任 

 教育政策課長 岸岳 子ども育成部保育課長 

 へ 

 後任に、福祉部福祉総務課から 古谷久乃 

 着任 

 システム室主任 大塚雅之 税務部資産税課 

 へ 

 後任に、教育推進部情報政策課から 小牧武 

 史 着任 

 会計年度任用職員 小曽戸聡 退任  

 後任に、八木田実 着任 

 会計年度職員 鈴木真人 退任  

 後任に、長島智仁 着任 

 会計年度職員 阿部優子 退任 

 会計年度職員 雑賀奈津子 退任  

 後任に、大橋尚美 着任 

 長期研究員 明石翔太（田戸小学校） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 3 初任者研修拠点校指導教員研修講座① 

   初任者研修校内指導員研修講座① 

   →資料送付 

教育年表 
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著作権法が施行 

    日本中学校体育連盟、8月開催予定の

全国中学校体育大会の中止を決定 

4.29  安倍首相、9月入学・新学期の導入に

ついて、「大きな変化がある中で、前広

にさまざなな選択肢を検討していきた

い」と衆院予算委員会で答弁 

4.30  安倍首相、5月 6日に期限を迎える緊

急事態宣言を延長する意向を表明。休

業さらに長期化へ 

    GIGAスクール構想の経費など盛り込

んだ 20年度補正予算が参院本会議で

賛成多数により可決・成立 

 

 

5.1  文科省、学校の段階的な再開に向けた

ガイドラインの改訂を、都道府県教委

などに通知。感染防止のため、小学校

1、6年生、中学校 3年生、高校 3年生

を優先した分散登校、音楽、体育など

の実技や運動会などの学校行事の自粛

を要請 

    教員免許取得のための教育実習（3～4

週間程度）の単位を大学の授業で代替

し、実習期間を 2週間程度に短縮可能

にする特例措置を、全国の大学と都道

府県教委などに通知 

5.4  安倍首相、感染防止の緊急事態宣言（4

月 7日～5月 6日）を 5月 31日まで延

長すると表明。新型コロナの時代を生

きる「新しい生活様式」を訴える 

    15歳未満の子どもの人口は 1512万人

（4月 1日時点）で 39年連続の減少。

総務省の人口推計 

5.13  文科省、学校の休業長期化を受け、来

春の高校入試の出題範囲を配慮、工夫

するよう、都道府県教委などに要請 

5.14  文科省、感染防止による部活動大会や

各種検定試験の中止を受け、それらの

結果を利用する総合型選抜（旧 AO入

試）、学校推薦型選抜（旧推薦入試）に

おいて配慮、工夫するよう求めること

を国公私立大学などに通知 

    政府、茨城や愛知など 39県を、緊急

事態宣言の対象から解除することを決

定 

5.15  文科省、学校の休業長期化による学習

の遅れを、複数年度にわたって解消す

ることを認める特例処置を、全国の教

員などに通知 

5.19  政府、感染拡大でアルバイト収入を絶

たれ、経済的に困窮する大学生らに 1

人 10万～20万円を給付することを閣

議決定 

5.20  日本高校野球連盟、8月 10日開催予

定だった第 102回全国高校野球選手権

大会の中止を決定。戦時中を除けば、

春夏大会の連続中止は初めて 

5.22  文科省、3段階の感染レベルごとに、

学校の対応を示した衛生管理マニュア

ル「学校の新しい生活様式」を都道府

県教委などに通知 

5.25  政府、東京都など 5都道県の緊急事態

宣言の解除を決定。緊急事態宣言の全

面解除で、６月から学校再開へ 

    政府、20年度第 2次補正予算案を閣

4.6  始業式・入学式（小・中・ろう・養） 

    始業式（高校） 

4.7  全国一斉休業 入学式（高校）中学校校長会 

4.8  教科総会 始業式・入園式（幼） 

4.9  給食開始 学校給食事務説明会  

      中学校体育連盟総会・専門部会 

4.10 教科用図書事務担当者会①  

   就学前教育と小学校教育の連携研修講座① 

   市立学校合同体育・保健体育科担当者会 

   学校体育指導員委嘱式 

4.13  横須賀市学習状況調査（実施期間 13～21日） 

4.14 ことばやきこえの調査説明会 

4.15 教科外総会   

   スクールカウンセラー連絡協議会① 

4.16 全国学力・学習状況調査 

      市立学校長会議 

4.17  生徒指導担当者研修講座① 小学校校長会 

      教科指導員委嘱式  

4.18 第 69回中学校総合体育大会総合開会式 

 

4.20 インクルーシブ教育実践推進校に係る中・高 

      進路相談連絡会  

4.22 学校司書派遣校連絡会①  

   支援教育コーディネーター連絡会①  

   学校授業改善のための中核教員研修①     

4.23  人事評価システム研修（新任教頭①） 

   児童指導担当者研修講座①         

4.24 人事評価システム研修（新任校長） 

 

4.27  人事評価システム研修（新任教頭②）  

 

 

5.1  小学校音楽担当者会 

5.7  中学校校長会 

5.8  心配蘇生法実技研修講座  

      小学校国語担当者会  

   進路事務担当者会①  

5.9   中学校演劇発表会実技研修会 1日目 

   第 45回小学校児童相撲大会 

5.10  中学校演劇発表会実技研修会 2日目 

 

 

5.13 学校・教育委員会合同防災訓練（午後） 

    防災教育担当者会 

   小学校外国語教育推進研修講座① 

5.14 生徒指導担当者研修講座② 

   第 108回神奈川県公立小学校長会定期総会 

5.15 特別支援学級新担任者研修講座① 

   神奈川県公立中学校定期総会（大和市） 

   学校水泳プール運営管理・安全指導説明会 

5.19 学習評価説明会（小） 

 

 

 

5.20 横須賀市学校保健会定期総会  

   国際教室担当者連絡会① 

 

 

 

 

 

 

5.25 新任教頭研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.14  初任者研修講座①（開講式）→机上研修 

4.15  10期教師塾 →書面開催 

 

 

 

4.17 新任教頭研修講座① →机上研修 

 

 

 

 

4.21 中堅教諭等資質向上研修講座① 

   →机上研修 

 

 

 

 

 

4.24  教職 5年経験者研修講座① →机上研修 

 

 

4.28  教職 6年経験者研修講座① →机上研修 

 

5.1  理科基礎技術研修講座① 

 

5.8 教職 1年経験者研修講座① →机上研修 

     学校情報化推進部会 1-① →書面会議 

   学校情報化推進部会Ⅱ-① →書面会議 

 

 

 

5.12 教育研究所運営に関する懇話会① 

                →書面会議 

     教職 2年経験者研修講座① →机上研修 

5.13 学校運営研修講座①   

   理科基礎技術研修講座② 

 

 

5.15 学校情報化推進部会Ⅲ-① →書面会議 

 

 

5.19   初任者研修講座② →机上研修 

 

 

 

5.20 臨時的任用職員研修講座① 

   理科基礎技術研修講座③ 

   10期教師塾⑧ →個別対応 

      パワーアップ研修講座（達人①・外国語） 

5.22 学校情報化推進部会Ⅴ-① →書面会議 

 

 

 

5.25 初任教頭研修講座② →机上研修 

5.26 初任者研修拠点校指導教員研修講座②    
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議決定。休業長期化による学習の遅れ

回復のため、学習指導員やスクールサ

ポートスタッフなど約 8万 5000人を、

学校に追加配置 

5.29  萩生田文科相、学校の休業長期化を受

け、来春の大学入試の日程や出題範囲

を見直す検討を始めたことを記者会見

で明らかに 

    経団連と大学代表による産学協議会、

小中高校の 9月入学導入は慎重に検討

すべきだが、大学は自主的に導入すべ

きだとの見解を発表 

 

 

6.1   新型コロナウイルス感染防止のため

休業していた全国の小中高校などが約

3か月ぶりに再開 

6.3   文科省、緊急事態宣言解除により、小

中学校の 99％、高校の 96％（6月 1日

時点）が再開したと発表 

6.5   文科省、長期の休業による学習の遅れ

回復に向けた「『学びの保障』総合対策

パッケージ」を公表。学習活動の重点

化、学習内容の一部を家庭学習で対応

するなどの方策示す 

    文科省、コロナ禍を受けて、20、21

両年度の教員免許の更新期限を、2年

間延長可能とすることを都道府県教育

委員会などに通知 

6.11  厚労省、コロナ禍による高校の休業長

期化を受け、来春の高卒就職予定者の

採用選考開始日を 9月 16日から 10月

16日に繰り下げると発表 

6.12  コロナ禍による学校の休業長期化を

受け、学習指導員の追加配置の経費な

どを盛り込んだ20年度第2次補正予算

が参院本会議で可決・成立 

6.15  安倍首相、9月入学制を教育再生実行

会議で引き続き検討する考えを表明 

6.18  自治体が支出した教育予算は 15兆

9716億円で、2年ぶりマイナスに。文

科省の 18年度地方教育費調査 

6.19  文科省、21年度「大学入学者選抜実

施要項」を発表。コロナ禍による学習

の遅れを受け、共通テストは、第 1日

程（1月 16、17日）、第 2日程（1月

30、31日）、特例追試（2月 13、14日）

の三段構えに。各大学の個別入試日程

は予定通り 

    政府、国立大の資金調達のため、「大

学債」の発行要件を緩和する関連法令

改正を閣議決定 

6．23  政府、日本語教育の推進に関する基本

方針を閣議決定。外国籍不就学児への

対応などを明記 

6.24  文科省の有識者会議、緊急連絡手段に

限るなどの条件付きで中学校への携帯

電話持ち込みを容認する方針を了承。

小学校は、従来通り原則禁止に 

6.30  萩生田文科相、北海道大学の学長をパ

ワハラなどの不適切行為を理由に解任

したと発表。国立大法人化後の学長解

任は初めて 

 

 

 

5.27 小中一貫教育に関する日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3  特別支援学級担当者会①（理事のみ） 

    体育科・保健体育科指導法講座 

6.4  神奈川県中学校生徒指導担当教員研修講座 

 

 

6.9  学校評価担当者会 

6.10  教科用図書事務担当者会② 

   食育担当者会 

     就学前教育と小学校教育の連携研修講座② 

 

 

 

6.11  生徒指導担当者研修講座③ 

   関東甲信越地区小学校長研究協議会茨城大会   

   （～12日） 

 

6.12 支援教育コーディネーター連絡会② 

6.13 中学校スポーツ技術講習会（前期「バドミン

トン」） 

 

 

6.17 横須賀市小（教科）・中（道・教科外）学校教

育課程研究会 1日目 

6.18 関東甲信越地区中学校長会研究協議会神奈川

大会（横浜市）（～19日） 

6.19 中学校修学旅行（～6月 5日） 

   就学時健康診断事務説明会 学校事務職員

（事務主査）研修講座 

 

 

 

 

 

 

 

6.23 高等学校（定時制）修学旅行 

 

 

6.24 横須賀市小（道・教科外）・中（教科）学校教

育課程研究会 1日目 

6.25 よい歯の図画・ポスター及び標語コンクール

審査会 

6.26 学校図書館担当者会  

   神奈川県小学校児童指導担当教員研修講座 

学校事務職員（主任事務主事）研修講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

6.2  初任者研修講座③-1 →机上研修 

    学校情報化推進部会Ⅱ-② →書面会議 

6.3 教職 5年経験者研修講座② →机上研修 

   ICT担当者会① 

6.4 副校長・教頭研修講座① →机上研修 

6.5 教職 6年経験者研修講座② →机上研修 

   学校情報化推進部会Ⅰ-② 

6.9 初任者研修講座③-2 →机上研修 

6.10 第 10期教師塾⑨ →書面開催 

   臨時的任用職員研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.12 パワーアップ研修講座（理科①） 

   教科書展示会（～26日） 

 

 

6.16 初任者研修拠点校指導教員研修講座③ 

   初任者研修校内指導員研修講座② 

 

 

 

6.19 学校情報化推進部会Ⅴ-② →書面会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.23 学校運営研修講座② 

  

 

 

 

 

 

6.26 パワーアップ研修講座（達人②・理科） 

 

6.30 初任者研修講座④ →机上研修 
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7.1   政府の有識者懇談会、出生率向上のた

め、男性の育児休業の取得義務化を盛

り込んだ報告書をまとめる。 

7.2   文科省、学校の働き方改革のため、教

員に 1年単位の変形労働時間制を導入

する省令案を中央教育審議会初等中等

教育分科会に示す 

7.10  文科省、21年度の全国学力・学習状

況調査（全国学力テスト）を当初予定

より約 1か月繰り下げ、5月 27日に実

施すると発表 

7.13  国立大学協会、21年度の国立大個別

試験の実施要項を発表。新型コロナ対

応で、3月 22日の「追試験」を新たに

設定。長期休業による学習の遅れへの

配慮も要請 

7.15  文科省、19年度「英語教育実施状況

調査」の結果を公表。政府目標の英検

3級相当以上の中学校 3年生の割合は

44.0％、英検準 2級相当以上の高校 3

年生は 43.6％にとどまる 

7.17  中教審のワーキンググループ、現行の

高校普通科を再編、新たに「学際融合

（仮称）」と「地域探究（同）」の 2学

科を加えるとする案を「新しい時代の

初等中等教育の在り方特別部会」に報

告 

    文科省、1年単位の変形労働時間制を

教員に適用するための省令改正を告示 

    政府、オンライン教育の推進などを盛

り込んだ「経済財政運営と改革の基本

方針 2020」（骨太の方針）を閣議決定 

7.20  政府の教育再生実行会議、「ポストコ

ロナ期における新たな学び」をテーマ

に、オンライン教育の推進や「9月入

学」などの議論を開始 

7.22   萩生田文科相、衆院文部科学委員会の

答弁で、児童生徒へのわいせつ行為に

より教員免許が失効しても、3年後に

再取得できる現行教員免許法を改正す

る意向を表明 

    萩生田文科相、大学入試の調査書を電

子化する「ジャパン eポートフォリオ」

事業を委託されていた一般社団法人

「教育情報管理機構」の運営許可を取

り消す方針を表明 

7.28  文科省、学校の設置管理や教職員人事

などを話し合う教育委員会議につい

て、オンライン開催も可能とする通知

を都道府県教委などに発出 

7.31  文科省、原則禁止となっている中学校

へのスマートフォンなど携帯電話の持

ち込みを登下校中の安全確認に限るな

どの条件付きで認めると、都道府県教

委などに通知。小学校は、やむを得な

い事情がある場合のみ例外的に認める 

 

 

8.4   萩生田文科相、新型コロナウイルス感

染症による「三密」回避のため、2021

年度からの少人数学級の段階的実施を

検討すると表明 

8.5  日本の人口は 1億 2427万 1318人（1

月 1日時点）で 11年連続の減少、外国

人は 286万 6715人で過去最高。総務省

の人口動態調査 

7.1 特別支援学級新担任者研修講座② 

 

 

 

 

 

 

7.4 不登校をともに考える会～ハートフルフォー

ラム～ 

7.6 小学校 5年生芸術鑑賞会  

   小学校長会 中学校長会 

7.7 小学校 5年生芸術鑑賞会    

 

7.9  生徒指導担当者研修講座④  

   児童指導担当者研修講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.21  夏季休業開始 

    応急手当普及員再講習会① 

    学校司書研修講座 

    支援教育研修講座② 

    学校水泳指導法研修講座① 

    道徳教育研修講座 

    社会科研修講座 

7.22  学校水泳指導法研修講座② 

7.25  第 37回横須賀市中学校演劇発表会 1日目 

7.26  第 37回横須賀市中学校演劇発表会 2日目 

7.27  応急手当普及員再講習会② 

    小学校等体育科夏季研修講座①② 

 

7.28  学校保健夏季研修講座（健康安全） 

    就学前教育と小学校教育の連携研修講座③ 

    小学校等体育科夏季研修講座③ 

    児童・生徒健康体力向上推進研修講座 

    学校事務職員夏季研修会 

7.29  第 1回応急手当普及員講習会①② 

    支援教育研修講座③ 

    幼稚園教育課程研究会 

7.30  第 1回応急手当普及員講習会③④ 

    生活科研修講座 

    総合的な学習の時間研修講座 

7.31  給食終了 

8.3   中学校教育課程研究会二日目 

8.4   小学校教育課程研究会二日目 

    中学校全国・関東大会出場選手激励会 

    中学校管理職研修会 

8.5   幼児教育研修講座 

    中学校連合生徒会役員研修会（リーキャン）

① 

 

7.1  養護教諭研修講座  

   新任総括教諭研修講座① →机上研修 

   教職 1年経験者研修講座② →机上研修 

   10期教師塾⑩ →書面開催 

 

7.3   教職 2年経験者研修講座② →机上研修 

   学校情報化推進部会ⅠⅡー③  

7.4  スキルアップ研修講座（国語） 

 

7.6  校長・園長研修講座①（連携研修） 

 

 

7.8  副校長・教頭研修講座② →机上研修 

    中堅教諭等資質向上研修講座② 

               →机上研修 

    校務情報化研修②ー１ 

7.10  臨時的任用職員研修講座③ 

7.14  校務情報化研修②－２ 

7.15  校務情報化研修②－３ 

    支援教育研修講座① 

 

7.17  学校情報化推進部会Ⅴー③ 

7.18  土曜科学教室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.21  教職５年経験者研修講座③→机上研修 

    教職６年経験者研修講座③→机上研修 

    理科基礎技術研修講座④  

7.22  教職１年経験者研修講座③→机上研修 

    教職２年経験者研修講座③→机上研修 

 

 

 

 

 

7.27  教育課題研修講座 

    夏季大学 

 

7.28  学校づくり研修講座 

    サイエンスサマー2010 

    コミュニケーション研修講座 

7.29  コミュニケーション研修講座 

    科学教養講座 

7.30  初任者研修講座⑤⑥ →机上研修 

    ICT活用実践研修講座①②    

    小・中理科教材研究講座 

7.31  学校づくり研修講座 

    教育課題研修講座 

    ICT活用実践研修講座③ 

    中堅教諭等資質向上研修講座③④  

              →机上研修 

 

 

 

8.5   夏季大学 
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8.6  文科省、学校再開を受けて、新型コロ

ナ感染状況を初めて公表。6月 1日か

ら 7月末までに感染した児童生徒は全

国で 242人、教職員は 51人 

    文科省、新型コロナ感染症に関する衛

生管理マニュアルを改訂。十分に他の

児童生徒と距離をとれば、マスクの常

時着用は不要に 

8.11  文科省、コロナ禍で教員免許取得に必

要な教育実習を受けられない学生に対

して、今年度限りの特例措置として大

学の授業などで実習単位を代替できる

よう、省令を改正 

8.13  文科省、コロナ禍による学習の遅れ回

復のため、学習内容の一部を次年度、

次々年度に移行して教育課程を編成で

きる学習指導要領の特例を告示 

8.17  学習の遅れ回復のための夏休み短縮

により、多くの学校で新学期がスター

ト 

    浜松市で国内観測史上最高に並ぶ気

温 41.1度を記録。全国的な猛烈な暑さ

の中、感染症対策と同時に熱中症対策

も、学校現場の大きな課題に 

8.18  文科省、来春大学入試でコロナ対応の

追試験などの合格者は、大学入学定員

規制から除外し、補助金カットの対象

としないと各大学に通知 

    日本学術会議、大学入試における英語

試験の在り方で提言を発表。英語 4技

能のうち、「書く」「話す」を大学入学

共通テストから除外するよう求める 

8.20  中教審の特別部会、22年度をめどに

小学校 5、6年生で「教科担任制」を本

格導入するよう求めた骨子案をまとめ

る。今年度中に答申の予定 

8.25  文科省、20年度「学校基本調査」の

結果（速報値）を公表。小中学生数は

過去最低を更新する一方、特別支援学

校と通信制高校の在籍者は過去最多に 

8.27  文科省、学校教育情報化実態調査の結

果（速報値）を発表。教育用コンピュ

ーター1台当たりの児童生徒数は前年

の 5.4人から 4.9人（3月 1日時点）

に改善 

8.28  安倍首相、健康問題を理由に辞任表

明。突然の表明に混乱広がる。 

    萩生田文科相、全国学力・学習状況調

査（全国学力テスト）の CBT化を来年

度に一部の学校で試行する考えを表明 

    文科省「21世紀出生児縦断調査」の

第 18回結果を公表。高校 3年生の休日

勉強時間は「6時間以上」が 19.2％、

「しない」が 30.3％で二極化が進む 

8.31  文科省、学校の働き方改革推進本部の

会合で、休日の部活動に関する業務を

学校管理下から地域に移す方針を示

す。来年度からモデル校で実証実験を

開始し、23年度以降に段階実施へ 

 

 

9.3   文科省、学校再開後の 6月 1日から 8

月末までに、新型コロナウイルス感染

症が確認された小中高校生は合計

1166人と発表 

    文科省、部活動や寮での感染拡大を受

8.6  夏季休業開始 

    応急手当普及員再講習会③  

    中・高等学校等保健体育科夏季研修講座①②

小学校外国語教育授業力向上セミナー①   

中学校連合生徒会役員研修会（リーキャン）

② 

8.7  司書教諭研修講座（読書指導研修講座） 

    中・高等学校等保健体育科夏季研修講座③ 

    体育実技講習会 

    外国語（活動）研修講座  

8.8   第 17回中学生創造アイデアロボットコンテ

スト横須賀大会 

8.11  学校閉庁日 YKネット全面停止（1日） 

8.12  学校閉庁日 

8.13  学校閉庁日  

8.14  学校閉庁日 

8.15  第 33回子どものための音楽会 

 

 

 

 

 

 

 

8.18  夏季休業終了 

 

8.19  音楽科研修講座 

    国語科研修講座 

    外国語研修講座 

 

 

 

 

8.20  第 2回応急手当普及員講習会①② 

8.21  第 2回応急手当普及員講習会③④ 

8.24  学校保健夏季研修講座（食育） 

 

 

8.26  支援教育コーディネーター連絡会③ 

    図画工作科／美術科研修講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.31  給食開始 

    読書感想文締め切り 

 

 

 

 

 

9.1   読書感想文審査準備会 

9.2   読書感想文 1次審査会 

    学校安全研修講座 

9.3  生徒指導担当者研修講座 

8.6  学校づくり研修講座    

    ICT活用実践研修講座④ 

8.7  理科基礎技術研修講座④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.18  夏季大学 

8.19  教育課題研修講座 

 

 

 

 

 

 

8.20  初任者研修講座⑦⑧（宿泊研修） 

             →机上研修 

8.21  初任者研修講座⑨⑩（宿泊研修） 

             →机上研修 

    教職１年経験者研修講座⑥ 

             →机上研修 

    教職５年経験者研修講座⑤ 

             →机上研修 

    教職６年経験者研修講座⑤ 

             →机上研修 

    理科研修講座 

8.27 新任教頭研修会 

 

 

 

8.28  学校情報化推進部会Ⅲ－② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.4  中堅教諭等資質向上研修講座⑤ 
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けて、学校の衛生管理マニュアルを改

訂。練習中だけでなく、更衣室、食事、

移動などでも三密（密閉、密集、密接）

回避の徹底を通知 

9.7  厚労省、来春高校卒業予定者の求人倍

率は 2.08倍（7月末時点）で、10年ぶ

りに低下したと発表 

9.9  文科省、新型コロナ対策として総合型

選抜（旧 AO入試）などでオンライン面

接を実施する際、通信不具合などで受

験生が不利とならないよう、受験機会

の確保を各大学に通知 

9.11  文科省、小中学生 1人 1台の情報端末

整備に向けて「各教科等の指導におけ

る ICT（情報通信技術）の効果的な活

用に関する参考資料」をホームページ

で公開 

    「GIGAスクール構想」による小中学

生 1人 1台の情報端末整備で、8月末

までに配備を完了したのは 1811自治

体のうち 37自治体（2.0％）にとどま

る。文科省の調査で判明 

9.15  文科省、子どもへのわいせつ行為で懲

戒免職となった教員免許失効者のデー

タを検索する内部ツールの検索可能期

間を現行3年から40年に延長すると発

表。わいせつ教員の雇用防止が目的 

    大学・短期大学などの今年度後期授業

の実施形態は、対面授業と遠隔授業の

併用が約 8割、すべて対面授業が約 2

割。文科省の調査で判明 

9.16  菅義偉内閣が発足。文科相には萩生田

氏が再任 

9.18  菅首相、萩生田文科相と会談し安倍前

首相の私的諮問機関だった教育再生実

行会議の継続を指示 

9.23  菅首相、デジタル改革関係閣僚会議

で、行政のデジタル化を推進する「デ

ジタル庁」創設の基本方針を年内にま

とめるよう指示。デジタル教育などの

規制緩和も課題に 

9.24  自民党の教育再生実行本部、1クラス

30人以下の少人数学級の段階的実現

に向けて、義務教育標準法の改正を求

める決議文を萩生田文科相に手渡す 

    文科省、自民党の教育再生実施本部の

会合で、10年間かけて 30人学級を実

現した場合、約 5万人の教員増が必要

とする試算を示す 

9.25  文科省、教育分野のデジタル化を目指

す「デジタル化推進本部」を設置 

9.28  文科省、教職課程の授業科目を複数大

学で共同設置できる「連携開設制度」

創設に向けた省令改正案を公表 

9.29  文科省、2021年度概算要求を発表。

一般会計総額は 5兆 9118億円、小人数

学級実現に向けた教員増は、予算額を

明記しない「事項要求」として盛り込

む 

9.30  公立小中学校などの普通教室のエア

コン設置率は 93.0％（9月 1日時点）

に。文科省調査。 

    公立小中学校トイレの洋式便器の割

合は 57.0％で、和式便器を初めて上回

る。文科省調査 

    厚労省の専門委員会、18年度に虐待

 

 

 

 

 

9.7   中学校校長会 

9.8    読書感想文 2次審査会 

 

9.9  支援教育研修講座④ 

9.10  小学校校長会 

 

 

 

9.11  支援教育研修講座⑤ 

    特別支援学級担当者会② 

9.12  よこすか子ども発明展（～13日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.16  特別支援学級新担任者研修講座③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.28  小学校修学旅行（梯団ごと～10／8日） 

 

 

 

 

 

 

 

9.30  常葉中学校ブロック研究発表会（本発表） 

 

 

 

 

 

9.5  スキルアップ研修講座（算数） 

    土曜科学教室 

 

 

 

9.8   初任者研修講座⑪ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.23   パワーアップ研修講座（理科②） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.26  土曜科学教室 
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で死亡した子どもは、前年度より 8人

増の計 73人との検証結果を公表 

 

 

10.1  加藤官房長官、学術の立場から政策提

言する政府機関「日本学術会議」が推

薦した新会員候補 105人のうち 6人の

任命を菅首相が見送ったことを会見で

認める 

10.2  日本私立学校振興・共済事業団、2020

年度「私立大学・短期大学等入学志願

動向」を発表。定員割れした私立大学

は 184校（31.0％） 

10.7  中央教育審議会初等中等教育分科会、

教育の情報通信技術（ICT）化は不可欠

とする「『令和の日本型学校教育』の構

築を目指して（中間まとめ）」を公表。

来年 1月ごろ答申へ 

    スポーツ庁、小中高校の体育授業にお

ける武道と球技について、感染防止対

策のポイントを全国の教委などに通知 

10.12  兵庫県警、柔道部の男子生徒 2人に立

腹して、柔道技をかけて重軽傷を負わ

せたとして、同部顧問の宝塚市立中学

校教諭を傷害容疑で逮捕 

10.13  経団連「Society5.0の実現に向けた

規制・制度改革に関する提言」の改訂

版を公表。コロナ禍を受け、遠隔授業

の規制緩和を要望 

    公正取引委員会、広島県や広島市の学

校用パソコンの入札で談合の疑いがあ

るとして、独禁法違反容疑で NTT西日

本など 14社に立ち入り検査 

10.15  大学入試センター、21年 1月の大学

入学共通テスト（共通テスト）の出願

者は 53万 5244人と発表。新型コロナ

感染防止に伴う休業で学習が遅れた現

役生が受験できる「第２日程」の出願

者は 789人（0.1％）にとどまる 

    文科省、新たに筑波大学と東京医科歯

科大学を「指定国立大学法人」に指定 

10.18  スポーツ庁、19年度「体力・運動能

力調査」の結果を公表。1964年度当時

と比べ、身長と体重は向上する一方、

握力などは低下 

10.20 文科省、学校と家庭の連絡手段をデジ

タル化するため、慣例となっている保

護者押印の見直しを求めるよう教委な

どに通知 

10.21  25年 1月から、共通テストに教科「情

報」を新設するなどの出題教科・科目

再編案が、マスコミ報道で明らかに 

10.22  文科省、19年度「問題行動・不登校

調査」の結果を公表。小中高校などが

認知したいじめの件数は 61万 2496件

で過去最多を更新。小中学校の不登校

も 7年連続で増加 

10.23  萩生田文科相、小中学校におけるデジ

タル教科所の使用時間の規制（現行は

各教科の授業時間の 2分の１未満）を

緩和する方針を表明 

10.26  菅首相、衆参両院の本会議で就任後初

の所信表明演説。「GIGAスクール構想」

によるオンライン教育の拡大に意欲を

示す 

10.27  共通テストの記述式問題出題に国公

 

 

 

 

 

10.1  生徒指導担当者研修講座⑥ 

    学習支援員連絡会 

    

 

 

 

10.3  不登校児童生徒・高校中退者等のための進路

情報説明会・不登校相談会 

10.5  中学校校長会 

 

10.8  人事校長会議 

10.9  前期終業式 

    給食終了 

10.10 第 30回中学生主張大会 

 

10.11 横須賀市中学校演劇発表会 

 

10.12  後期始業式 

    給食開始 

 

 

10.13 進路事務担当者連絡会② 

10.14 学校司書派遣校連絡会② 

    横須賀市小・中学校教育課程研究会（総則部

会 2日目） 

    支援教育コーディネーター連絡会④ 

    道徳教育連携・推進講座①（北下浦中学校） 

 

 

 

10.16  学習評価説明会（中） 

10.17 中学校駅伝競走大会（男子 71回 女子 37回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.20 小学校校長会 

 

 

 

10.21 特別支援学級担当者会③ 

 

 

10.22 全日本中学校長会研究協議会和歌山大会（～

23日） 

 

 

 

10.23  全県指導主事会議 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.10 土曜科学教室 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.14  第 11期教師塾① 

 

 

 

 

 

 

 

10.16 学校運営研修講座③ 

    パワーアップ研修講座（達人③・国語） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.20 初任者研修講座⑫ 

 

 

 

10.21 校長・園長研修講座② 

    副校長・教頭研修講座③ 

 

 

 

 

 

 

10.23 教職 1年経験者研修講座④ 
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私立大学の 8割超が反対。文科省のア

ンケートで判明 

10.28  人事院、国家公務員の今年度給与月額

の据え置きを内閣などに勧告。据え置

き勧告は 7年ぶり 

10.29  法制審議会、成人年齢引き下げに伴

い、18.19歳の犯罪を厳罰化する代わ

りに、少年法適用年齢は現行通り 20

歳未満とする少年法改正要綱を法務相

に答申 

 

 

11.2  文科省の主権者教育推進会議、2022

年度から成人年齢が 18歳に引き下げ

られることを受け、「今後の主権者教育

の推進に向けて（中間報告）」を公表。

小学校から大学まで、学校段階ごとの

主権者教育の充実を提言 

11.3  米大統領選始まる。民主党のバイデン

前副大統領が優勢だが、共和党のトラ

ンプ大統領は負けを認めず 

11.4  文科省「学校給食費公会計化状況調

査」の結果を発表。19年度は、74.0％

の教育委員会が、給食費の徴収・管理

を私費会計として学校に委ねているこ

とが判明 

11.6  大学入試センター、20年 1月の大学

入学共通テストでの新型コロナウイル

ス感染症の予防対策を発表。受験生全

員にマスク着用を義務付け 

    政府、20年度の国家公務員の賞与（期

末・勤勉手当）を 0.05カ月分引き下げ

る給与法改正案を閣議決定。賞与の引

き下げは 10年ぶり 

11.10  萩生田文科相、閣議後記者会見で

「GIGAスクール構想」の一環として、

小中学校の情報端末機器の通信費の一

部を国が負担する考えを表明 

11.11  萩生田文科相、民放番組に出演し、小

中学校で「1クラス 30人を目指したい」

との考えを表明 

    文科省、20年度「地域と学校の連携・

協働体制の実施・導入状況について」

調査の結果を発表。コミュニティ・ス

クール（CS)を導入する公立学校は、20

年７月現在で 9788校（27.2％）に 

11.13  中央教育審議会の「新しい時代の高等

学校教育の在り方ワーキンググルー

プ」、高校普通科の再編など盛り込んだ

「審議まとめ」を公表 

    指定都市市長会、公立小中学校の少人

数学級の早期実現を求める緊急要望書

を萩生田文科相に手渡す 

11.15  日本の野口聡一宇宙飛行士らを乗せ

た米国の民間宇宙船「クルードラゴン」

が打ち上げに成功（日本時間 16日） 

11.17  21年春大学卒業予定者の就職内定率

は 69.8％（10月 1日現在）で、5年ぶ

りに 10月期の内定率が 70％を下回る。

コロナ禍の影響が深刻に。文科、厚生

労働の両省調査 

    経団連、「Society5.0 に向けて求めら

れる初等中等教育改革」の第 2次提言

を発表。デジタル教科書の拡大などを

求める 

11.18  19年度に全国の児童相談所が対応し

 

 

 

10.28 小中一貫教育に関する日  

 

 

10.29 全国連合小学校校長会研究協議会京都大会

（～30日）    

10.30 特別支援学級新担任者研修講座④ 

 

 

 

 

11.2  中学校校長会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.6  神奈川県公立小学校長会横須賀地区管理運

営研究会（横須賀） 

    

 

 

 

 

 

11.10 横須賀市高等学校教育課程研究会・横須賀総

合高校（全日制）研究発表会（本発表）  

    支援教育コーディネーター連絡会⑤ 

 

 

 

 

11.12 生徒指導担当者研修講座⑦ 

 

 

 

 

11.13 大津中学校研究発表会（中間） 

    支援教育研修講座⑥ 

 

 

11.14  第 52回小学校児童陸上記録大会（予備日

15日） 

 

 

 

 

11.17 学校事務職員秋季研修会 

    小学校校長会 

 

 

 

 

 

 

11.18 道徳教育連携・推進講座②（汐入小学校）  

10.27 中堅教諭資質向上研修講座⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

10.30 臨時的任用職員研修講座④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.4   総括教諭研修講座 A 

    学校情報化推進部会Ⅰ－④ 

    学校情報化推進部会Ⅱ－④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.10 初任者研修講座⑬－１ 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座④

－１ 

 

11.11 総括教諭研修講座Ｂ  

    学校情報化推進部会Ⅴ－④ 

    11期教師塾② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.17  初任者研修講座⑬－2 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座④

－２ 

 

 

 

 

 

11.18 総括教諭研修講座Ｃ 
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た虐待相談件数は、前年度比 21.2％増

の 19万 3780件で、過去最多を更新。

厚労省まとめ 

11.20  大学入試センター、21年 1月の共通

テストの注意事項をホームページに公

表。マスクを着用しない者には配布し、

着用義務付け 

11.24  法務省、20年版「犯罪白書」を公表。

19年中の児童虐待による検挙件数は

前年比 42.9％増の 1972件で過去最多

に 

11.25  文科省、「新しい時代の特別支援教育

の在り方に関する有識者会議」の報告

（素案）を公表。小学校から高校まで

の切れ目ない支援を提言。通級指導の

免許創設は見送りに 

    北海道教委、教員への 1年単位の変形

労働時間制導入を可能にする条例改正

案を道議会に提出 

11.27  コロナ禍により 1年延期された東京

五輪の開・閉会式に合わせて、祝日を

移動する改正特別措置法が参院本会議

で可決・成立。21年に限り「海の日」

が 7月 22日、「スポーツの日」が同月

23日、「山の日」が 8月 8日に変更 

11.30  自民党の政務調査会、新たな経済対策

を菅首相に提言。「GIGAスクール構想」

の対象外となっている高校にも 1人 1

台の情報端末整備を求める 

 

 

12.2  新型コロナウイルスのワクチンの接

種費用を無料とし、ワクチン接種を国

民の努力義務とする改正予防接種法が

参院本会議で可決・成立 

12.3  全国の小中高校などで、学校再開後の

6月から 11月の間に、新型コロナに感

染した児童生徒は 3303人、教職員は

471人。文科省まとめ 

    文科省、学校向け衛生管理マニュアル

を改定。新型コロナ感染者が出ても「可

能な限り、授業や部活動、各種行事等

の教育活動を継続し、子供の健やかな

学びを保障」する必要を訴える 

12.4  文科省、パブリックコメントのため、 

   「新しい時代の初等中等教育の在り方」

に関する中央教育審議会の答申素案を

公表 

12.6  宇宙航空研究開発機構（JAXA)、小惑

星探査機「はやぶさ 2」のカプセルを

オーストラリアで回収したと発表 

    埼玉県川越市の中学校で生徒、教員な

ど計 35人のクラスター（感染者集団）

が発生。合唱コンクールの練習が原因

か 

11.8  国際教育到達度評価学会（IEA)、2019

年の「国際数学・理科教育動向調査」

（TIMSS)の結果を公表。日本は、中学

校 2年生数学の平均得点が過去最高を

更新、小中学生ともに 5位以内を維持 

12.9  大阪市議会、市立高校を大阪府に移管

する条例改正案を可決 

12.10  公立中学校の多目的トイレ設置率は

65.0％、エレベーター設置率は 27.1％

など。文科省の学校施設バリアフリー

化調査 

 

 

 

11.20 読書感想画〆切       

    久里浜小学校研究発表会（本発表） 

11.23 The 8th YOKOSUKA English World  

 

 

 

 

 

11.25 児童指導担当者研修講座③ 

    第 73回児童生徒造形作品展担当者会 

 

 

 

 

 

 

11.27  読書感想画審査準備会 

    令和２年度第 2回小・中学校教育課程研究会

運営委員会 

    小原台小学校研究発表会（本発表） 

11.28 第 38回表現運動・ダンス発表会 

 

 

 

 

 

 

 

12.1  進路事務担当者連絡会③ 

12.2  読書感想画審査会 

    第 54回小学校児童ボール運動大会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.4  第 10回横須賀市児童生徒ふれあい作品展（～

8日）→HP公開 

  

 

 

12.7  岩戸中学校研究発表会（本発表） 

    中学校校長会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.9  学力向上担当者会② 

    

12.10 生徒指導担当者研修講座⑧ 

 

 

 

 

 

 

11.20 パワーアップ研修講座（達人④・算数） 

   

11.21 土曜科学教室 

 

11.24 初任者研修講座⑬－3 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座④

－３ 

 

11.25 総括教諭研修講座Ｄ 

    パワーアップ研修講座（理科③） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.28 スキルアップ研修講座 

    土曜科学教室 

 

 

 

 

 

    

12.1  初任者研修講座⑬－４ 

    初任者研修拠点校指導教員研修講座④

ー４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.8 初任者研修講座⑭－１ 

 

 

 

 

12.9 学校運営研修講座④ 

   第 11期教師塾③ 
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12.11  北海道議会、公立学校教員に 1年単位

の変形労働時間制導入を可能にする条

例案を可決。条例可決は全国初 

12.15  政府、20年度第 3次補正予算案を閣

議決定。学校のコロナ対策経費、「GIGA

スクール構想」対象外の高校の情報端

末整備などを盛り込む 

12.17  萩生田文科相と麻生財務相、21年度

予算案の閣僚折衝で、公立小学校の学

級定員を 25年度までの 5年間で「35

人以下」に引き下げることで合意。た

だし中学校は見送りに 

12.18  政府の経済財政諮問会議、義務教育で

のデジタル教科書の普及率を 25年度

末までに 100％にするなどの「改革工

程表」を決定 

    徳島県議会、教員に変形労働時間制導

入を可能とする条例改正案を可決。全

国で 2番目 

    JAXA、「はやぶさ 2」のカプセルに小

惑星「リュウグウ」の砂など試料 5.4

グラムが入っていたと発表  

12.21  政府、21年度予算案を閣議決定。小

学校の「35人学級」の経費など、文科

省関係で 5兆 2979憶 9700万円を計上 

    大阪府議会、大阪市立高校全 21校を

府に移管する条例改正案を可決。22年

4月の移管が正式決定 

12.22  文科省、各教科の授業時間の「2分の

1未満」となっているデジタル教科書

の使用規制を撤廃する方針を検討会議

に示し、了承される。デジタル教科書

が本格化へ 

    文科省、19年度「公立学校教職員人

事行政調査」の結果を発表。精神疾患

による病気休職者数は 5478人で過去

最多に 

    文科省、19年度「学校教員統計調査」

（中間報告）の結果を公表。小中学校

とも、教員の平均年齢の若返りが進む 

12.23  文科省、21年度の全国学力・学習状

況調査を例年より 1か月遅い「5月 27

日」とするなどの実施要領を教委など

通知。一斉休業の学習面への影響も調

査 

    文科省、感染防止を理由に対面授業が

半分未満のままの大学が 187校（10月

時点）あるとの再調査結果を発表、大

学名を公表 

    19年度に倒壊防止など全体のブロッ

ク塀等の安全対策を完了した学校は全

体の 91.6％に。文科省調査で判明 

12.25  文科省、「学校の働き方改革取組状況

調査」の結果を発表。学校再開後の 7

～8月に教員の時間外勤務が増加する 

    政府、「第 5次男女共同参画基本計画」

を閣議決定。25年度までに女性校長を

2割にするなどの目標を掲げる 

 

 

1.5   文科省、高校の部活動で接触など感染

リスクが高い活動の一時的制限の検討

を都道府県教育委員会などに通知 

1.7   政府は、首都圏１都 3県に緊急事態宣

言を発令。ただし、学校に一斉休業は

要請せず 

12.11 令和 3年度学級編制説明会 

    小学校校長会 

12.12 中学校スポーツ技術講習会（後期：サッカー） 

12.15  船越小学校研究発表会（授業公開） 

12.16 学校研究担当者会 

    小学校外国語教育推進研究講座② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.23 スクールカウンセラー連絡協議会② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.25 給食終了 

 

12.26 冬季休業開始 

    

 

 

 

 

1.5  部活動指導者研修講座 

1.6   冬季休業終了 

 

1.7   中学校校長会 

1.8   給食開始 

    読書感想画展作品搬入 

 

 

 

12.15 初任者研修講座⑭－２ 

12.16 臨時的任用職員研修講座⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.19 土曜科学教室 

    スキルアップ研修講座 
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    萩生田文科相、緊急事態宣言の発令を

受けて、学校のオンライン学習用情報

端末の早期納品を関係企業に要請 

1.12  萩生田文科相、首都圏の緊急事態宣言

発令を受けて、修学旅行など学校行事

について、感染防止策を十分講じた上

で、実施に向けて工夫するよう求める 

1.13  政府、緊急事態宣言の対象地域に、栃

木、愛知、岐阜、大阪、京都、兵庫、

福岡の 7府県を追加 

1.15  今春高校卒業予定の就職希望者は、前

年同期より 11％減の 16万 2195人（昨

年 11月末時点）で、09年のリーマン

ショック時の落ち込み幅を上回る。内

定率は 80.4％（前年同期比 3.2ポイン

ト増）。文科省調査で判明 

1.16  大学入試センター試験に代わる初の

大学入学共通テスト（共通テスト）が

実施される（～17日）。複数の資料を

読み解く思考力重視の出題増える 

1.18  菅首相、国会の施政方針演説の中で、

教育のデジタル化、オンライン教育の

早期実施の方針を表明 

1.19  文科省、小学校の 35人学級実現など

に伴い、「『令和の日本型学校教育』を

担う教師の人材確保・質向上に関する

検討本部」を設置。教員の人材確保が

新たな課題に 

1.20  米 46代大統領にジョー・バイデン氏

が就任 

1.22  大学入試センター、共通テストの公民

と理科②で、得点調整を行うと発表。

得点調整の実施は、15年のセンター試

験以来 6年ぶり 

    厚労省と警察庁、20年の全国の自殺

者は前年より 750人増の 2万 919人（速

報値）と発表。このうち、小中高校生

の自殺者は 440人（1～11月）で過去

最多に 

1.23  日教組、第 70次教研集会を初めてオ

ンライン上で開催。コロナ禍による教

育課題などを議論 

1.26  中央教育審議会、小学校高学年への教

科担任制導入などを盛り込んだ「『令和

の日本型学校教育』の構築を目指して

～全ての子供たちの可能性を引き出

す、個別最適な学びと、協働的な学び

の実現」を萩生田文科相に答申 

1.27  文科省、24年度以降、教科書をすべ

てデジタルに変更、紙とデジタルを併

用するなどの 5案を示した中間まとめ

骨子案をデジタル教科書の在り方検討

会議に提示 

1.28  高校の情報端末整備の経費などを盛

り込んだ20年度の第3次補正予算が参

院本会議で可決・成立 

1.29  文科省、国公立大学の 21年度入試で

総合型選抜（旧 OA入試）を過去最多の

99校が導入、学校推薦型選抜（旧推薦

入試）も 167校が導入したと発表 

 

 

2.2   政府、21年度から 5年間で公立小学

校を「35人学級」にする義務教育標準

法改正案を閣議決定 

    文科省、20年度「公立学校教員採用

    第 73回児童生徒造形作品展作品搬入 

1.9    読書感想画展（～11日） 

    第 73回児童生徒造形作品展（～11日） 

       就労支援のための合同学習会  

1.12  読書感想画展作品搬出 

 

 

1.13  支援教育コーディネーター連絡会⑥ 

1.14  生徒指導担当者研修講座⑨ 

    全県指導主事会議 

1.15  40回体力つくり実践研究発表大会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.20  学校保健研究会健康安全部会研究発表会 

    造形教育研究発表会・講演会 

1.21  児童生徒書写作品展作品搬入 

    小学校校長会 

1.22  児童生徒書写作品展（～26日） 

    

 

  

 

 

 

 

 

 

1.26  児童生徒書写作品展作品搬出 

    第 73回児童生徒造形作品展作品搬出 

 

 

 

 

1.27  小中一貫教育に関する日 

    

 

 

 

 

 

 

1.29  高等学校（全日制）修学旅行（～2月 2日） 

 

 

 

 

 

2.1   中学校校長会 

2.3  特別支援学級新担任者研修講座⑧ 

    道徳教育担当者会  

    神奈川県小学校教育研究会座間大会 

 

 

 

 

1.12  初任者研修講座⑮ →オンライン 

 

 

1.13  教育研究所運営に関する懇話会② 

    第 11期教師塾④ 

    パワーアップ研修講座（理科④） 

1.15  教職1年経験者研修講座⑤→オンライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.19  教職2年経験者研修講座④→オンライン 

 

 

 

 

1.20   新任総括教諭研修講座②→オンライン 

    パワーアップ研修講座（達人⑤・体育） 

 

 

1.22  教職5年経験者研修講座④→オンライン 

 

 

 

 

 

 

1.23  よこすか子ども発明展・よこすか子ども

科学賞表彰式（みんなの理科フェスティ

バル） 

1.26  教職6年経験者研修講座④→オンライン 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.29  中堅教諭資質向上研修講座⑧ 

               →オンライン 

1.30  土曜科学教室 

    スキルアップ研修講座 

 

 

2.2   初任者研修講座⑯（閉講式） 

               →オンライン 

2.3  ICT担当者会② 
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試験実施状況調査」の結果を発表。小

学校教員の競争率は 2.7倍（前年度 2.8

倍）で過去最低を更新 

2.4   20年中に児童虐待の疑いで、全国の

警察が児童相談所に通告した子どもの

数は 10万 6960人で過去最多に。警察

庁の犯罪情勢統計 

2.9   政府、デジタル庁創設を柱とするデジ

タル改革関連法案を閣議決定 

2.12  女性蔑視発言を批判された東京五

輪・パラリンピック大会組織委員会の

森喜朗会長が辞任を表明 

2.15  神戸地裁、20年 9月に兵庫県宝塚市

立中学校で、柔道部の男子生徒 2人に

体罰を加えて重軽傷を負わせた元顧問

教員に、懲役 2年、執行猶予 3年の有

罪判決 

    文科省、コロナ禍による一斉休業があ

った 20年に自殺した小中高校生は 479

人（前年は 339人）で過去最多になっ

たとのデータを自殺予防に関する有識

者会議で示す 

2.16  大阪地裁、生まれつき茶色の髪を黒く

染めるよう高校から強要され、不登校

になったとする元生徒の損害賠償訴訟

で、一部指導の違法性を認め、大阪府

に 33万円の支払いを命じる。ただし

「黒染め指導」自体は適法と判決 

2.18  東京五輪・パラ大会組織委、森前会長

の辞任に伴い、新会長に橋本聖子五輪

担当相を選出 

    大学入試センター、初の大学入学共通

テストの最終集計を公表。受験者の割

合（受験率）は 90.45％で前身の大学

入試センター試験開始以降、過去最低

に 

2.19  文科省、感染症拡大や災害などの非常

時に学校に行けない場合、自宅でのオ

ンライン学習を「特例の授業」として

認めることを都道府県教委などに通

知。コロナ禍の特例措置を恒久化 

    文科省、高校における「スクール・ポ

リシー」の策定と公表の義務付けや、

「学際領域」に関する学科」「地域社会

に関する学科」の創設による普通科改

革などを盛り込んだ学校教育法施行規

則改正案と高校学習指導要領一部改正

案をパブリックコメント（意見公募）

のため公表。22年 4月から施行 

2.22  文科省のデジタル教科書の在り方検

討会議、24年度以降、教科書を「すべ

てデジタルに変更」「紙とデジタルを併

用」などの 5案を盛り込んだ中間まと

め案を大筋で了承 

    茨城県教委、今年 4月からの県内のす

べての公立小学校で、高学年に教科担

任制（算数、理科、英語）を導入する

と発表 

    20年の子どもの出生数は、87万 2683

人（前年比 2万 5917人減）で過去最低

に。厚労省の人口動態統計 

2.24  文科省、国公立大学 2次試験の確定志

願者数を発表。志願者は 42万 5415人、

倍率は 4.3倍 

2.26  20年 6月から 21年 1月までに新型コ

ロナウイルスに感染した児童生徒は 1

 

 

 

2.4   生徒指導担当者研修講座⑩ 

2.5   令和３年度第 1回小・中学校教育課程研究会

運営委員会 

 

 

2.10  横須賀市学校保健大会・食教育研究会発表会 

    教科用図書事務担当者会③ 

    国際教室担当者連絡会②  

  

2.15  市制施行記念日・114周年（休業日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.16  小学校校長会 

2.17  学校保健研究会養護教諭部会研究発表会 

    支援教育コーディネーター連絡会⑦ 

  

 

     

2.18  第 108回神奈川県公立小学校長会研究大会

（平塚） 

 

 

 

 

 

 

2.19  神奈川県公立中学校長会 2月総会（横浜・県

教育会館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.24  学校授業改善のための中核教員研修⑧ 

    児童指導担当者研修講座④ 

 

 

  

 

 

 

 

2.5   学校情報化推進部会Ⅲ－③ 

 

 

2.9   学校情報化推進部会Ⅴ－⑤ 

2.10  学校情報化推進部会Ⅰ－⑤ 

    学校情報化推進部会Ⅱ－⑤ 

2.12  校務情報化研修④⑤－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.17  校務情報化研修④⑤－２ 

    第 11期教師塾⑤ →オンライン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.19  校務情報化研修④⑤－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.20  土曜科学教室 
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万 2107人、教職員は 1586人。文科省

まとめ 

    自民、公明両党の与党政策責任者会

議、子どもに対して、わいせつ行為を

した教員を排除するための議員立法を

検討するワーキングチームの設置を決

定 

2.28  政府、首都圏の 1都 3県を除く 6府県

の緊急事態宣言を解除 

 

 

3.1   自民、公明の両党、児童生徒にわいせ

つ行為をした教員を排除するための法

整備を検討する「わいせつ教員根絶立

法検討ワーキングチーム」の初会合を

開催 

3.2   政府、国立大学の学長選考会議の規制

を強化する国立大学法人法改正案を閣

議決定 

3.5   政府、新型コロナウイルス対策で首都

圏 1都 3県に対する緊急事態宣言の再

延長（7～21日）を決定 

    文科省、20年度「教職員団体加入状

況調査」の結果を発表。日教組の組織

率は 21.3％で 44年連続の低下 

3.9   全日本私立幼稚園連合会（全日私幼）、

19年度までの 3年間で約 3億 2000万

円が不正流出したことを明らかに。前

会長を刑事告訴へ 

3.11  昨年 1年間でインターネット交流サ

イト(SNS)を利用して、犯罪被害に遭っ

た 18歳未満の子供は 1819人に。警察

庁まとめ 

3.12  萩生田文科相、第 11期中教審に教育

のデジタル化などに対応する「『令和の

日本型学校教育』を担う教師の養成・

採用・研修等の在り方について」を諮

問。教員免許更新制の見直しの先行審

議を要請 

    文科省、「GIGAスクール構想」による、

1人 1台情報端末の活用に関するチェ

ックリストを、都道府県教育委員会な

どに通知。端末の持ち帰りによる自宅

学習の有効性を通知で明記 

3.16  厚労省と警察庁、20年の自殺者数は 2

万 1081人（確定値）で 11年ぶりに増

加したと発表。コロナ禍で若者の自殺

が増加 

3.17  文科省のデジタル教科書の今後の在

り方等に関する検討会議、24年度から

デジタル教科書の本格導入を求める

「中間まとめ」を公表 

    文科省、GIGAスクール構想に向けた

各自治体の情報通信技術（ICT)環境整

備状況（3月末時点）を公表。全国 1812

自治体のうち 1769自治体（97.6％）が、

3月末までに小中学校で 1人 1台端末

の整備を完了する見通し 

3.21  政府、首都圏 1都 3県の緊急事態宣言

を 2か月半ぶりに解除 

3.24  大学入試センター、「情報」「公共」「歴

史総合」「地理総合」など 25年 1月の

大学入試共通テストから新設される教

科・科目のサンプル問題を公表。6教

科 30科目を 7教科 21科目に再編 

3.26  文科省、わいせつ教員排除のため、教

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2   高校卒業式 

    中学校校長会 

3.4   生徒指導担当者研修講座⑪  

3.5   小学校校長会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.11  中学校卒業式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.16  大楠幼稚園卒園式 

  

 

 

3.17  諏訪幼稚園卒園式 

    給食終了 

3.18  小学校卒業式（5～8部会） 

3.19  小学校卒業式（1～4部会） 

 

 

 

 

 

 

 

3.23  修了式（幼） 

 

3.25  修了式 

 

 

 

3.26  学年末休業開始 

 

 

 

 

 

 

 

2.  長期研究員研究発表会 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

3.3  第 11期教師塾⑥  
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員免許失効者の氏名と同時に子供への

わいせつ行為や性犯罪などの免職理由

も官報に掲載する教員免許法施行規則

の改正を公布 

3.30  文科省、22年度から主に高校 1、2年

生で使用する教科書の検定結果を公

表。新学習指導要領で創設される「歴

史総合」「公共」などの教科書が初登場 

3.31  公立小学校の学級定員を 21年度から

5年間かけて「35人」に引き下げる、

改正義務標準法が参院本会議で可決・

成立。21年度は小 2を 35人学級に  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.31  退職辞令交付 
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